

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	石狩市
	後継者・就農予定者研修支援助成
	市長が認めた者に限る公的研修機関で研修に参加した場合
	○　交通費、宿泊費及び研修参加費の実費の２分の１で10万円を限度に助成
	石狩市
農業総合支援センター
☎ ：0133-66-3345

	
	就農予定者受入者支援助成
新規就業者支援助成
	市内の農業者であって北海道農業担い手育成センター実践的農業研修支援事業に係る謝金の受給者
	○　就農予定者を研修先として受け入れる農業者の営農形態により市長が認めた期間において月当たりに受給する謝金の額と月額４万円の差額
	

	
	
	市内の農業者であって北海道農業担い手育成センター実践的農業研修支援事業に係る謝金を受給者していない者
	○　就農予定者を研修先として受け入れる農業者の営農形態により市長が認めた期間において月額４万円
	

	
	
	市外の農業者であって北海道農業担い手育成センター実践的農業研修支援事業に係る謝金の受給者
	○　就農予定者を研修先として受け入れる農業者の営農形態により市長が認めた期間において月当たりに受給する謝金の額と月額４万円の差額で月額２万円を限度
	

	
	
	市外の農業者であって北海道農業担い手育成センター実践的農業研修支援事業に係る謝金を受給していない者
	○　就農予定者を研修先として受け入れる農業者の営農形態により市長が認めた期間において月額２万円
	

	
	新規就業者支援助成
	市長が認めた者に限る

家賃に対する助成

市内において借家に住む場合
	○　就業後３年間を限度に、家賃の２分の１で、月額２万円を限度に助成（敷金、礼金、保証金等の賃貸借契約に要する経費及び管理費、光熱水費を除く。）
	

	
	
	市長が認めた者に限る

農地貸借料に対する助成

就農に必要な市内の農地（現況地目が田または畑）を貸借（賃貸借の設定期間が5年以上）した場合
	○　就農後３か年度を限度に、貸借料の２分の１を助成（賃貸借の設定日が１月から３月までの間にある場合は、翌年度に助成）
	

	北斗市
	農業新規参入者支援事業
	農業新規参入者（北斗市に居住し新たに北斗市で農業経営を開始した55歳未満の認定就農者）
	○　農業への新規参入の障害の一つである新規就農後の生活への不安を軽減するため、及び農業経営をスムーズに軌道に乗せることを目的とし、一定の助成を行う。
・50,000円／月
・経営開始から３箇年以内
	経済部農政課
農政グループ
☎ ：0138-77-8811

	
	認定就農者受入農家支援事業
	認定就農者を研修生として受け入れる指導農業士及び先進的農家
	○　研修生の指導を行う受入農家に対する謝礼
○　研修生１名につき１日当たり2,000円（25日/月を限度）
	

	八雲町
	新規就農支援資金貸付
	・北海道就農計画認定制度実施要領に基づく就農計画で知事の認定を受けた者
・就農時の年齢が18歳以上51歳未満の者
	○　新規就農者１人につき１回限り200万円以内の額を予算の範囲内で無利子で貸付
○　貸付実行年度の翌年度から５年以内の均等割の年賦により償還(一定の要件を満たした場合は償還免除)
	八雲町役場農林課農業振興係
☎ ：0137-62-2111

	長万部町
	新規就農者支援対策事業
	・北海道就農計画認定制度実施要領に基づく就農計画で知事の認定を受けた者
・就農時の年齢が18歳以上56才未満の者
	○　新規就農者１人につき１回限り200万円を無利子で貸付
○　貸付実行年度の翌年度から５年以内の均等割の年賦により償還
○　営農を継続している場合償還金の免除を受けられる
(１回の償還につき40万円×５年間)
	長万部町産業建設課農業グループ
☎ ：01377-2-2455

	上ノ国町
	新規就農希望者等農業研修実施要綱
	本町に住所を有する（又は研修開始日までに転入を予定している者）新規就農者又は農業後継者で、町税及び使用料等の滞納がない者又は研修開始日までに完納する者。
	○　きぬさやえんどう及びその他農作物の栽培に係る研修生の受入｡
【研修内容】
・初期の農業知識、基礎技術、栽培作業全般
・栽培実務、経営実務、営農開始計画等の営農実習
・農業一般知識（作物生産、土づくり、農業機械、生産組織、農業関係機関・団体等との連携）に関するルーキーズカレッジの開講。
	上ノ国町産業課農業林業グループ

	
	新規就農者営農支援実施要綱
	・本町に住所を有する者
・就農計画の知事認定を受け就農計画に定める農業研修期間の研修を終了した者及び本町新規就農希望者等農業研修実施要綱に定める研修を終了した者
・上記のいづれかの要件を満たす者の内、下記に該当する者。
１．作業を実施するための農機具を所有していない者
２．農機具を所有しているが故障等により使用不可能となっている者
	○　次に定める内容の支援(営農を開始した年の4月１日から２年以内)

・田・畑の耕起及び作物を作付けするためのベットの設置
・その他町長が特に認める作業
	

	せたな町
	せたな町産業担い手育成事業
	新規就農者・集落営農組織
	○　新学卒者､Ｕﾀｰﾝ等就業者助成金100万円（就業時50万円･５年後50万円）
○　新規就業者助成金200万円(新規就業時100万円･５年後100万円)

○　集落営農組織200万円(組織設立時100万円･法人化100万円)

○　農地賃貸助成(経営基盤法による賃貸)５年間交付(150万円以内)

○　固定資産税助成(５年間交付､全額)

○　農業制度資金融資利子補給(５年間交付､3,700万円以内､利子補給率２%以内)
	せたな町役場産業振興課
☎ ：01378-4-5111

	黒松内町
	新規就農者誘致促進事業
	新規就農者(年齢20歳以上65歳未満)
	○　保有合理化等の賃借期間及び経営基盤強化促進法の利用権設定期間のうち５年間の賃借料の１/２以内を助成
○　保有合理化等の賃借期間終了後及び農業経営開始年度から２年以内に取得した経費に対しその額の3.5％以内（300万円を限度）を助成
	黒松内町役場産業課
☎：0136-72-3311(代表)

☎：0136-72-3835(直通)

	
	新規就農者誘致促進事業
	新規就農者予定者（46歳未満）の実習受入農家
	○　受入農家への指導費（１年間のみ独身者（15万円・妻帯者20万円）の助成（受入農家が保険料を除いた額を新規就農予定者に支給
	

	ニセコ町
	元気な担い手育成事業
	町新規就農認定を受けた者
	○　新規就農資金
・資金の使途　就農の開始時に必要となる各種資格の取得費、必要機械器具の取得費、居住拠点の確保費用等
・融資限度額　1,000千円（１回限り）
・金利　無利子
・償還期間　10年以内(据置期間を含む)

・据置期間　５年以内
・償還方法　年賦償還
・償還免除　就農期間５年超過後
○　農業者育英資金
・資金の使途　指定された教育機関における修学に必要な授業料、教材費、調査研究費等
・融資限度額　300千円／年（最大４年間)

・金利　無利子
・償還期間　10年以内（据置期間含む）
・据置期間　７年以内
・償還方法　年賦償還
・償還免除　卒業後の就農期間３年超過後
	ニセコ町役場
農政課農業推進係
☎ ：0136-44-2121

	真狩村
	新規就農者就農円滑化支援事業
	新規就農者
	○　就農開始年度から２ヵ年、経営費等に対する助成を行い、新規就農者の円滑な就農を図る。（30万円／年）
	産業課農林係
☎ ：0136-45-2121

	共和町
	後継者育成事業
	新規就農者
	○　新規就農者に対し、10万円助成
	農業開発センター

☎ ：0135-74-3925

	仁木町
	農業担い手育成事業
	新規参入者（46歳未満）
	○　就農計画を認定し、農地を新たに取得して1年経過後に60万円を支給
	仁木町農政課農政係
☎ ：0135-32-2515

	
	
	農業後継者（新規学卒、Ｕターン者等46歳未満）
	○　就農計画を認定し、５年経過後に20万円を支給
	

	
	余市町新規就農者農業研修家賃助成事業
	新規就農希望者
	○　新規就農者の円滑な研修を支援するため、家賃の２分の１以内、月額7,000円を限度とし家賃の助成を行う。
	

	岩見沢市
	新規就農支援事業
	⑴岩見沢市内に居住し、農業経営によって自立しようとする意欲と能力を有すること。
⑵北海道就農計画認定制度実施要領（平
成７年北海道農改第

1078号）に基づく就農計画を作成し、知事の認定を受けること。

⑶原則２年以上の実践的農業研修を受けること。
⑷経営開始年齢がおおむね22歳以上45歳未満であること。
	○　営農開始時における農用地取得

  取得価格の20パーセント以内又は150万円を限度として、いずれか低い額。ただし、岩見沢市農業委員会のあっせんに基づき農用地を取得した場合に限る。
○　営農開始時における農用地の賃貸借

  ５年間に係る小作料の50パーセント以内又は100万円を限度として、いずれか低い額
○　営農開始時において取得した農用地及び農業の用に供する施設に課される公租公課の負担

  最初に到来する固定資産税の賦課期日が属する年以降３年間の税相当額
○　就農生活の拠点となる住宅の確保

  住宅の新築、購入（中古住宅を含む。）又は増改築費の50パーセント以内又は50万円を限度として、いずれか低い額。ただし、営農開始から5年以内の新築等に限る。
○　機械施設の導入、農地確保その他経営の確立及び改善のための資金借入れ

  営農開始から5年以内に岩見沢市農業活性化資金を借入れた場合、その利子額に相当する額を利子補給する。ただし、利子補給期間は、5年以内とする。
	岩見沢市役所農政部

農務課農業経営係
☎ ：0126-23-4111

	三笠市

	新規就農者等誘致特別対策事業（実践研修奨励金）
	就農計画の認定を受け、市内において農業研修を行い、借家等に居住し、家賃を支払っている就農研修生。
	○　家賃の２分の１以内（月額１万円を限度とする。）【２年以内】
	三笠市役所
農林課農林係
☎ ：01267-2-3996



	
	
	就農計画の認定を受け、就農に対して必要な知識の習得のために研修を受ける就農研修生及び農業後継者。
	○　北海道農業大学校の研修費用（５万円を限度とする、交通費を除く）【就農研修生は２年以内、農業後継者は３年以内】
	

	
	新規就農者等誘致特別対策事業（後継者育成奨励金）
	就農計画の認定を受け、就農に必要な知識の習得のために実践的な研修教育を行っている専修学校又は各種学校の農業関係学科、大学の農学部（短期大学の農業関係学科を含む）等の教育機関に進学する農業後継者。
	○　進学に係る経費の２分の１以内（100万円を限度とする。）
	

	
	新規就農者等誘致特別対策事業（経営安定奨励金）
	就農計画の認定を受け、市内において就農したと認められ、経営開始時に農地・農業用機械設備を取得した又は２年以内に市内で住居を取得した新規就農者。（農地の取得は原則２ha以上）
	○　取得額の２分の１以内（100万円を限度とする。）【いずれか取得時１回限り】
	

	
	
	就農計画の認定を受け、市内において就農したと認められ、経営開始時に農地の利用権設定を行った新規就農者。（利用権設定は原則２ha以上）
	○　農用地の賃借料の２分の１以内（５年以内、年額20万円を限度とする。）上記取得奨励金と重複はできない。
	

	砂川市
	砂川市新規就農者支援事業
	（対象者）

・おおむね20歳以上65歳未満の農業以外の職等にある者で、本市に居住して農業経営によって自立しようとする者

・第７条に規定する実践的農業研修を受けている者又は認定後直ちに研修を開始する者

（要件）

・北海道就農計画認定制度実施要領に定める就農計画の認定を受けていること。

・就農時における農業経営の目標が、就農５年後において農業経営基盤強化促進法(昭和55年法律第65号)に基づき策定された砂川市農業経営委基盤強化促進法に定める農業経営の基本指標における目標水準の5割以上であること。
	○　農業経営基盤強化促進法に基づき農用地の利用権を設定した場合、就農した日から５年刊農地の年間賃借料の２分の１以内、５万円を限度に助成金を交付する。

○　就農した日から３年以内に農業経営に必要な農業用機械、施設又は資材の購入に要する経費に対し100分の30以内、90万円を限度に助成金を交付する。
	農政課農政係
☎ ：0125-54-2121(代)
（内線249）

	長沼町
	長沼町新規参入農業者誘致等特別対策事業
	・新規参入農業者（22歳以上45歳未満）　　　　　　　　　　　　　　　　
・新学卒者

・Uターン者（22歳以上45歳未満）
	○　営農技術の習得及び農業経営、農家生活の改善、向上等に必要な道内又は道外研修を行う場合、研修に係る費用の一部として10万円以内を係る経費の範囲内において助成。 

○　おおむね５年以内に、本町において新たに就農を希望している者で、就農に必要な知識や技術の習得に意欲的であると認められるものが、実践的農業研修を希望する場合、農閑期間のうち４月を限度に１月当たり10万円を、当該研修生に研修生活維持助成金として交付。また、居住場所の使用料を24月を限度に１月当たり1万5,000円以内を、当該研修生に居住研修助成金として交付。
	長沼町産業振興課農政係

☎ ：0123-88-2111

	
	長沼町新規参入農業者誘致等特別対策事業
	受入指導農家
	○　実践的農業研修に係る受入農家に対し、生産技術等に係る指導謝金を研修生１人につき、通算しておおむね120日以上研修を行った場合、360日を限度として、30日当たり10万円以内を通算研修期間に応じて支給する。
	

	月形町
	月形町新規就農者経営開始資金貸付基金
	認定就農者で認定農業者である者
	○　次の資産、施設等を取得する者に500万円を上限に貸付

貸付対象…農地、農業用施設、農業用機械、家畜

貸付条件…利率～無利子、貸付期間～10年以内（うち据置３年以内）
	月形町産業課農政係

☎ ：0126-53-2322

	
	月形町新規就農者等誘致促進事業
	認定就農者で認定農業者である者で１年以上３年以内の期間で農業実習を受ける者
	○　農業実習を開始して３年以内に就農に必要な研修に要する費用として20万円以内を交付

○　農用地の利用権を設定した場合は、１年分の賃借料又は50万円を超えない範囲内のいずれか低い額を交付

○　就農から３年以内に次の農業用施設等を取得した場合は、取得価格の25％以内又は250万円を超えない範囲内のいずれか低い額を交付

助成対象…農業用倉庫及び保冷庫、トラクター及び付属備品、ハウス資材及び付属備品、農業用管理に使用する除雪機

○　就農した日から５年以内に住宅の新築及び住宅を増改築する場合は、事業費の50％以内又は70万円を超えない範囲内のいずれか低い額を交付
	

	妹背牛町
	新規学卒等就農記念贈呈事業
	新規学卒者等
	○　新規学卒者等の就農に対し、50,000円の積立式通帳を贈呈する。
	妹背牛町農業振興推進協議会（町農政課内）

☎ ：0164-32-2411

	
	農業研修生受入事業
	受入指導農家
	○　指導助成

○　滞在助成
	

	北竜町
	北竜町新規就農者誘致特別措置条例
	新規就農者

（農業に２年以上就労した経験が無く、心身共に健康で原則として経営責任者の年齢が22歳以上45歳未満の者）
	○　農業経営基盤強化促進法により、農地の貸借期間の内、５年間に係る賃貸料の１/５を交付する。

○　農用地等を取得するため最初に借乳した制度資金に対し、１/10の額（250万円限度）を交付する。

○　制度資金の借入額（２千万円限度）の利率3.5％を超える部分を５年間交付する。

○　農用地取得後、最初に賦課された固定資産税の額を限度として3年間交付する。

○　住居用住宅の修繕増改築助成金１/５の額（250万円限度）を交付する。
	北竜町役場

産業課農業担い手係
☎ ：0164-34-2111

（内線243、245）

	旭川市
	新規就農者経営継承推進事業
	新規就農者（市が認定した認定就農者）
	○　農用地、農業用施設・機械、設備の賃借料の30％以内を30万円限度に3年間補助
	旭川市農政部農政課

☎ ：0166-25-7417

	
	新規就農者経営継承推進事業
	受入指導農家
	○　新規就農希望者の研修指導に対し助成（２年以内、ただし、財団法人北海道農業開発公社北海道農業担い手育成センターの助成額を除く）
	

	
	農業経営強化資金融資事業
	新規就農者（市が認定した認定）
	○　農地の取得及び造成等のために融資取扱機関から借り入れた資金について利子助成を行う。
	

	士別市
	就農研修期間助成
	就農研修者
	○　研修期間１年に対して６ヶ月以内につき、単身者８万円、世帯者10万円を助成する。（但し、担い手育成センター資金借入者、親元での研修者は除く。）
	士別市農業振興課農政担当

☎ ：0165-23-3121

	
	新規就農者等経営規模拡大支援助成
	・新規就農者

・新規就農者を後継とする農業者

・新規就農者・新規参入者を構成員とする農業生産法人
	○　就農した年度から10年度以内に農用地の集積を行った場合に、５年を限度として助成。

1．５年以上の契約に基づく農用地賃借料の１/２以内の額。

2．制度資金利子の内自己負担の１/２以内の額。
	

	
	新規就農者等経営規模拡大支援助成
	新規参入者
	○　就農した年度から10年度以内に農用地の集積を行った場合に、10年を限度として助成。

1.５年以上の契約に基づく農用地賃借料の30万円までは全額とそれを超える賃借料の１/２以内の額。

2．制度資金利子の内、自己負担30万円までは全額とそれを超える金額の１/２以内の額を助成。
	

	
	研修者受入農家指導助成
	研修受入農家、農業生産法人等
	○　研修生1人につき12ヶ月以内で月額３万円を助成する。（但し、北海道農業担い手育成センターから助成を受ける期間を除く。）
	

	
	農業者研修等の助成
	・農業者

・農業後継者及びその配偶者

・就農研修者
	○　農業研修及び研究会等の実施及び参加に対する助成で、新規就農の場合は３年以内で1回に限り20万円を限度に全額助成する。

1．農業研修に関する費用で1/2以内。

2．研究会等での経費の１/２以内で10万円を限度とし助成。
	

	士別市
	新規参入者経営安定化助成（固定資産税相当額助成）
	新規参入者
	○　就農したときから５年以内に農業生産に係る不動産を取得、若しくは、所有権取得を目的とした賃貸契約を締結した者に対して、固定資産税相当額の１/２以内の額を５年以内で助成。
	士別市農業振興課農政担当

☎ ：0165-23-3121

	
	新規参入者経営安定化助成（農業機械リース助成）
	新規参入者
	○　就農したときから10年以内に農業用期間の賃貸契約を行った場合、リース料の10％以内の額を５年以内で助成。ただし、他団体から補助を受けている場合は、控除した個人負担に対して、助成額を計上する。
	

	名寄市
	営農実習助成金
	新規就農予定者
	○　農業技術や農村生活取得に関する研修等に要する経費。

１名当たり年額10万円以内。期間は２年以内
	名寄市経済部農務課農政係

☎ ：01655-3-2511

	
	営農指導助成金
	新規就農予定者の受入農家又は指導機関
	○　新規就農予定者に対し、生産技術、経営管理能力や農家生活等の指導に要する経費。１名当たり月額５万円以内。期間は２年以内。ただし、営農実習期間とし、(社)北海道農業担い手育成センターの助成期間を除く
	

	
	経営準備支援助成金
	・新規就農者

・独立就農者

（協同経営体の構成員を含む）
	○　経営開始時、就農準備や経営に係る運転資金等に要する経費。１名当たり月額10万円以内期間は２年以内
	

	
	経営自立安定補助金
	・新規就農者

・独立就農者

・共同経営体
	○　経営開始時から３年以内に規則に定める事業で賃貸借により賃借した農用地等の賃借料。年間賃借料の１/２。期間は借入年から５年間

	

	
	
	
	○　経営開始時から５年以内に規則に定める事業で取得した農用地等に係る固定資産税相当額。補助等の基準は固定資産税相当額。期間は賦課年から３年間
	

	
	
	
	○　経営開始時から農用地等の取得においては３年以内又は農地保有合理化事業等においては５年以内に規則に定める事業で借り入れた農業関係制度資金の借入金。借入金の４/100。補助対象となる借入金の限度額

・個人5,000万円

・共同経営体8,000万円

期間は借入年から５年間
	

	
	農用地取得借入金償還利子補給金
	・新規就農者

・独立就農者

・共同経営体
	○　経営開始時から農用地等の取得において3年以内又は農地保有合理化事業等において5年以内に規則に定める事業で借り入れた農業関係制度資金の借入金償還利子。借入利率の1.0パーセント以内。この場合において、利子補給金を受ける者が負担する利率は1.0パーセントを下回らないものとする。

補助対象となる借入金の限度額

・個人5,000万円

・共同経営体8,000万円

期間は償還年から７年間
	

	富良野市
	産業研修センター研修生住宅
	新規就農研修生
	○　新規就農予定者に研修期間中の住宅の提供
	富良野市役所経済部農林課

☎ ：0167-39-2309

	鷹栖町
	新規就農者確保対策事業
	18歳以上40歳未満の新規参入者又は農家後継者
	1.　新規就農者認定者に奨励金として20万円／年を３年間助成

（ただし就農支援期間終了後２年に満たない場合には返還）

2.　上記認定者の経営に必要な資格取得経費に対し１/４以内を助成（就農支援期間中）

3.　上記認定者の道立農業大学校が行う研修経費に対し８/10以内を助成（就農支援期間中）

4.　上記認定者の規模拡大による機械施設等の購入に伴う10年以内の融資で、融資期間の半数以内当該年償還金の1/2以内を助成
	鷹栖町役場農政課農業振興係

☎ ：0166-87-2111

	鷹栖町
	新規就農者確保対策事業
	受入農家
	5.　上記認定者の農業研修（６ヵ月以上の雇用）に対し助成
	鷹栖町役場農政課農業振興係

☎ ：0166-87-2111

	
	
	農業生産法人
	6.　研修生が３年以内に農業経営に参画することを条件に、農業生産法人で行う実習研修に対し助成
	

	比布町
	新規就農者参入支援事業
	新規就農者

15歳以上46歳未満
	○　実践的事前農業研修

営農技術の習得及び指導に対する経費を補助

・期間：1ヶ月以上２年未満

・研修者・受入農業者それぞれに100,000/月を限度に補助

○　居住支援

家賃又は室使用料を補助

・期間：２年を限度

・家賃又は室使用料の１/２以内、但し15,000円/月程度

○　営農準備資金利子補助

農業経営に必要な農用地又は機械、施設を導入するため、借入れた資金に対して利子補助

・借入限度額：3,500万円

・貸付利率の1.5%を５年間補助
	比布町役場産業振興課農政係

（比布町農業協同組合内　農業対策室）

☎ ：0166-85-4011

	上川町
	新規就農者誘致特別措置奨励金事業
	農業で生計を立てるために就農する者で、概ね23歳以上45歳未満の者。また本町農業者の子弟で新規学卒者及びＵターン等により新たに担い手として農業に就農する者
	○　新規就農に、営農資金として原則１年間１世帯につき月額10万円の奨励金を交付

○　農地保有合理化事業等の貸付期間又は農業経営基盤強化事業による農用地の利用権設定期間のうち５年間に係る賃借料の１/２を限度として奨励金を交付

○　制度資金の１/５を限度とし経営自立安定補助金を交付

○　新規就農し、住宅以外に最初に取得した施設等の固定資産税額を限度として３年間奨励金を交付

○　住居用中古住宅の取得及び住宅の一部改修するために要する費用に対して総費用の１/３を限度として補助金を交付（200万円を限度［経営開始から３年以内］）

○　農業後継者に、就農経費として原則１年間１世帯につき月額５万円を奨励金として交付
	上川町産業経済課 農林水産グループ

☎ ：01658-2-1211

	東川町
	新規就農奨励事業
	新規就農者
	○　新規就農者が実施した就農研修に対し30万円/人を上限とし10/10を支給（就農が５年に満たない場合は返還）
	JA 東川 営農指導課 ☎ ：0166-82-2124

	美瑛町
	担い手総合推進事業
	46歳未満の新規参入者
	○　就農時に200万円を助成

○　就農時に500万円を限度として貸付（無利子）
	美瑛町農業支援センター

☎ ：0166-92-7400

	
	
	農業後継者（Ｕ・Ｉターンを含む）及びその後継者
	○　美瑛町農業支援センター運営協議会が定めた研修を受講した対象者に、25万円を上限に研修奨励金を交付
	

	美瑛町
	担い手総合推進事業
	受入指導農家
	○　経費の一部を助成
	美瑛町農業支援センター

☎ ：0166-92-7400

	上富良野町
	上富良野町新規就農者誘致等特別対策事業
	新規就農者

(経営責任者の年齢が22歳以上45歳未満の者で配偶者又は60歳未満の同居の親族と共に農業に従事する者)
	○　１世帯当たり１年間に限り月額10万円以内の奨励金を交付

○　農地保有合理化事業による賃借期間又は農業経営基盤強化法による農用地の利用権設定期間の内５年以内の1/2の額交付

○　農業関係制度資金2,000万円を限度として、その利息に対して経営開始の初年度から５年間に限り利子補給

○　農用地等を自己資金して取得した場合に固定資産税の相当額を３年間交付
	上富良野町役場産業振興課

農業振興班

☎ ：0167-45-6984

	
	
	受入指導農家
	○　新規就農予定者の農業研修(１ヶ月以上２年未満)の受入農家に対し指導研修費を交付農業実習受入農家に対し、営農指導費として、指導期間中、月額10万以内の助成
	

	中富良野町
	新卒等就農者補助事業
	新卒等就農者

（本町において農業経営を営む者の農業後継者として農業に従事する者で満45歳未満の者）
	○　農業研修の結果をまとめ発表することを条件に、年20万円を２ヶ年支給

研修１年目：青年農業者意見発表（アグリメッセージ）

研修２年目：プロジェクト発表
	中富良野町農業委員会

☎ ：0167-44-2227

	占冠村
	占冠村新規就農者等支援対策事業
	新規就農者・新学卒者・Ｕターン者他
	○　経済支援対策

・固定資産税相当額の1/2、100,000円限度で３年間支援

・借入金16,000,000円を限度に利息3.0%を３年間利子補給

・農家住宅・新築500,000円、改築300,000円を限度に補助（40歳以下）

○　新規就農者等支援対策

・農業従事継続５年間で奨励金100,000円を交付

・実習費１人月額30,000円を助成・受入農家は月額20,000円を助成（３年間）

・農作業機械購入1/2若しくは500,000円限度で補助（初回のみ）

・借入金１回に限り2,000,000円を限度に５年間全額利子補給

○　その他支援対策

・土地取得経費に係る補助

・研修費用の助成
	占冠村役場経済課産業グループ
☎ ：0167-56-2174

	和寒町
	新規就農対策事業
	新規参入就農者

農外から農地の取得等により新たに農業を開始する20歳～45歳の者。
	○　就農後１年を経過した者に対して就農奨励補助金100万円（上限）を交付

○　就農後10年以内を限度として農地保有合理化事業又は農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用権設定期間の内５年間に係る年賃貸料の1/2の額補助

○　農用地の購入に対して田15,000円/10a、畑5,000円/10aの補助

○　農用地に対し固定資産税が賦課された場合その翌年度から３年間の補助（いづれも８年以内に離農した場合は返還となる。）
	和寒町産業振興課農政係

☎ ：0165-32-2421

	
	
	○新規学卒就農者

農業経営者の後継者で高校・大学を修了後農業に従事した18歳～45歳の者。

○Uターン就農者

農業経営の後継者で他産業から新たに農業を開始する18歳～45歳の者。
	○　就農後１年を経過した者に対して就農奨励補助金50万円（上限）を交付（８年以内に離農した場合は返還となる。）
	

	和寒町
	新規就農対策事業
	受入農家支援
	○　新規参入農業研修者を受け入れる農家に対し２年を越えない範囲で研修生一人につき30,000円/月を補助（11月～３月までの冬期間と北海道新規参入者就農促進支援事業対象分は除く。）
	和寒町産業振興課農政係

☎ ：0165-32-2421

	下川町
	新規就農予定者支援事業
	配偶者または共に農業経営を行おうとする者で20歳以上55歳未満の者。
	1.　研修旅費補助

　農業技術習得のための研修等参加に対し、旅費、参加費、資料代等を年額10万円以内で補助する。

2.　実習原材料補助

　営農技術に必要な原材料費を年額10万円以内で補助する。

※１及び２とも新規就農予定者認定を受けた年から２年以内。
	下川町農務課

☎ ：01655-4-2511

	
	新規就農予定者貸付金
	
	1.　新規就農予定者貸付金

　原則２年を限度に月額20万円以内を無利子で貸し付ける。ただし、就農後において農業経営を5年間継続した場合は免除規定あり。
	

	
	新規就農者支援事業
	一定期間農業技術等を習得し農業経営を開始する者で20歳以上55歳未満の者。
	1.　農地等賃貸料補助

　事業機関が行う事業により農地、農業用施設等の賃貸借契約を締結した場合の賃借料を1/2以内で補助する。

2.　農業制度資金等補助

　事業機関が融資する農地、農業用施設等取得のため借り入れた資金を1/5以内（上限1,000万円）で補助する。

3.　固定資産税補助

　農業経営開始当初の農地、農業用施設に固定資産税が賦課された場合の相当額を補助する。

4.　生活環境整備補助

　生活、住宅環境の整備を行った場合の費用の1/2以内(上限50万円)を補助する。

※1､2､4については新規就農者認定を受けた年から5年以内。

※3については、発生した時点から3年以内。
	

	
	新規後継者支援事業
	自家の農業を継承するため新たに農業を従事した者で18歳以上55歳未満の者。
	1.　研修旅費補助

　農業技術習得のための研修等参加に対し、旅費、参加費、資料代等を年額10万円以内で補助する。

2.　生活環境整備補助

　生活、住宅環境の整備を行った場合の費用の1/2以内(上限50万円)を補助する。

※1及び2とも新規就農後継者認定を受けた年から５年以内。
	

	美深町
	美深町新規就農者等に関する条例
	新規就農予定者及び新規就農者
	○　営農実習に対し助成（６ヶ月以上２年未満）月額20万円以内

○　農地保有合理化事業及び農場リース事業及び農業経営基盤強化推進事業に係る農用地等の賃貸料の1/2の額を補助

○　農用地の取得及び家畜導入に係る農業制度資金の借入金（５千万円限度）の４％の額を５年間補助

○　農用地等の取得に係る農業制度資金の借入金（個人５千万円、法人８千万円を限度）の利子の１％の部分を７年間利子補給

○　農用地等の取得に係る固定資産税の相当額を３年間交付

○　住宅環境整備を行った場合に係る費用の2/1を補助（上限50万円、就農した年から５年以内）
	美深町役場

産業施設課農業グループ

☎ ：01656-2-1641
（直通）

	美深町
	美深町新規就農者等に関する条例
	受入指導農家
	○　営農指導に対し助成（６ヶ月以上２年未満）
	美深町役場

産業施設課農業グループ

☎ ：01656-2-1641
（直通）

	中川町
	新規就農者誘致事業
	新規就農者
	○　経営自立安定補助

　　農場譲渡の制度資金借入に対して借入金の1/5を１千万円を上限として5年間均等助成及び利息の５割を７年間利子補給する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　○　リース料助成

　農場リース期間中のリース料の1/2を助成

○　固定資産税奨励金

　農場譲渡から３年間、固定資産税相当額を奨励金として交付する。　　　　
	中川町役場経済課産業振興室

☎ ：01656-7-2811

	小平町
	新規就農者招致特別措置事業
	新規就農予定者
	○　新規就農予定者に対し、営農実習費を助成
	小平町農業委員会
農地係
☎ ：0164-56-2111

（内線258、259）

	
	新規就農者招致特別措置事業
	新規就農者
	○　農業経営基盤強化促進法により、農用地及び農業施設の貸借契約を締結している期間のうち、５年間賃貸料の２分の１を奨励金として交付する。

○　農用地等を取得後、最初に賦課された各々の固定資産税の額を限度として３年間奨励金を交付する。

○　農業関係制度資金を借入れた場合、その利子の２分の１以内を５年間利子補給金として交付する。ただし、借入額のうち35,000千円を限度とする。

○　１世帯当り１年間に限り、月額100千円を経営自立安定補助金として交付する。

○　居住地の修繕、増築、改築等にかかる費用の10分の１の額を限度として助成金を交付する。ただし、助成金の限度額は2,000千円とし、助成対象期間は就農後５年間以内で、１回限りとする。
	

	初山別村
	新規就農者支援事業
	体験実習(30日以上60日以内)
	○　実習に対し１日３千円を補助（フアームステイは２千円)

○　傷害共済助成～自己負担分の1/2以内を助成

○　指導農業者報償金～１日1,500円　（フアームステイは３千円)
	初山別村経済課農林畜産係

☎ ：0164－67－2211

FAX：67－2298

	
	
	就農研修（24月以内)
	○　研修支援金～単身者:月額10万円以内・親族と同居有:15万円

○　研修旅費支援金～自己負担の1/2以内（20万円限度)

○　傷害共済助成～自己負担の1/2以内を助成　　　　　

○　住宅料支援金～自己負担の1/2以内（１月１万円限度)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　指導農業者報償金～１月５万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※独立就農者（農業者子弟・Uターン者は､別途規定有り)
	

	
	
	自立補助
	○　農用地賃借料補助～1/2を補助（５年間)

○　制度資金償還補助～元金１,000万円を上限として1/5を補助（５年間)

○　農業に係る固定資産税納付相当額の1/2補助（５年間)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※研修後､２年以内に経営開始
	

	遠別町
	新規就農者誘致特別措置事業
	就農研修者及び新規就農者並びに農業後継者

（新規参入者については概ね40歳以下、農業後継者については35歳未満）
	○　営農支援金（無利子、償還期間10年以内うち据置期間10年以内。就農後10年間営農を継続している場合は償還免除)

・営農研修支援金を単身者:月額10万円以内・配偶者有り:15万円以内親元から通う者については、単身者：月額３万円以内・配偶者有：５万円で２年以内貸付。研修旅費：10万円を限度に補助

・営農準備支援金を新たに営農を開始若しくは就農して２年目に、新規参入者については300万円以内、農業後継者にあっては100万円以内貸付。

○　経営安定の支援

・営農開始５年以内に取得した農用地及び農業用施設に係る固定資産税相当額を補助（５ヵ年）

・借り入れした農用地及び農業用施設の賃貸料を補助（５ヵ年）
	遠別町経済課農林係

☎ ：01632-7-2111

	
	
	受入指導農家
	○　研修指導に対し、研修生１名につき日額２千円助成(１ヶ月５万円上限、２年以内)
	

	天塩町
	天塩町新規就農者対策事業
	新規就農研修者
	○　新規就農者に対し次の補助金を交付する。就農時500万円、賃借料150万円（年間30万円限度５年間）、固定資産税150万円（年間30万円限度５年間）

○　農業経営に必要で借入した制度資金(５千万円を限度)に対して､その利息の2/3(町1/3､農協1/3)の範囲内で５年間利子補給
	天塩町農業後継者対策協議会

（事務局：天塩町経済課）

☎ ：01632-2-1001

FAX：01632-2-2659

メール：
yakuba@teshiotown.com

	
	
	受入指導農家
	○　短期農業体験者を受け入れた場合、１日4,000円の謝礼を支給

　※短期農業体験者とは、新規就農を希望する方のうち農業未経験者のこと。天塩町では短期農業体験者に対し、１週間程度農業を体験したいただいた上で、新規就農申込むことができるとしている。
	

	稚内市
	新規就農者支援事業
	新規農業経営者

（55歳以下で実践的な農業実習を1年以上経験している者）
	○　農業経営開始時における農用地等の年間賃借料の1/2の額を賃貸借契約の締結時から5年間補助

○　農業開始時点から1年以内に取得した農用地等に賦課される固定資産税相当額を賦課された年から３年間補助

○　経営開始奨励金として100万円を支給
	稚内市役所農政課

☎ ：0162-23-6471

	浜頓別町
	浜頓別町新規就農支援事業
	町長の認定を受けた新規就農者
	〇　経営開始時における農用地等の年間賃借料の1/2の額を賃貸借契約の締結時から５年間補助（ただし年間の補助金上限は100万円）

〇　農業経営開始後最初に取得した農用地等に課税される固定資産税相当額を農用地等に固定資産税が課税された年から３年間補助
	浜頓別町役場産業振興課農業振興係
☎ ：01634-2-2345

	枝幸町
	新規就農者誘致特別措置条例
	
	○　実践的農業研修を終了したもので、町長が農業経営基盤強化促進基本構想指標を達成すると認めたものに対し、個人経営で5,000千円、共同経営10,000千円を限度として交付（５年間で均等に交付）
	枝幸町役場

農林課農政係
☎ ：0163-62-1359

	北見市
	新規参入就農支援事業
	就農計画の認定を受け、２年間の研修を終え、北見市内で就農する者
	○　経営を開始したときから毎月５万円を支給。24ヶ月限度。
	農政課農政担当
☎ ：0157-25-1142

	北見市
	経営開始農地借り上支援事業
	就農計画の認定を受け、2年間の研修を終え、北見市内で就農する者
	○　経営開始に伴い、既存制度又は単独で借りた農地の借り上げ料の２分の１を年間20万円を限度に、５年間補助。
	農政課農政担当
☎ ：0157-25-1142

	
	経営開始農業施設借り上支援事業
	
	○　経営開始に伴い、既存制度又は単独で借りた農業機械・施設等に対し借り上げ料の２分の１を年間20万円を限度に、５年間補助。
	

	
	新規就農研修事業
	新規就農者で就農後２年以内の者
	○　助成の対象経費は航空費、鉄道費、宿泊料、調査費、研修費（教材等の購入及び受講料）等に対し１人につき10万円限度に補助。
	

	網走市
	網走市新規農業参入者支援事業
	・本市に定住して農業経営によって自立しようとする意欲のある者

・北海道知事より就農計画の認定を受けた　

　者

・18歳以上45歳未満の者
	○　経営開始から５年以内に借り入れた、農業制度資金の転貸融資に関し借受者が負担する債務保証料

○　経営開始から５年以内に取得した農地等に係る固定資産相当額（５カ年間）
	網走市経済部農政課農業企画係

☎ ：0152-44-6111
（246）

	紋別市
	新規就農者研修奨励事業
	就農研修者
	○　農業経営に必要とされる技術及び見識等の全般に係る習得に要する経費として月額６万円、２年以内を限度として新規就農予定者に対して助成。ただし、研修後、５年間は就農することを条件。
	ＪＡオホーツクはまなす営農相談課

☎ ：0158-23-5213

	
	新規就農者研修受入事業
	受入指導農家
	○　上記の新規就農予定者の農業研修受入農家に対し、月額５万円、２年以内を限度として助成。
	

	
	新規就農者研修受入事業
	新規就農者
	○　農地保有合理化事業及び農場リース円滑化事業により、農業用施設の借上料、乳牛導入に係る管理料、経営安定対策資金利子助成地元負担分の貸借契約を締結している期間のうち、５年間の賃借料の1/2を限度として助成。ただし、補助金交付終了後、5年間は就農することを条件とする。
	

	美幌町
	農業研修補助金
	新規就農者
	○　新規就農予定者の農業研修期間内(６ヶ月以上３年以内)で月額15万円を補助(ただし、道担い手育成センターが実施する就農研修資金300万円借受後)
	美幌町役場
美幌みらい農業センター
☎ ：0152-75-2324

	
	就農奨励補助金
	
	○　新規就農者等が農業経営開始時に必要となる費用に対し就農時に300万円(法人へ出資し構成員となる場合は50万円)を補助
	

	
	農用地等賃借料補助金
	
	○　各種制度事業により賃貸借した農用地等の賃借料の1/2を補助（賃借年から10年以内）
	

	
	経営安定補助金
	
	○　経営開始から１年以内又は各種制度事業により賃借し、後に取得した農用地等の固定資産税相当額を補助（賦課年から５年間）
	

	
	農用地等取得補助金
	
	○　経営開始から１年以内又は各種制度事業により賃借し、後に農用地等取得に要した農業関係制度資金借入額の1/3を補助(個人1,000万円､法人 1,500万円を限度)
	

	
	農用地等取得資金償還金利子補給費補助金
	
	○　経営開始から１年以内又は各種制度事業により賃借し、後に農用地等取得に要した農業関係制度資金金利全額を補助(個人5,000万円､法人 7,500万円を限度)（償還年から５年間）
	

	
	受入指導農家支援
	
	○　農業研修生受入農家に対する営農指導補助
	

	津別町
	農業新規参入者支援対策事業
	新規参入者
	○　経営開始のため農用地等の購入に要した自己資金及び借入した農業制度資金の1/5以内（500万円を限度）を経営開始年度に限り補助金として交付
○　農地保有合理化事業及び農場リース円滑化事業による農用地等の賃借期間のうち３年以内又は農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用権設定期間の内３年間について、賃借料の1/4を補助金として交付
○　農業制度資金（3,000万円を限度）に対し、2.0%以内を5年間利子補給
○　固定資産税の相当額を補助金として3年間交付

（津別町農業新規参入者誘致条例に基づく）
	津別町役場産業課
農政グループ
☎ ：0152-76-2151

	遠軽町
	新規就農者誘致促進事業
	本町において新たに自立して農業経営を行う者（後継者除く）で、就農時の年齢が20歳以上46歳未満で、配偶者又は18歳以上60歳未満の同居の親族を有する者
	○　就農時に奨励金として180万円を交付
○　農地保有合理化事業又は農業経営基盤強化促進法による利用権設定により経営開始から５年以内に借受けした農用地等の賃借料について、年間賃借料の1/2以内で単年度20万円を限度に、経営開始から10年間助成
	遠軽町役場
農政林務課農政担当
☎ ：0158-42-4819

	
	農業担い手育成総合支援事業
	本町において農業を営もうとする40歳未満の者で、町内で１年以上農業研修を行う者
	○　農業研修生助成金として、２年間を限度に、月額１万円を支給
	

	
	
	上記の農業研修生の受入農家
	○　受入農家助成金として、２年間を限度に、月額１万円を支給
	

	湧別町
	新規就農支援対策事業
	対象者
１．就農研修者及び新規就農者（湧別町農業推進協議会の認定）
要件
１．20歳以上46歳未満
２．既婚（成婚見込み）
３．普通自動車運転免許
４．就農への決意と意欲
５．一定の自己資金
	○　助成金として、事前研修（３ヶ月）期間は単身者:月額10万円、夫婦20万円、基礎（12ヶ月）及び専門（12ヶ月）研修期間は単身者:月額15万円、夫婦25万円を支給

○　作業衣類等の無償提供

○　外部研修負担金として、北海道立農業大学校「Ｕターン・新規参入基礎研修」等の経費を負担

○　経営開始後１年以内に賃借を受けた農用地等の賃借料及び農用地等の取得により借り入れた制度資金の利息について、１年間75万円を限度として4年間補助

○　就農補助金として、経営開始後２年経過後100万円・4年経過後200万円を支給
	湧別町農業推進協議会（事務局：湧別町産業振興課）
☎ ：01586-5-3763

	
	
	対象者
１．受入指導農家（湧別町農業推進協議会の認定）
	○　就農研修に係る労働保険料、傷害共済掛金及び損害保険料を負担
	

	滝上町
	滝上町新規就農者確保対策
	新規就農者
	○　入植奨励金200万円
○　固定資産税相当額を5年間補助
○　農地保有合理化促進事業による農用地賃借料を５年間補助
○　制度資金借入額の１/10（限度額500万円）を補助
	滝上町役場農政課
☎ ：0158-29-2111

	
	
	農業研修者（長期）
	○　研修手当月額23万円
○　赴任に係る交通費、転居経費
○　大型特殊免許取得費及び研修等の参加経費
	

	
	
	受入指導農家
	○　営農指導費として受入期間中補助
	

	興部町
	新規就農者誘致特別措置条例
	新規就農者

心身ともに健康で近代的な農業経営維持管理する能力と経験を有する者で、原則として経営責任者の年齢が概ね23歳から40歳未満の者で配偶者又は18歳から60歳未満の同居の親族を有し、新たに農業経営を行う者、及び概ね20歳から30歳未満の者が3名以上組織により農業経営を行う場合で施設規模及び装備並びに乳牛飼育頭数が、30頭（成牛換算）以上の酪農経営計画を有し、農用地面積が概ね30ha以上確保出来る者。
	○　認定を受けた新規就農者に対し200万円を限度として奨励金を交付する。

○　担い手確保農地保有合理化促進特別事業及び農場リース円滑化事業により農用地及び農業用施設等（以下「農用地」という）の賃貸契約を締結している期間（５年以内、特別な事由がある場合は更に５年以内の延長期間）又は、農用地利用増進法に基づく農用地利用権設定期間の内、５年間に係る賃貸料の２分の１、及び農場譲渡後最初の施設等に対し、固定資産税が賦課された年度から５年間、固定資産税の額を限度として奨励金を交付する。

○　農業経営に必要な農用地及び農業施設等の取得、並びに家畜等を導入するため、借入をした農業関係制度資金（以下「制度資金」という）に対して、その制度資金額の５分の１を限度とし、経営自立安定補助金を交付する。なお、経営自立安定補助金の交付額は1,000万円を限度とする。ただし、前号に掲げる担い手確保農地保有合理化促進特別事業、又は農用地利用増進法により借入した農用地等購入資金、及び経営開始の属する年度から３年以内に借入した家畜導入施設資金に限る。

○　前号に規定する農業経営に必要で借入した制度資金に対して、次に掲げる金額を限度として、その利息に対し、借入の年度から５年間２分の１の範囲で利子補給する。

イ　個人経営　5,000万円
ロ　組織経営　8,000万円
	興部町役場
産業振興課内
興部町農業担い手育成センター
☎ ：0158-82-2131

（内線342番）

	興部町
	新規就農確保対策事業
	新規就農希望者

新規就農を目指し、認定就農者になることが確実な者で概ね25歳から38歳までの既婚者又は将来、結婚を約束している婚約者が居ること。
	○　研修期間は概ね３年間とし、町内の酪農家、関係機関に於いて研修プログラムに沿って、就農に向けての実践作業、酪農技術の取得、営農計画等酪農全般を研修。

○　地域の農業事情を幅広く把握するため、酪農家や農業関連施設等の視察研修、地域農業者、既新規就農者等との情報交換等。

○　研修期間中、研修手当を下記の通り支給する。

　・単身者には月額150,000円

　・夫婦１組には月額240,000円

○　研修期間中の労働災害に対処するため労働災害保険、傷害共済保険に加入する。

　・労働災害保険については、研修先農家が加入する。

  ・傷害共済保険については、興部町農業担い手育成センターが加入する。
	興部町役場
産業振興課内
興部町農業担い手育成センター
☎ ：0158-82-2131

（内線342番）

	
	
	受入指導農家
	○　受入指導農家に対し、研修指導費として研修期間中月額60,000円（１名）を助成する。
	

	雄武町
	新規就農支援対策事業
	新規就農者
（個人経営の場合）
・年齢が23歳以上40歳未満の者で、配偶者または18歳以上60歳未満の同居の親族を有すること。
（共同経営の場合）
・20歳以上30歳未満の共同経営を行う者が３名以上農業経営に参加する者
	○　農地保有合理化事業の貸付期間又は農業経営基盤強化促進法による農用地利用権設定期間の内、５年間の賃借料の1/2の額を交付する。

○　農業制度資金の借入金の1/5（1,000万円限度）を限度に補助する。

○　農用地等の購入及び家畜導入に要した借入金（個人5,000万円、共同8,000万円限度）に対し、3/5の範囲で７年間利子補給する。

○　固定資産税の相当額を３年間交付する。
	産業振興課農務係
☎：0158-84-2121
(内線253)

	
	
	新規就農予定者の農業実習受入農家等
	○　営農指導費及び就労賃金を助成する。
	

	
	
	受入指導農家
	○　農業研修の受入農家に対して、月額２万円を交付
	

	壮瞥町
	壮瞥町新規就農者に対する支援特別措置
	知事の認定を受けた就農認定者、道担い手育成センターの支援措置の適応外の者、壮瞥町就農計画認定制度に基づく就農後継者
	○　就農貸付金：新規就農者で46才以上60才未満の方には、月額８万円を１年間貸し付ける。就農後継者で18才以上46才未満の方には、月額６万５千円以内を１年間貸し付ける。

○　就農助成金：

・土地購入費用
ア　就農から１年に限り50万円
イ　就農時に借りた土地代10万円
アとイはどちらか選択。アは１回のみイは５年間

○　施設設備費用　就農から１年に限り200万円1回のみ

指導農家謝金：受入農家に月額１万円（１年間）支払う。
	壮瞥町役場経済環境課農業振興係
☎ ：0142-66-2121

	安平町
	新規就農者招致育成事業
	新規就農者
	○　新規就農者奨励金及び利子補給金［5年間］

○　経営開始から１年以内に賃借した農用地等の年間賃借料の1/2以内の助成

○　経営開始から３年以内に取得した農用地等の固定資産税相当額の助成

○　経営開始から３年以内に農用地等の取得のため借り入れた農業関係制度資金の借入金利子に対する1．0％以内の利子補給［対象借入金の限度額500万円］
	安平町役場
農林課 新規就農係
☎ ：0145-22-2515

	
	
	受入農業者
農業指導団体
	○　営農指導費助成金

・体験実習生に対して行う生産技術等の指導に対し、日額1,000円を助成［60日以内］

・就農研修生に対して行う生産技術や経営管理等の指導に対し、月額30,000円を助成［２年以内］
	

	
	新規就農定住促進事業
	新規就農者
	○　新規就農定住促進助成金

・町内において、新たに農業経営を開始するものに対し、20万円を助成。［概ね23歳以上～40歳未満の者で５年以上農業に従事することが確約した者に限る。］
	

	むかわ町
	農業講習会の実施
	むかわ町内で農業体験・研修を行う者。
	○　農業の専門的な知識等を身につけるための講習会を実施。（年10回程度予定）
	むかわ町農政課
☎ ：0145-42-2330

	平取町
	新規参入者就農促進対策事業
	就農研修者及び新規就農者
	○　研修支援関係

1.住宅料補助：住宅料の1/2以内(限度額15,000円)

2.特別研修の受講経費補助

　農業機械研修、経営研修の受講経費補助

○　就農支援関係

1.農業施設、機械等に係る経費にたいして、対象事業費

  1,000万円を限度に1/2以内を補助する。(上限500万円)

  1)補助対象期間：就農後２年以内

　2)補助条件

　①栽培ハウス及び付帯設備の整備(中古及び副資材を含む)　

　②農業機械の購入(中古を含む)

　③農地の取得(リース料及び測量費含む)

　④基盤整備に要する経費。
	平取町農業支援センター
☎ ：01457-2-2383

FAX：01457-2-4245

	新冠町
	就農施設等整備費補助
	18歳以上50歳未満の新規就農者でかつ認定農業者である個人
	○　営農に必要とする（農地取得、農業用施設、機械器具の取得及び補改修、住宅取得等）の費用に対し補助率２分の１以内500万円を限度に補助する。但し、新規就農者が認定農業者となり、最初の経営改善計画が満了するまでの間（５年間）に初期投資したものに限る
	新冠町産業課農政グループ

☎ ：0146-47-2110

	
	住宅補助
	18歳以上50歳未満の新規就農者

認定就農者で町内に居住するもの
	○　借家に住みながら先進農家等における研修を受ける場合の住宅料に対し２分の１以内、１ヶ月２万円以内を補助する。
	

	
	教育研修補助
	18歳以上50歳未満の新規就農者

認定就農者でかつ農家子弟でないこと
	○　農業大学校等での研修に必要な受講料、教材費、視察研修費等の費用（旅費は除く）に対し、実費相当額を補助する。但し、道担い手センターの教育研修資金の貸付を受ける場合はその差額とする。
	

	新冠町
	指導研修補助
	受入農家

指導農業士及び準ずる者
	○　先進農家等で実地研修を受ける新規就農者が研修先農家の都合により指導を受けられないことにより、他の指導農業士等の指導を受ける場合、その指導農業士等に対する謝金。

補助基準額日額3,500円（指導者の農場で研修する場合２分の１）

限度額1ヶ月３万５千円
	新冠町産業課農政グループ

☎ ：0146-47-2110

	新ひだか町
	新規就農促進対策事業（就農品目／肉用牛、花卉・野菜の施設園芸）
	新規就農者（農家子弟を除く）、おおむね20歳～50歳未満で同居の親族有、他
	○　賃借農地面積　施設園芸にあっては2ｈａ、肉用牛にあっては、10ｈａを上限に、賃借料の50％以内を5年間助成

○　営農施設整備、農業機械導入、農地取得のための借入制度資金がある場合、自己負担に係る利率の１％又は利息額の50％のいずれか低い額を5年間利子補給（年度限度額50万円）　

○　営農施設、農業機械、農地に係る固定資産税を2年間助成　

○　研修支援（和牛センター、農業実験センターでの就農研修が可能）　

○　就農支援機構（町・農協・普及センター等）による各種相談活動。
	農政課農産グループ
☎ ：0146-33-2111(代)
（内線158、159）

	浦河町
	新規就農促進対策事業
	新規就農者
	○　農業経営に必要な経費の１／２以内を３年間補助（年100万円限度）
	浦河町農林課
☎ ：0146-26-9016

	
	施設園芸ハウス設置費助成事業
	
	○　施設園芸用ハウスの設置等に係る資材費の1/2以内を補助
	

	
	アスパラガス作付奨励事業
	
	○　アスパラガスの苗購入費の2/3以内を補助
	

	
	農業改善促進資金
	
	○　施設整備等に係る経費を融資
（利率１％・個人300万円､団体1,000万円限度）
	

	帯広市
	
	新規参入就農希望者
	○　就農形態別に実習農家の紹介
○　地域で受入協議会が設置された場合には、受入農家への実践研修ほ場借り上げ支援・受入協議会への受入条件整備支援
	帯広市農政部農政課
農政係
☎ ：0155-59-2323

	
	帯広市農林業育成資金貸付事業

新規参入者育成事業
	新規就農者
	○　一定の要件を満たした場合

新規就農者が自立経営を行うために必要な経費として、20,000千円を限度として無利子で貸付
	

	上士幌町
	上士幌町農業担い手育成助成事業
	①新規就農者及び農家子弟にあって独立した経営体を営もうとする者、又は現にしている者

②北海道知事より就農計画の認定を受けており、町内において営農することが確実な者、若しくは現に営農している者

③申請時において町内に居住している者

④上士幌町担い手育成総合支援協議会において承認された者

※上記の条件をすべて満たす者
	○　独立若しくは新規に営農を開始した後、その経営体に対し、１ヶ月あたり８万円を36か月間以内に限り助成。（対象月が15日以内の場合は４万円）
	上士幌町役場

産業課農産担当

☎ ：01564-2-2111
（内線246）

FAX：01564-2-4637

	新得町
	新規就農者支援育成事業
	新規就農者（新得町内において農業実習等を2年以上行い、かつ年齢が概ね45歳未満で、条例に定める経営規模を確保する者）
	○　新規就農一時金の補助

・畑作経営：100万円/年を３年を限度として補助

・肉牛経営：100万円/年を３年を限度として補助

・酪農経営：搾乳牛（初任）10頭を無償譲渡（３年以内にヌレ子を返納することが条件）

・しいたけ経営：50万円/年を２年を限度として補助

○　新規就農支援資金を無利子で貸付け（10年以内償還、うち３年以内据置）

・畑作経営：貸付限度額　500万円

・野菜・しいたけ経営：貸付限度額　300万円

・酪農・肉牛経営：貸付限度額　1,000万　　

　円

○　農地保有合理化促進特別事業及び農場リース事業等から貸付を受けた者に対し、５年間を限度として賃借料の３分の１を補助（年70万円を限度）
	新得町役場農林課
☎ ：0156-64-0522

	清水町
	新規就農者受入特別措置
	新規就農者
	○　農地保有合理化促進特別事業により農用地等の賃貸借契約を締結している期間（５年以内、特別な理由がある場合は更に５年以内の延長期限）、又は農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用設定期間の内、５年間にわたり賃借料の３分の１相当額を限度として奨励金を交付。

○　農業経営を開始する年度に奨励金として100万円を交付する。

○　農業経営を開始する年度（ただし、農地保有合理化促進特別事業の場合は譲渡年度）から５年間、その利率の3．5％を超える部分の２分の１の範囲内で利子補給する。

　イ 個人経営　5,000万円
ロ 共同経営　10,000万円
	清水町産業振興課
☎ ：0156-62-2112

	
	担い手育成事業
	就農研修者等
	○　概ね35歳までの農業後継者で既に就農している者及び新規就農者で就農してから５年以内の者を対象として、既存の各種資金で対応できない事業について、200万円を限度として係る事業費に対し利子補給（無利子）を行う。償還期間は５年以内。
	

	
	
	
	○　公社宿泊施設の利用

　単身者用240円/１泊（寝具等無償貸し出し、洗濯代実費 ３室）

　世帯用　340円/１泊（寝具等無償貸し出し、洗濯代実費 ２室）
	

	芽室町
	新規就農者支援育成事業
	新規就農者

（心身ともに健康で近代的農業経営を維持管理する能力を有し、就農時点で45歳以下で、配偶者又は同居の親族を有する者。）
	○　新規就農者において次の費用がかかる場合、賃貸料にあっては賃貸借のあった年度から５年間、利子補給にあっては資金を借り入れた年度から5年間について町は補助金を交付する。ただし、その合算額が単年度において50万円を超える場合は50万円を限度とする。

・経営開始時から５年以内に賃貸借により賃借した農用地及び農業用施設等の賃貸借の３分の１（最初の賃借年から５年間を限度とする。）

・農業経営に必要な農用地及び農業用施設等の取得並びに家畜等を導入するために、経営開始時から５年以内に借り入れする農業関係制度資金の借入年度から5年間に係る約定償還利息のうち、借入利率0.5％に相当する額
	芽室町産業振興課
☎ ：0155-62-9725

	
	就農研修者受入支援事業
	受入農家

（研修期間７日間以上、㈶北海道農業担い手育成センターの行う実践的農業研修支援事業に該当しないこと。）
	○　研修実施に伴う研修者の食費、作業着代、教材費等の経費に対する滞在補助金は研修者１人につき、１日当たり600円とし、通算研修期間のうち助成対象期間は60日以内とする。ただし、住み込みによる研修を実施した場合の助成対象期間は１年以内とし、60日を超える期間の滞在助成金は１日当たり300円とする。

○　研修による農家生活や生産技術等に係る指導に対する指導補助金は、研修者１人を限度として１日当たり300円とし、通産研修期間のうち助成対象期間は60日以内とする。
	

	中札内村
	新規就農者誘致に関する特別措置条例
	○20歳以上46歳未満の者で配偶者、又は18歳以上60歳未満の同居親族を有する者。

○その他面積要件、頭数要件等あり。
	○　農業経営開始の年度から３年間、年100万円の奨励金を交付する。

○　一定の法律に基づき、農用地等の賃貸契約を締結している機関等に対し、賃貸料を５年間２分の１、奨励金を交付する。

○　農用地等の取得のための制度資金を利用した場合、個人経営に対し、５千万円から２億円までを限度額として、借り入れの年度から５年間、3.5％を超える分、又は１％のいずれか高い額について利子補給する。
	中札内村役場
地域課経済グループ
☎ ：0155-67-2311

	幕別町
	まくべつ農村アカデミー
	新規就農希望者
35才位までの既婚者を基本とします。
（ただし１年間の短期研修を終了したもの）
	○　実践研修（受入農家での農業研修）
○　座学研修（農業経営、技術研修他各種カリキュラム、視察研修）
	財団法人幕別町
農業振興公社
☎ ：0155-57-2711

FAX：0155-57-2716

	
	担い手及び新規就農者育成事業
	新規就農者
	○　経営開始時の農用地等の賃貸料の1/2に相当する額を５年間交付
○　経営開始時に借り入れた制度資金（個人5,000万円・法人8,000万円）の借入利率のうち1.0％以内を５年間利子補給
○　経営開始時に取得した農用地等の固定資産税の相当額を限度として５年間奨励金を交付
	

	豊頃町
	新規就農者奨励金
	新規就農者
	○　次の事業において農用地、農業用施設等の賃借契約を締結する場合は、その期間中、初年度から５年以内に要する賃借料の２分の１の奨励金を交付する。

　・農地保有合理化促進事業

　・長期貸付農地保有合理化促進事業

　・公社営農場リース事業

　・農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定期間

○　農業経営に必要な農用地、農業用施設及び家畜等を取得、導入するために借り入れした農業経営基盤強化資金のうち21世紀農業フロンティア融資事業の対象となった資金について、借入額15,000万円を限度額としてその利子に対し、借入年度から12年間0.8パーセントの利子補給をする。
	豊頃町役場産業課
農政係
☎ ：015-574-2217

	本別町
	新規就農者誘致特別措置事業
	【対象者】

　新たに本別町で農業を始める者

【要件】

・原則として23歳以上40歳未満

・酪農、肉牛経営においては農用地面積が概ね10ha以上確保できること

・畑作、園芸、施設経営においては農用地面積が概ね２ha以上確保できること
	○　経営開始年度から100万円の奨励金を５年間交付

○　経営開始年度から発生する固定資産税相当額を５年間交付
	本別町役場農林課農務担当
☎ ：0156-22-8126

	
	新規参画支援
	新たに本別町で農業を始める者
	○　50万円を５年間支給する
	本別町農業協同組合
☎ ：0156-22-3111

	足寄町
	農業後継者就農育成資金貸付金
	農業後継者
	○　認定後継者の認定を受けた日から５年以内に実施する営農技術及び経営能力等の向上を目的とした研修費・調査研究費・実験資材費及び新規事業等に要する経費として１人当たり200万円以内(5年以内)

(借入後５年間農業に従事している場合100万円を上限償還免除措置あり)
	足寄町役場経済課農業振興室
☎ ：0156-25-2141

	
	営農実習奨励金
	足寄町新規就農者等誘致促進条例に基づき認定した新規就農志向者
	○　就農に必要な生産技術や経営方法等の技術習得のための奨励金として月額15万円支給（２年以内）
	

	
	農業経営開始奨励金
	足寄町新規就農者等誘致促進条例に基づき認定した新規就農者等
	○　農業経営の開始に必要な出資金及び賦課金、積立金、負担金、その他営農及び生活等、農業経営の維持発展に対する奨励金として年額200万円（３年以内）
	

	陸別町
	新農業人育成事業
	陸別町新農業人育成指導委員会及び新農業人認定審査委員会で認められた新規就農を志す者
	○　営農実習奨励金　３年以内

　月額150千円（技術習得奨励金）

○　農業経営開始奨励金　営農開始年のみ

　3,000千円

○　経営自立補助金　５年以内

　・農用地賃借料（年間賃貸料の1/2）

　・営農に係る固定資産税（固定資産税相当額）

　・農業関係制度資金の借入金償還利子（借入金利の1/2以内）
	陸別町役場産業振興課農業振興担当
☎ ：0156-27-2141(代)

	
	
	受入指導農家
	○　営農指導交付金　月額50千円
	

	
	新規就農者の募集
	満18歳以上（随時）
	○　町ホームページにて新規就農者の問い合わせ及び受入対応
	陸別町農林推進協議会（事務局：陸別町役場産業振興課農業振興担当）

	浦幌町
	新規就農者営農促進事業
	新規就農者で次の要件を満たす者

23歳以上50歳未満で個人経営を行う者、若しくはおおむね20歳以上40歳未満の共同経営を行う者が３名以上農業経営に参加する者
	○　農地保有合理化促進特別対策事業により農用地及び農業用施設用地の賃貸借契約を締結している期間（５年以内、特別な事由がある場合は更に５年以内の延長期間）、又は農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定期間のうち、５年間にかかる賃借料の２分の１を限度として奨励金を交付。　　　　　　　　　　　　　　

○　農地及び農業用施設の取得後に課税される固定資産税の相当額を限度として５年間奨励金を交付。

○　農業関係制度資金に対して7,000万円（共同１億円）を限度として、借入年度から12年間末端金利の２分の１を利子補給。
	浦幌町産業課
☎ ：015-576-2181

	釧路市
	新規就農者誘致事業
	心身ともに健康で近代的農業経営を維持管理する能力を有する20歳以上40歳未満の者で配偶者又は18歳以上60歳未満の同居の親族を有し、新たに農業を経営するもので以下に該当するもの。

(1)農業経営基盤強化促進法(昭和55年法律第65号)第12条第1項の認定後1年以内のもの

(2)農業若しくは農業関連業務の経験を2年以上有するもの又は農業実習受入れ農家で同等の研修を受けたもの
	○　新規就農の認定を受けたものに対し、新規就農奨励金100万円を交付する。
	水産農林部農林課

	
	農業振興条例
	新規就農に伴う事業で、農業者又は生産組織が行うもののうち、農業振興上必要と認められるもの。
	○　毎年度予算の範囲内において、その事業に要する費用の10分の８以内の額を貸し付ける。

期間５年以内（１年の据置期間を設けることができる）

貸付利率年５％以内
	水産農林部農林課

	鶴居村
	鶴居村新規就農者対策補助金
	新規就農者
	○　経営安定支援金として、就農年度から２年間、１農場当たり年間100万円以内を交付

○　農地保有合理化事業、農場リース事業等による農用地及び農業用施設等の賃借契約をしている期間、又は農業経営基盤強化促進法に基づく農用地利用権設定期間の内、経営開始後５年間に係る賃貸料の1/2相当額を補助金として交付

○　経営開始の属する年度から５年間に借り入れた農業経営基盤強化資金の利子について、21世紀フロンティア融資事業対象期間の内、借入年度から６年間にわたり、当該年度融資平均残高の0.5％以内の額を利子補給金として交付
	鶴居村役場産業課農政係
☎ ：0154-64-2114

	根室市
	新規就農者確保対策事業
	新規就農者
	○　新規就農者1名に対し、市が150万円以内、農協が150万円以内を補助金として交付
	根室市役所農林課
☎ ：0153-23-6111

	中標津町
	新規就農者対策事業
	新規就農者で以下の要件を備えた者

・農業によって自立しようとする意欲と能力を有すると認められる者。

・概ね40歳未満の者または、年齢を越えるときは後継者が現に農業に従事しているか、近く従事する見込みがあると認められる者がいること。

・農業委員会の斡旋などを受けた者。
	○　次に掲げる事業を実施する場合に300万円以内を補助

・農用地、施設用地等営農に必要な用地の購入。

・乳用牛、肉用牛の家畜の導入。

・トラクター、畜舎等営農用機械並びに施設の購入。

・肥料、飼料等営農用資材の購入。
	中標津町役場
農林課農務係
☎ ：0153-73-3111

	
	農業農村活性化資金
	新規就農者（新規に就農後概ね5年間の者）
	○　新規就農者の生活・経営安定に必要な資金の貸付

・個人800万円を限度とし貸付利率は無利子。

・貸付期間は12年以内。
	

	
	中標津町農協　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規就農者支援事業
	新規就農者
	○　農地保有合理化事業及び公社営農場リース事業によるリース料の25％を助成（３年間、上限300万円）
	

	
	中標津町農協
ルーキーズカレッジ研修会
	就農研修者
	○　２年間の座学研修会の開催

　１年目…基礎研修、２年目…高度研修

　講師に農業試験場研究員、農業改良普及員、獣医師、税理士等を招き、年２週間程度の講義を行う。
	

	標津町
	標津町農業担い手サポート推進事業
	標津町内で新たに農地及び附帯施設等を取得し、または、取得の目的をもって賃貸借を受け営農を開始する者
	○　経営施設等の環境整備、牛舎等の簡易改修、農業用機械・乳用牛の導入等に対し、1/2以内、3,000千円限度に助成（町1,500千円、ＪＡ1,500千円）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　公社営事業等で貸付を受けた農用地、農業用施設の貸付期間中におけるリース料の一部助成。リース料の1/2以内、10,000千円を限度に３カ年において助成（町5,000千円、ＪＡ5,000千円）。

○　固定資産税（営農に関するもの）３カ年全額助成(町単独）。

○　酪農ヘルパー利用料助成（年20日間を限度に研修目的に利用するヘルパー利用料を町・ＪＡ各1/2助成）。
	標津町農林水産課
☎ ：0153-82-2131

	羅臼町
	羅臼町農業担い手サポート推進事業
	新規就農者で

①農業によって自立しようとする意欲と能力を有すると認められた者

②概ね40歳未満の者、又はその年齢を超える時は、後継者が現に農業に従事しているか、将来従事する見込があると認められる者。
	○　羅臼町新規就農者支援事業

○　経営サポート助成事業

上記の事業を行う新規就農者に対し、その事業費に対し標津町農業協同組合が1/2以内を助成する場合に限り、1/2以内を限度に予算の範囲内で補助する。
	水産商工観光課
（農林担当）

☎ ：0153-87-2162

佐藤孝彦

	浜中町
	農地保有合理化事業及び農場リース事業
	新規就農者
	○　貸付期間又は農業経営基盤強化法に基づく農用地の利用権設定期間の内、５年間に係る賃借料の1/2の額を交付

○　固定資産税の相当額を５年間交付

○　経営開始から10年間に借入した農業制度資金の利子に対し、3.5%を超える部分の利息を5年間利子補給
	浜中町役場農林課
☎ ：0153-65-2111



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	青森市
	青森市農業指導センター研修制度
	新規就農者又は農業基礎習得を目指す者
	○　センター施設を活用した作物の講習及び実技研修
○　研修期間：４～８月
○　研修作物：野菜及び花き
	青森市農業指導センター
☎ ：017-754-3596

	弘前市
	新規就農者営農開始支援事業
	本市に居住する認定就農者であること
	○　営農開始時に３年以上の期間の農地賃借契約をする場合の農地の賃借料について、３年間助成する。（限度額あり）
	弘前市農政課
☎ ：0172-82-1635

	藤崎町
	農地あっせん事業
	農業従事者
	○　農地の売買及び貸借等の情報を提供
	☎ ：0172-75-3111

内線　2145、2851

	七戸町
	新規就農希望者受入事業
	新規就農者受入農業者
	○　１ヶ月当り50,000円

　　２ヶ月以上～11ケ月未満
	農林課

☎ ：0176-68-2116

	南部町
	新規学卒就農者支援事業
	15歳以上で学校卒業後、実家の農業経営に加わる者。
	○　月額３万円を３年間支給する。
	農林課

☎ ：0178-84-2111(代)

	
	新規就農後継者支援事業
	他の産業を離職後、実家の農業経営に加わる者。
	
	

	
	
	20歳以上48歳未満の非農家出身で20アール以上の農地を取得し耕作する者。
	
	

	
	新規就農者定住支援事業
	49歳以上65歳未満の転入者で20アール以上の農地を取得し耕作する者。
	○　月額２万円を３年間支給する。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	雫石町
	新規就農支援事業
	概ね50歳以下の者で、雫石町内に居住している者、又はこれから居住しようとする者で、雫石町新規就農支援チーム会議で５年以上農業経営をすると認められる次に掲げる者
１．新規就農者
町内において新規就農し、農業振興の中核となる担い手となるべく農業経営に意欲的に取り組もうとする者
	○　支援内容
・新規就農者が雫石町内に定住し就農する場合は、農地の賃貸借を支援します。
・農地は、関係者が責任をもって紹介します。
○　支援体制
就農にあたっては、雫石町新規就農支援チーム（構成：盛岡農業改良普及センター、新岩手農協雫石中央支所、新岩手農協南部営農経済センター、町土地改良区、社団法人岩手県農業公社 、町農業委員会、町農林課）が全面的に支援します。
（注）雫石町は、平成16年３月24日に国から構造改革特別区域計画の認定を受け、10ａ以上の農地取得で新規就農ができます。（H17.９全国展開）
	〒020-0595

雫石町千刈田5番地1

雫石町農林課
農村環境活性化グループ
☎ ：019-692-2111

(内線236,237)
FAX：019-692-1311

	岩手町
	新規就農支援事業
	岩手町内で従事する新規就農者
	○　農業経営を行うにあたり必要な資材の購入経費に係る金額の２分の１以内の補助。

　但し、上限を３万円とする。


	〒028-4395

岩手町大字五日市大字五日市10-44

岩手町農林環境課

☎ ：0195-62-2111

(内線305,306)
FAX：0195-62-3589

	八幡平市
	新規就農者等支援事業
	独身者は概ね30歳以下の者、既婚者は概ね45歳以下の者。

新規就農体験研修事業以外は、就農時（研修開始時）に八幡平市内に住所を住所を有すること。

新規就農者支援事業及び後継者就農研修は、就農計画書並びに経営計画書を提出し、市長が認定した者で市内に就農することが確実な者
	○　各支援事業の受入人数：毎年若干名。

（認定に当たり、市新規就農支援チーム

よる書類審査・面接）

　栽培作物：ほうれんそう、りんどう

○　新規就農者支援金

　１事業者について市内研修受入農家での

研修期間（必須：１年間限度）を含む３年

間について生活費支援

○　後継者就農研修支援金

　１事業者について自家以外の市内研修受

入農家で研修（１年間限度）を行う期間に

ついて生活費支援

・新規就農者支援金、後継者就農研修資金の支給内容（単位千円・月額）

基本額　①独　身　者　：月額100千円
②夫婦（２人）：月額130千円
加算額：配偶者を除く扶養者１人に付き月額20千円
　家賃助成：市内の借家住まいの場合月額20千円上限とし、家賃の２分の１

○　新規就農体験者研修支援金

　　市内外の希望者が市内受入農家で研修を行う場合、研修期間内において旅費を助成

　市外から通い：研修１回当たり37円/km

○　研修受入農家支援金

　研修受入農家に助成：50千円／月
	〒028-7112

八幡平市田頭39-72—2八幡平市農業振興支援センター

担当：畠山

☎ ：0195-76-2111

(内線305,306)
FAX：0195-75-1635

	花巻市
	新規就農希望者支援事業
	花巻市内で新規就農を希望する者または農業体験を希望する者
	○　農村に居住し、地域の方々と交流しながら農業研修・体験をするための住居（農村滞在施設）を貸与します。すべての住居に畑（家庭菜園）がついています。
・戸数
一戸建：６棟　ワンルーム型：６室
・使用料（月額）
一戸建：39,700～46,900円　
ワンルーム型：26,500円
・使用期間
１年以内としますが、事情により更新することができます。
	〒028-0192

花巻市東和町土沢８区
60番地
花巻市役所東和総合支所
地域振興課農林水産係
☎ ：0198-42-2111

(内線403)

	遠野市
	遠野市新規就農者受入支援事業
	遠野市内での新規就農を検討中の方。
・年齢、体験などは問いません
・「本格就農を目指したい」
「定年退職後のシルバー就農を考えている」等具体的プランがある方はもちろん、興味段階の方も受け付けています。
	○　”アスト”は新規就農をご検討中の方々の総合相談窓口です。
・新規就農準備は栽培技術や資金計画など項目毎に各担当機関とやりとりしなければなりませんが、遠野市の場合”アスト”が各関係機関の総合窓口となり支援するので、就農準備者の負担を軽減させます。
	遠野市農業活性化本部
（アスト）
〒028-0541

岩手県遠野市
松崎町白岩25-16-1

（JA八幡スタンド裏）
☎ ：0198-63-1055

URL http://www.tonotv.com/members/ast1055

	奥州市
	新規学卒者就農支援事業
	研修開始時に学卒３年以内の者で、市内に就農する意思があり、次の要件を備えている者
(1) 研修終了後１年以内に市内に就農する者
(2) 就農時に市内に住所を定めている者
(3) 一年以上研修を継続し、毎月16日以上研修する者
	○　市内の大規模農家へ研修等をした場合、就農準備金として月額５万円（年間60万円）を最長５年間補助する。

	〒023-8501

奥州市水沢区
大手町1丁目1番地
奥州市農林部農政課
担当：千葉
☎ ：0197-24-2111

(内線383)
FAX：0197-23-5240

	
	新規就農者支援事業

	新規学卒者以外の新規就農者で、農業技術研修等を行っている施設等で３ヶ月以上の期間研修を行い就農する者
	○　年間30万円以内
	

	
	農業者育成資金
	(1)認定就農者

(2)新規就農者（就農してから３年以内又はこれから就農する者）

(3)その他の農業者
	○　貸し付けた資金に、年利1.0～1.5％以内で利子補給をする。
・設備資金：500万円（７年以内の償還）
・運転資金：300万円（５年以内の償還）
	

	一関市
	農作業や農村生活体験者受入支援事業
	農作業体験や農村生活体験を希望する者
	○　体験スタイル
市内大東地域の農家、集落センター、市の宿泊可能施設、空き家等で滞在し、農家や集落の圃場、市・農協等の施設、その他市内の山・川など豊富な自然が体験の場所となります。体験希望者は、いつでも、どんな内容でも、１人でも、グループでも、家族でも体験できます。
○　受入期間
特に期間は定めませんが、希望者の体験内容に応じて受入の体制を検討させていただきます。
○　体験費用
滞在費用（宿泊費）は、自己負担となり、内容により異なります。交通費等は全額自己負担となります。
○　体験可能な項目
・農作業体験：田植え、稲刈り、りんごの収穫、野菜栽培、家畜とのふれあい等、四季折々の農業体験が可能です。
・生産現場見学：あなたの食生活を支えている食糧生産現場を、自分の目で確かめることができます。
・生活体験：憧れの農村生活とは一体どんなものか。自分流の農村生活が可能かどうか。農家ステイで農村生活が体験できます。
・農家休暇：せっかくの休みであれば、観光化されないまっさらの田舎で過ごしてみませんか。農家ステイ・集落ステイで体験できます。
・その他：さかな釣りや山菜・きのこ狩り等、季節に応じた体験も可能です。
	〒029-0711

一関市大東町
大原字川内40

一関市役所大東支所
産業経済課農林係：岩渕
☎ ：0191-72-4081
(内線134)
FAX：0191-72-2222

URL:http://www.city.ic

hnoseki.iwate.jp

	住田町
	担い手農業経営者支援対策事業
	１．町外より転入して新たに就農する者
２．町内に在住する者で学卒等により新たに就農する者
３．町内に居住する者で他の職業から新たに就農する者
※者とは、個人及び団体、年齢は65才未満
	○　新たに就農する経費の１／２以内の額を補助する。
ただし、限度額は次のとおり
個人　　500千円
団体　1,000千円
※町長に就農計画書、経営企画書を提出し認められた者
	〒029-2396

住田町世田米川向96-1
住田町産業振興課
☎ ：0192-46-3861(直)
FAX：0192-46-3868

	久慈市
	新規就農者育成確保対策事業
	市内に住所を有し、新たに就農する方
	○　生産施設・農業機械の購入のために借り受けた資金の償還にかかる２分の１以内の額を補助。（支援期間は、元金償還を伴う３カ年を限度とする）
	〒028-8030

久慈市川崎町１番１号
久慈市農林水産部農政課　農政グループ
☎ ：0194-52-2121(直)
FAX：0194-52-3653

	洋野町
	新規就農者支援対策事業
	洋野町に住所を有する方、もしくはその子弟又は町外からの転入者で、引き続き町内に居住し営農すると認められる次の方
・独身者はおおむね45歳以下の方
・既婚者はおおむね50歳以下の方
	○　研修
事業対象者で支援を希望される方は、町内の研修受け入れ農家において、農業研修を受けることになります。
○　栽培作物
町が指定する重点推進作物の中から選定し、栽培することになります。
○　支援措置
必要に応じて次の措置を行います。１事業対象者につき３年間が限度です。
・就農奨励金の支給（単位千円・月額）　
基本額　独身者 100  夫婦   120    

加算額　配偶者を除く扶養者１人につき　20

　　※就農奨励金について、事業対象者に特別な事情があると認められる場合には、別に定める額を支給する

・家賃の助成
借家に限り、家賃月額の１／２に相当する額を助成。ただし、15千円を上限
・農地賃貸借料助成
農業委員会が定める標準小作料を上限に、予算の範囲内で農地賃貸借料を助成
・農業技術及び経営の指導
・営農機械及び資材導入制度の指導
	〒028-8802

洋野町大野8-47-2

洋野町農林課
☎ ：0194-77-2113

FAX：0194-77-4015

	普代村
	新規就農者入植支援対策事業
	１．18歳以上で40才未満の者。ただし、40歳以上の者であっても近い将来後継者が確実である者はこの限りではない。
２．村内に就農し、専業農家となることが確実な者
３．就農計画の認定を受けた者
	○　受入人数
・毎年１～２名（家族）とします。
・就農に当たっては、普代村農業指導関係者による書類審査、面接があります。
○　支援内容
・住居は、村営住宅・農家の空き家を斡旋します。
・農地は、借地で斡旋します。
県営農地開発造成圃場を準備しています
施設野菜が栽培できるよう潅水施設を準

備しています。
・農作業用機械類は、機械銀行から借受けが可能です。
個人が準備するものは、軽トラック、管

理機程度となります。
・園芸作物の価格安定基金で価格保証します。（村単独）
・ 村内の研修農家を斡旋します。
○　助成の内容
・農業経営に要する経費の１／２を助成します。村単独事業で１年間120万円が限度とし、１年間助成します。
・助成額の使用内訳は次のとおりです。
①農業用地の借受にかかる経費
②農業用機械・施設の取得及び借受けに要する経費
③農業技術の習得に必要な研修等経費
④農産物の栽培、収穫、調製、貯蔵、加工等に要する経費
⑤その他農業経営に要する経費
○　指導体制
農業改良普及センターの職員、農協の営農指導員が指導を担当します。
○　村の推進品目は、雨よけほうれんそう（５回転）です。
	〒028-8392
普代村9-13-2

普代村農林商工課農政係
担当者：上戸鎖
☎ ：0194-35-2115(直）
FAX：0194-35-3661

	二戸市
	二戸市新規就農支援対策事業
	【新規就農者】
市内に住所を有し、将来農業で生計を確立しようとする者で、引き続き市内に居住し、５年以上（研修期間含む）農業経営をすると認められる次に掲げる者とする。
１．独身者は概ね45歳以下
２．既婚者は概ね50歳以下の者
【研修受入農家等】
市内に住所を有し、市が指定する重点推進作目の農業研修を指導できる次に掲げるものとする。
１．岩手県農業農村指導士
２．二戸市認定農業者及びこれに準ずる中核農家
３．農業者で組織する営農団体等
	○　市は予算の範囲内で、次の支援措置を講ずるものとする。ただし、１事業対象者につき３年間を限度とする。
・事業対象者に対する就農奨励金等の支給等
①就農奨励金の支給
②家賃の助成
③農地賃借料の助成
④農業技術及び経営の指導
⑤営農機械及び資材導入制度等の指導
・研修受入農家等支援費の支給
	〒028-6192

二戸市福岡字川又47
二戸市産業振興部
農林課
☎ ：0195-23-3111

(内線515・516)
FAX：0195-23-1634

URL
http://www.city.ninohe.iwate.jp/

	九戸村
	新規就農者支援対策事業
	九戸村に居住し、引き続き営農できる者（新規参入者、Ｕターン者、新規学卒者）
１．独身者は、概ね30歳以下
２．既婚者は、概ね40歳以下
	○　支援内容
・１～３年間あなたの生活費を助成。
①独　身　者　：月額100千円
②夫婦（２人）：月額130千円
③夫婦・子供　：月額150千円
・受入人数は、毎年１～２名（家族）。
・住宅は、借家の場合に限り月額１万５千円を助成します。
○　栽培対象作物
九戸村が推進する品目は、①野菜（トマト、ピーマン、にんじん、ねぎ）②花き（りんどう）③葉たばこ
○　栽培指導
(株)ナインズファームの専任指導員がきめ細かな栽培指導を行います。
○　研修用ハウスの設置
・就農希望者は、(株)ナインズファームの研修用ハウスでピーマンやトマト栽培管理を研修（１～３年以内）し、その後に就農することになります。
・花き（主にリンドウ）の栽培希望者は、九戸村花きセンターで研修が受けられます。
○　申込み方法
・就農希望者は、(社)岩手県農業公社を経由し、所定の様式により「農業生産法人(株)ナインズファーム」に申込みをします。
・就農者の決定は、審議会委員による書類審査及び面談により決定し、後日本人に連絡します。
	〒028-6502
九戸村大字伊保内10-11-6

九戸村農林建設課農地農政班
担当者：舘
☎ ：0195-42-2111

(内線241)
FAX：0195-42-3120

	一戸町
	新規就農者支援対策事業
	一戸町内で新規に就農又は農業にチャレンジしようとする方で、農業経営に意欲的に取り組もうとする概ね６０歳以下の方。
	○　新規就農者の認定
希望者の申請に基づいて、町が審査の上、次の区分により認定し支援を行います。
・新規就農研修者
新規に就農することを目的に、町が認める者として実地研修する方
・新規就農者
新規就農研修者として１年以上の研修終了後、新規に就農する方
○　支援内容
関係機関と連携しながら次の支援を行います。
・研修の斡旋
・住居の斡旋
・農業技術、経営管理の指導
・農閑期の就職先の斡旋
・就農地の斡旋（新規就農者）
・就農資金の助成（新規就農者）
・その他必要な支援
○　就農資金の助成について
新規就農者の営農初期の経営安定を図るために、就農資金の助成を行います。
・助成の方法
新いわて農協が、新規就農者に対して機械や資材の購入費など農業生産のための経費について助成等の支援を行った場合に、町がいわて新いわて農協に対して補助金を交付します。
・助成金額
１経営年度当たり70万円以内
・助成期間　最大３年間
	〒028-5391

一戸町高善寺字大川鉢24-9

一戸町産業部産業課産業振興係
☎ ：0195-33-2111

(内線255)
FAX：0195-32-2959

	葛巻町・
(社)葛巻町畜産開発公社
	研修生受入支援事業
	牡牛・和牛・羊等の飼育管技術及びシイタケの栽培技術習得を希望する者
	○　長期研修生受入の条件
・研修生は、町内・町外の農家の子弟で酪農及び家畜の飼育管理に興味のある者。または、新規就農希望者で酪農及び家畜の飼育管理等畜産関係の仕事を強く希望する者とします。
・定員及び研修期間
①入所定員は、毎年８名程度とします。
②入所時期は、毎年４月上旬とし、期間は原則として１年間（延長可能）となります。
・長期研修生には、研修手当が支給されます。
・研修内容
①仔牛の飼養管理　②成牛の搾乳　③羊の飼養管理　④しいたけの栽培管理（収穫）
・宿泊施設
原則として「葛巻町山地酪農研修センター」となります。
・その他
長期の研修生になるには、１週間程度の体験（有料：１日あたり1,000～2,500円）と担当職員等の面接により決定します。
○　短期研修の場合は、「いつでも」「だれでも」「何日でも」研修が可能です。ただし、短期の研修でも有料となる場合があります。
○　申込み方法
長期研修を希望する者は、関係書類の提出が必要となりますのでご連絡下さい。なお短期宿泊研修、日帰り研修及び視察研修希望者は、電話でご相談下さい。
	(社)葛巻町畜産開発公社
〒028-5402

葛巻町葛巻40-57-125

総務部担当者：千葉
☎ ：0195-66-0211

FAX：0195-66-0755

	ＪＡ岩手ふるさと
	農業マイスター制度
	(1)　高校卒業又は見込みの方で、農業を志
す意欲のある方、新規就農者
(2)　大学卒業又は見込みの方で、農業を志
す意欲のある方、新規就農者
(3)　管内農業者又はその家族で、農業の技術、経営を学び就農する方
(4)　管外出身者で、管内で農業を志す意欲のある方、新規就農者
	○　研修期間：２年間
○　前期１年間は、ＪＡの特別臨時職員に採用、給与を支給。
○　就農しての後期１年間は、ＪＡ指導員、生産部会の匠が指導します。
○　就農時の資金、支援事業導入等相談に応じます。
	〒023-0402

奥州市胆沢区小山
字菅谷地131-1

ＪＡ岩手ふるさと本店
営農経済グループ
営農生活企画課
担当：菅原
☎ ：0197-41-5208

FAX：0197-41-5209

	陸前高田市・陸前高田市総合営農指導センター
	研修生受入支援事業
	満18歳以上で、総合営農指導センターで研修をし、市内で農業で自立しようとする者
	○　定員及び研修期間
・入所定員：若干名
・研修期間：３年以内
○　研修助成金
研修生に対し、予算の範囲内で助成金を交付します。（市内在住者）
○　栽培指導
センター指導員、農業改良普及センター職員、県農業研究センター南部園芸研究室の職員が、経営計画、施肥設計、農業簿記、栽培管理、流通販売まで指導します。
○　申込方法
関係者による書類審査及び面接がありますので、担当課にご相談下さい。
	〒029-2292

陸前高田市
高田町字館の沖110

農林水産部農林課
☎ ：0192-54-2111

(内線316)
FAX：0192-54-3888

〒029-2206

陸前高田市
米崎町字川崎104-1

陸前高田市総合営農指導センター
☎ ：0192-55-6234

FAX：0192-55-5852



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	丸森町
	新規就農者支援事業
	・町内で４年以上就農することが確実であること
・担い手基金から就農研修資金の貸付を受け、その償還免除承認を受ける見込みがある者
	○　研修資金の助成
	丸森町産業観光課
☎ ：0224-72-2113

	角田市
	あぶくま農学校「土の塾」
	・新規就農者、農業に強い関心を持つ者
　募集人員15名
　年齢条件なし
	○　農家にホームステイして、農業生産現場の体験と市農業の概要、新規就農者支援措置に関する講座の開催
　日程は３泊４日
	(社)角田市農業振興公社
☎ ：0224-63-2328

	岩沼市
	就農者支援事業
	・市内在住の新規就農者及び農業者の属する団体
	○　施設、機械導入に対する助成、効率的な農業技術や付加価値の高い農産物の導入資金の助成
	岩沼市産業部農政課
☎ ：0223-22-1111(代)

	仙台市
	施設園芸推進（パイプハウス設置等）事業
	・本市の認定新規就農者等
	○　パイプハウス設置等に対して一部助成
○　農家研修に対する研修資金の一部助成

○　小型農業機械購入に対する助成
	仙台市経済局農政部
農政企画課
☎ ：022-214-8266

	多賀城市
	就農支援事業
	・市内在住18歳以上40歳未満で就農を希望する者
	○　先進地農家等で研修資金の助成
	多賀城市市民経済部
農政課
☎ ：022-368-1141(代)

	美里町
	町新規就農者育成支援金
	・町内に在住で18歳以上30歳未満の者で、町長の認定を受け、３年以上の期間、農業経営に積極的に取り組む者
	○　支援金の助成
	美里町産業振興課
☎ ：0229-33-2117

	栗原市
	担い手農業者研修支援事業
	・概ね18歳以上35歳未満の者で、研修終了後、地域の担い手を目指す次の各号に該当する者または市内に就農後、概ね５年以内の者
(1)高校、大学卒業等の新規就農者
(2)市にUターン後、就農を希望する者
(3)新規に市で農業を営もうとする者
(4)市に就農後、概ね５年以内の者
	○　農業実践研修等への助成
　助成期間は２年以内
	栗原市産業経済部
農林振興課
☎ ：0228-22-1135

	登米市
	農業担い手育成支援事業
	・本市の認定新規就農者で研修後５年以上市内で営農する者
	○　農業実践研修等への助成
　助成期間は３ヶ月以上３年以内
	登米市産業経済部
農林振興課
☎ ：0220-34-2716



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	鹿角市
	チャレンジ新規就農者研修支援事業
	・市内に住所を有する者で研修終了後の市内就農が確実に見込まれるもの

・60歳以上の者にあっては、後継者同居の事実が確認できる者
	○　奨励金を6ヵ月を限度として交付する
	鹿角市農林課
☎ ：0186-30-0276

	北秋田市
	就農促進総合対策事業
	認定就農者
	○　当市出身の認定就農者２名が、秋田県農業試験場にて研修するための経費を助成（＠100,000×12月×2名）している。
	北秋田市産業部農林課

☎ ：0186-72-3114

	上小阿仁村
	農業後継者育成奨学金交付
	農業後継者

村内在住で18歳以上
	○　専門的学校で技術習得する学生

30万／年　　5名／年
	上小阿仁村産業課農務班 
☎ ：0186-77-2221

	
	農業後継者育成技術習得研修
	村内に住所を有するか定住しようとする者。原則として50歳未満
	○　研修奨学金：村長が決定

研修期間：2年以内

研修種目：野菜及び花卉
	

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	秋田市
	農業体験研修
	秋田県農業に関心がある者、又は県内に就農、就業する意欲が高い高校生以上のもの。新規参入希望者等。
	○　県内の農業法人や先進農家等で、農業や農家生活の体験研修。

①研修期間　1日～7日　　

②受入先へ1日3,000円の指導謝礼を支給。
	秋田県農業研修センター

☎ ：0185-45-3113

	
	インターネットアグリスクール
	農業に関心がある県内外の希望者
	○　ホームページや、電子メール等で行う通信教育。また年に4回、農業体験研修を開催。

受講料　10,000円（計10回のテキスト）。

農業体験研修参加費は実費。
	

	
	農業経営準備研修
	Ｕターン就農希望者や新規就農希望者、定年後に就農を希望する団塊世代等
	○　農業研修センターでの座学及び農業法人等での農業体験研修（年６回）

受講料　無料

募集人員　20名程度
	

	
	フロンティア農業者研修
	新規就農者希望者、又は現に営農者で研修修了後の県内就職が確実な者（40歳未満）
	○　県の各試験場（農業・畜産・果樹）及び花き種苗センターにおける技術・経営研修。

①研修期間：4月から23ヶ月間。

②県は、市町村が研修生へ1人月額7万5千円の研修奨励金を交付する場合、5万2千5百円を上限に助成する。

（県70％　市町村30％）
	当該関係市町村

秋田県農業研修センター

☎ ：0185-45-3113

	
	地域内農業技術研修
	農外からの新規参入やＵターン就農希望者等で、研修終了後に県内就農が確実な者（概ね50歳以下）
	○　県内の各市町村実験農場、農協、農業法人、先進農家等における技術・経営研修

①研修期間：4月から2年以内。

②県は、市町村が研修生へ1人月額7万5千円の研修奨励金を交付する場合、3万7千5百円を上限に助成する。

（県50％　市町村50％）
	

	
	実践的農業経営研修
	新規就農者、又は新たな部門開始者で、実践的な農業技術・経営を習得する意欲が高く、研修修了後の県内就農意欲がたかいと見込まれる者。
	○　県内の農業法人・先進農家等における栽培から販売にわたる現場実践型の研修

①研修期間：１ヶ月単位、通算１２ヶ月以内。

②受入側へ月額４万円の委託料

研修生へ月額１万円の助成
	秋田県農業研修センター

☎ ：0185-45-3113

	
	就農準備実践研修事業
	農業経営の開始や農業法人等への就職に意欲的な離職者等
	○　農業法人等での雇用研修

事業実施主体　秋田県（秋田県農業会議に委託）

受入機関　県内の農業法人等

①研修期間　平成21年2月～22年3月

（21年4月から一部、国の「農の雇用事業」へ移行）

②受入農業法人等へ月額97千円の研修委託
	秋田県農業会議

☎ ：018-860-3540

秋田県農林水産部農林政策課

☎ ：018-860-1726

	
	”あきたで農業を”推進事業
	県外在住者で、本県での就農意欲を有するとともに、移住及び就農に適正と認められている者
	○　試行期間（２ヶ月）は農業研修センターでの集合研修、その後農業法人等での雇用研修

①研修期間　約３年間を予定（Ｈ21.7月～Ｈ24.3月）

②受入農業法人等へ月額97千円の指導謝礼

研修生へ月額50千円の住居費補助（雇用研修期間）等

定員：5名
	秋田県農林水産部農林政策課

☎ ：018-860-1726

	にかほ市
	就農促進対策事業
	
	○　地域内農業技術研修事業
	にかほ市農林水産課
☎ ：0184-38-4303

	
	
	
	○　就農支援施設導入事業
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	山形市
	農業後継者及び認定農業者育成支援事業貸付金
	概ね20歳から40歳までの農業後継者、認定農業者
	○　営農の拡充及び研修活動等実施する場合、事業に要する資金の80％以内の額（上限500万円）を限度とし、年１％で貸付ける。（償還10年以内）
	山形市農政課
農政企画係
☎ ：023-641-1212

(内線437)

	
	農業者海外派遣研修事業
	農業後継者、認定農業者、女性農業者
	○　海外研修に係る経費の１／２の額（１人当たり20万円を上限）を助成する。
	

	
	農業後継者研修事業費補助金
	農業後継者で結成した団体
	○　農業後継者団体が自ら企画した研修事業に対して助成する。（定額）
	

	
	新規就農体験バスツアー
	山形市での新規就農希望者または農業研修希望者など
	○　バスに乗って，山形市内の農家等を視察する。また，就農ガイダンスや個別就農相談も実施する。参加費は無料。（昼食代は実費）
	

	
	新規就農短期体験フリープラン
	山形市での新規就農希望者または農業研修希望者など（65歳まで）
	○　山形市内の受入農家にて農作業体験をする。（１～３日間）

・短期体験受入先への謝金（5,000円/日）

・傷害保険への加入
	

	天童市
	天童市農業後継者育成基金利子補給事業
	40歳未満の新規就農者、農業後継者
	○　300万円を限度とする農業後継者育成資金を天童市農業協同組合から借りる場合、融資額の金利を年２％で計算した利子額と、通常に農協が農業経営資金を融資した場合の利子額との差額の１／２を利子補給する。
	天童市農林課農政係
☎ ：023-654-1111

(内線216)

	
	天童市後継者海外派遣研修事業
	市内の新規就農者、農業後継者
	○　海外研修に係る経費の１／２の額（１人当たり20万円を上限）助成する。
	

	
	天童市農業後継者県外派遣事業
	市内の新規就農者、農業後継者で結成した団体
	○　国内研修に係る経費の１／２の額（１人当たり15,000円を上限）助成する
	

	
	天童市新規就農者連絡協議会活動支援事業
	天童市新規就農者連絡協議会
	○　天童市新規就農者連絡協議会が行う、定期勉強会や講師を招いていの実施研修、市場調査に対し、15万円助成する
	

	河北町
	農業後継者海外派遣事業
	農業後継者
	○　海外での研修等を行う経費に対して、１名につき10万円以内とする。
	河北町産業課
農業経営改善支援センター
☎ ：0237-73-2111

(内線233)

	大江町
	｢農業新世代｣就農体験支援事業
	20歳～65歳前後で、農業に関心があり、３日以上７日以内の農作業体験を希望する方
	○　柳川温泉体験農園施設における宿泊費の半額を助成する。
	大江町産業振興課農政係

☎ ：0237-62-2115

	朝日町
	農業大学校入学支援
	農業大学校生
	○　卒業後就農予定の農業大学校等入学生の授業料の助成
	朝日町産業振興課

☎ ：0237-67-2114

	
	実践農業研修生受入支援
	実践農業研修生受入農家
	○　実践農業研修生の受入農家に対する研修受入に要する経費（賃金、保険料）
	

	
	実践農業研修生家賃補助
	実践農業研修生
	○　実践農業研修生の研修期間中の家賃補助（住居について賃貸借契約を結んだ場合）
	

	
	新規就農者営農支援
	新規参入者及び独立して農業経営を始めた新規就農者
	新規参入者及び独立して農業経営を始めた新規就農者に対する営農奨励金支給
	

	西川町
	国外研修に対する助成
	20歳～50歳までの者
若干名
	○　実費旅費の１／２以内を助成
国内の場合：３日以上の研修
上限10万円
国外の場合：７日以上の研修
上限60万円
	西川町産業振興課
☎ ：0237-74-2111

(内線242)

	
	担い手技術習得支援事業
	
	○　農業技術や機械操作、簿記等の専門技術を習得するための研修に要する費用の1/2の範囲内において支援する。
	

	東根市
	明日の農業農村活性化対策事業
東根市農業後継者海外派遣事業
	①40歳未満の者
②認定農業者及び認定農業志向者、市長が特に適当と認める者
	○　必要経費の１／２以内の額または１人あたり20万円のいずれか低い額
	東根市経済部農林課
農政係
☎ ：0237-42-1111

(内線2752)

	
	明日の農業農村活性化対策事業
東根市農業後継者国内派遣事業
	40歳未満の者
	○　必要経費の１／２以内の額又は１人あたり２万円のいずれか低い額
	

	村山市
	山形県村山市ふるさと就農研修支援事業
	①20歳～65歳
②各自で園地へ行けること
	○　指導農家において研修教育を受けるための謝礼費用
○　滞在期間の宿泊料金の補助費用（宿泊料金の半額程度）
	村山市農林課
農業振興係
☎ ：0237-55-2111

	尾花沢市
	尾花沢市元気な農業対策事業費補助金（後継者伝授事業）
	農業経営者
	○　農業後継者等に農業経営及び農業技術等の営農全般について、技術、知識の伝授・普及を行い、近代的な農業経営者の育成を図るために必要な下記経費を助成。
①育成費
②会議費
③印刷製本費
・補助率１／２
補助限度額　予算の定める範囲内。但し、５万円まで。
	尾花沢市役所
農林課農政係
☎ ：0237-22-1111

(内線148)

	
	やる気のある農業者等育成事業
	①青年農業者（40歳まで）

②認定農業者

③認定農業者が組織する団体

④農産物加工、産直等の団体
	○　新品種の導入研究事業

○　既存作物の栽培方法の改善事業

補助率１／３

補助限度額　上限３０万円（予算の定める範囲内）
	

	川西町
	１農業後継者就農支援助成事業
	共通事項
①町内に住所を有する者で農業経営に意欲的に取組もうとする者又は就農して３年以内の者

②15歳以上概ね55歳未満の者

③認定就農者

④町外からの新規就農者の場合は、本町において５年以上就農することが確実である者
	○　下記の（１）～（３）のとおり
	川西町産業振興課
☎ ：0238-42-6642

	
	(1) 農業後継者就農研修支援事業
	①新規就農者で、将来とも川西町において中核的農家として期待できると町長が認めた者。
②町内の農家等で研修を受けるもので、将来とも西町町において就農が図れると町長が認めた者
	○　農業技術、幅広い知識及び情報の習得のための必要な経費への助成
・助成金額：上限30万円
	

	
	(2) 新規就農者経営依安定支援事業
	①独立している新規就農者で、将来とも川西町において中核的農家として期待できると町長が認めた者
	○　農地の地代、農業用施設、機械リース料への助成
・助成金額：年間自己負担額の１／６又は10万円のいずれか低い額
・期　　間：３年以内
	川西町産業振興課
☎ ：0238-42-6642

	
	(3) 新規就農者定着支援事業
	①新規就農者で、将来とも川西町において中核的農家として期待できると町長が認めた者。
②町内の農家等で研修を受けるもので、将来とも西町町において就農が図れると町長が認めた者
	○　町外からの新規就農者又は研修生で、町内の賃貸借住宅に居住している者への家賃の助成・助成金額：自己負担額の１／２又は10万円のいずれか低い額
・期　　間：３年以内
	

	飯豊町
	Ｉターン就農促進支援事業
	【対象者】

①新規就農者又は就農後３年以内の者で、将来とも飯豊町において中核的農家として期待できる者。

②町内の農家等で研修を受ける者で、将来とも飯豊町の農地において中核的農家とし就農が図られること。

【要件】

①町外からの新規就農者又は研修生で、町内の賃貸住宅に居住していること。

②新規就農者、研修生の年齢が概ね40歳未満であること。

③他の事業等で家賃補助を受けていたり、家賃の低額な公営住宅は対象外とする。
	○【助成額】
賃貸住宅家賃の年間自己負担額１／２又は24万円のいずれか低い額を上限とする。（事業対象期間は３年以内とする）
	飯豊町産業振興課
☎ ：0238-72-2111

	
	経営自立安定支援事業
	【対象者】

①園芸ハウス等の新設を伴い新規就農した者、又は就農後3年以内の者で将来とも飯豊町において中核的農家として期待できる者。

【要件】　

①新規就農者の年齢が概ね40歳未満であること。

②施設等の新設及び使用を申請者本人が行っていること。

③対象施設は、一体不可分な付帯施設を含む施設本体とする。
	○【助成額】
施設取得費の１％以内。（事業対象期間は３年以内）
	

	
	Ｉターン経営安定補充支援事業
	【対象者】

①独立就農している新規就農者で、将来とも飯豊町において中核的農家として期待できると町長が認めた者。

【要件】　

①町外からの新規就農者であること。

②町内の農地の賃貸借契約を結んでいる者で、年度内契約を結んでいる者。
	○【助成額】
年間の10ａ当たりの契約小作料と飯豊町標準小作料の差額の１／２又は１万円のいずれか低い額で、当該借入面積の額とする。
	

	小国町
	小国町農地流動化促進支援事業
	新たに農業経営を開始しようとする者。ただし、世帯主からの経営移譲は含まず。
	○　賃借により利用権を10ａ以上、3年以上設定した場合、10a当り2,000円を助成。
	小国町産業振興課

農村経営担当

☎ ：0238-62-2408

(内線337)

	庄内町
	やる気の農業者支援事業
	・認定農業者、新規就農者、経営の改善等に意欲ある農業者、会則を備え活動実績のあるグループ
	○　生産、流通、販売、経営等に関する研修事業

○　消費者との交流事業

○　農産物の新品種及び農産加工の新技術の研究開発等を図る事業

○　新規就農者が実施する研修事業

○　新規就農者を育成、確保する事業

   　補助額：事業費の１／２以内

       （限度額20万円）
	庄内町農林課
☎ ：0234-42-0169

	
	園芸農業実践研修支援事業
	本町の町民（研修以降町民となることが見込まれる者）で、施設園芸に新規に取り組む者又は取り組む予定の者
	○　施設園芸の技術習得のため町内先進農家で研修。月額50,000円。

研修者に扶養親族（満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子）がある場合は１人につき月額20,000円を加算。自ら居住するため住宅を借り受けている場合は、月額40,000円を限度とし家賃相当額を加算。　
	

	酒田市
	ニューファーマー育成支援事業
	①新しく農業経営を始めようと考えている人や、意欲ある農業経営の担い手が新規農産物等の新しい分野にとり組んでみたいと考えている場合で、次に掲げる条件を満たす人

・概ね50歳未満

・市内で農業に従事している人または市内で農業に従事したいと考えている人
	○

　ア．新技術取得支援コース

優良指導農家による技術指導

イ．新分野チャレンジ支援コース

農地やハウスなどの貸借料、種苗費や肥料費などの経費に対し助成

助成額：営農経費の１／２以内

（但し50万円を限度）
	酒田市農政課
☎ ：0234-26-5766

	
	ニューファーマー育成支援事業
	②定年後、本格的に農業をやりたいと考えている方で次に掲げる条件を満たす人

  ・概ね50歳以上

・本市において就農することを希望する　　　

　　人
	○　中高年層就農支援コース

  優良指導農家による技術指導
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	会津坂下町
	就農支援サポーター事業
	不問
	○　就農サポーターによる農業技術・生活知識の習得
	会津坂下町農林振興課・グリーンツリズム係

☎ ：0242-84-1505

	須賀川市
	新規就農者経営開始支援事業
	福島県知事より就農計画を受けた認定就農者で、その就農区分がＵターン就農者、新規学卒就農者及び新規参入者である15歳以上50歳未満の須賀川市内において就農した者
	○　本市農業の担い手となる新規就農者が、営農確立のために必要な資格の取得、又は技術の取得並びに資質の向上を図るのに必要な資金の一部を経営開始支援資金として貸し付ける。
	須賀川市産業部農政課
☎ ：0248-88-9138

	白河市
	白河市Ｉターン新規就農者助成金事業
	（定義）都市部に居住しているもので、本市に移住した者又は農業に新規に参入し、若しくは参入予定であるもの。

（対象者）年齢が50歳未満で福島県就農計画認定要領に基づく認定を受けたもの。
	○　農業技術等を研修及び視察等により習得しようとする際に係る経費を助成する。(限度額50万円）
	白河市産業部農政課農業振興係
☎ ：0248-22-1111

（内線2222～2225）

	喜多方市
	新規就農者経営確立支援事業
	・市外より移住し、又は非農家であること

・就農して１年以内の者

・１８歳以上６５歳未満

・県知事より就農計画の認定を受けた者

・本市で５年以上就農することが確実であること
	○　営農研修教育費の助成（５万円/月、１年間）

○　農地賃貸料の助成（80％補助、３年以内）

○　農業機械・施設リース料の助成（１/２補助、３年以内）

○　住宅賃貸料の助成（80％補助（月額２万７千円を限度）、３年以内）
	喜多方市産業部農林課

☎ ：0241-24-5234

	只見町
	新規農業参入者育成事業
	50歳以下の夫婦で、トマト・花卉（主にトマト）の新規栽培者（町に10年以上定住、地域の尊重、生産組合への加入などの条件あり）
	○　施設及び機械等の初期整備にかかる自己負担相当額を5年分割で助成

○　借受農地に対する小作料相当額の助成

○　研修者に対し一人当たり(夫婦の場合8万円)月4万円を助成[トマト栽培については、1年間の研修が必要]
	只見町産業振興課
農林班
☎ ：0241-82-5230

	川内村
	担い手アクションサポート事業
	村内農業者
	○　担い手アクションサポートチームによる支援
	川内村担い手育成総合支援協議会

☎ ：0240-38-2115

	田村市
	新規就農奨励事業
	認定農業者
	○　新規就農の認定を受けた農業者が初期就農に要する経費として

就農１年後　100,000円

　　　２年後　100,000円

      ３年後　100,000円
	田村市産業部農林課
☎ ：0247-81-2511

	柳津町
	新規就農定着促進事業
	新規就農者（認定就農者）
	○　新規就農定着促進事業実施要領による
	柳津町地域担い手育成総合支援協議会

☎ ：0241-42-2116

	葛尾村
	就農支援助成金
	新規学卒就農者

Ｕターン就農者
	○　福島県が認定した認定就農者で、経営開始資金に該当し、五年以上の就農が見込まれる者の農業経営に係る経費に対し、600千円を助成
	葛尾村地域振興課地域づくり推進係

☎ ：0240-29-2113

	平田村
	平田村新規就農者誘致特別措置条例
	18歳以上50歳未満の新規就農者
	○　農地の賃料1/2を5年間奨励金として交付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　経営開始後、最初に取得した施設等にか
　かる固定資産税相当額を3年間奨励金として交付

○　農用地等の購入資金及び経営開始年度年度から2年以内に借入れた畜産導入資金に対し、その借入額の1/5、5,000千円を限度に補助金を交付

○　農業経営に必要な資金として借入れた制度資金の利子についてその3/5を借入年度から7年間利子補給する。対象となる制度資金の限度額は、5,000千円。

○　土地・施設等の斡旋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　村長が特に必要と認めた場合は、農業機械のリースを行う。
	平田村産業課

☎ ：0247-55-3115

	小野町
	夢のある農業後継者育成推進事業
	対象者　新規就農者及び転職者Ｕターン者　　　　　

　　　　等

農業研修生に対しても 新規就農者と同様に扱うものとする

年齢条件あり　　50歳以下

認定就農者限定
	○　就農した日から起算して満１年を経過したとき10万円

○　就農した日から起算して満２年を経過したとき20万円

○　就農した日から起算して満３年を経過したとき30万円
	小野町農林振興課

☎ ：0247-72-6935

	本宮市
	農業経営改善資金利子補給事業
	認定農業者、新規就農者、経営継承者
	○　本宮市農業経営改善資金融資制度借入者の、利子の50％以内を補助する。
	本宮市農政課

☎ ：0243-33-1111

内線157

	
	農業経営改善資金信用保証料助成事業
	認定農業者、新規就農者、経営継承者、一般農業者
	○　本宮市農業経営改善資金融資制度借入者の信用保証料の100％以内を補助する。

○　信用保証料の50％以内を補助する。（一般農業者のみ）
	

	会津若松市
	「農」への就職促進事業
	市内に住所を有する新規就農希望者のうち、就農計画を提出し、その提出日が属する年度内に市が公告する「農用地利用集積計画」に定められた農地の賃借を行った者（平成21年度中又は平成22年度中に当該農用地の貸借を開始した者に限る）

ただし、市内在住の農業者と同一世帯にある者及び市内に農地を所有する者を除く。
	○　農地賃借料の８割を３年間助成
	会津若松市農政部農政課

☎ ：0242-39-1253



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	城里町
	新規就農者支援対策事業
	就農3年未満の新規参入者

（申請時に18歳以上45歳未満の者）

就農時に町内に在住し、今後10年以上就農して10年以内に認定農業者を目指す者
	○　研修生助成金　月額3万円 

○　受入農家等助成金　月額3万円

　（以上2年を限度に助成、受入農家は

　　町内に限る）

○　就農者経営助成金　月額3万円

　（上記研修を開始後3年を超えない者）
	城里町役場産業振興課

☎ ：029-288-3111

	ひたちなか市
	新規就農者確保育成事業
	定年帰農者や新規参入者等。
	○　平成21年4月～平成23年3月（48日）野菜栽培の技術実践講座を開設。
	JAひたちなか勝田営農センター

☎ ：029-274-8511

	常　陸
大宮市
	新規就農支援事業
	市内在住の新規参入者

（18歳以上45歳未満の者）

今後10年以上就農し、10年以内に認定農業者を目指す者

市税等の滞納がない者
	○　研修生助成金　月額3万円

○　受入農家助成金　月額3万円

　（以上2年を限度に助成）

○　就農者経営助成金　月額5万円

　（就農3年未満の者に対し、3年を限度に助成)
	常陸大宮市
農業委員会事務局
☎ ：0295-52-1111

	東海村
	農業後継者育成研修補助事業
	＜実務研修＞

認定就農者で研修終了後1年以内に村内で農業を開始する者

（申請時に60歳未満の者）

就農時に村内に在住し、5年以内に認定農業者を目指す者

＜農業後継者研修＞

村内在住の専業農家後継者又は新規就農者

（18歳以上35歳未満の者）

農業の研究集団等に属し、普及センターの推薦を受けた者
	○　実務研修　月額5万円以内

  　（2年を限度に助成）
○　農業後継者研修（派遣研修）　　　 

　補助対象経費額から他団体交付金額を控除した額の1/2。

（海外研修10万円、県外研修5万円、県内研修2万円を限度に助成）
	東海村役場農業支援センター

☎ ：029-287-7867

	
	新規就農者育成補助事業
	初回申請時、就農計画認定後5年以内

（申請時に60歳未満の者）

就農時に村内に在住し、5年以内に認定農業者を目指す者
	○　月額５万円～15万円を助成する。(年齢、配偶者の有無等の条件による)

(3年を限度に助成）
	

	
	定年帰農者等農業グループ農具等購入費及び小型管理機械借上料補助事業
	村内在住の定年退職者（これから定年を迎える者を含む）と農業従事者が5人以上集まってつくる、30a以上の畑を耕作するグループ
	○　耕作に必要な農機具等の購入や小型管理機械の借り上げ料を一部助成。助成上限額は、農機具等を購入する場合は購入費用の1/2以内で20万円、小型管理機械を借り上げる場合は、その費用の1/2以内で3万円をそれぞれ上限とする。
	

	常陸太田市
	新規就農者育成支援事業
	市内在住の新規就農者（既に経営基盤を持つ者を除く）

（55歳未満の者）

今後10年以上在住・営農でき、就農後５年以内に認定農業者を目指す者

茨城県の就農認定を受けた者
	○　研修支援　月額5万円

○　営農支援　独身者月額5万円

　　　　　　　概婚者月額8万円

　（以上2年を限度に助成）
	常陸太田市

産業部農政課

☎ ：0294-72-3111

	
	空き家活用支援事業
	上記事業対象者のうち改修を前提とし、長期借家契約（10年以上）を締結した者

①借主が改修費用を負担、貸主が大規模改修を認めていること

②長期居住、長期活用が保証されていること

③契約終了時の借主の原状回復義務は免除すること
	○　借主支援　改修費用の1/2（50万円を限度）

○　貸主支援　整理費用の1/2（10万円を限度）
	常陸太田市

商工観光課

☎ ：0294-72-3111

	
	農産物等交付加価値生産支援事業
	新規に農畜産業を営もうとする者及び既に営む者で、農畜産業の生産を営むにあたり、新たに有機ＪＡＳ認定を受けようとする者
	○　必要経費×1/2（30万円を限度とし、交付は１人につき1度のみとする。）
	常陸太田市

産業部農政課

☎ ：0294-72-3111

	
	研修支援
	農林水産畜産業を営もうとする者で、県の推薦を受け新たな技術習得の為の研修を受けようとする者。
	○　（研修経費総額－市以外の団体から交付を受けた補助金等額）×1/2

ただし、限度額は次のとおりとする。

ア　県内研修2万円

イ　県外研修5万円

ゥ　海外研修10万円
	常陸太田市

産業部農政課

☎ ：0294-72-3111

	かすみがうら市
	トレーニングファーム運営事業
	市内在住で将来販売農家を目指す者（16歳以上）
	○　研修農園を対象者に１万円/10ａで賃貸（初年度は無料）

○　研修生各々に農業後見人を配置

○　研修期間　原則１年（５年以内更新可）
	かすみがうら市

農林水産課

☎ ：029-897-1111

	阿見町
	阿見町新規就農者支援対策事業
	研修など農業実践経験のある者（独身者35歳以下、既婚者40歳以下の者）

支援措置後10年以上町内に住所を有し、就農後3年以内に認定農業者の申請を行う者。
	○　助成金　

独身者・月額100,000円

概婚者・月額150,000円

（3年が限度）

○　あっせん(住居、農地、営農に係る資金)　　

○　農業技術及び経営指導
	阿見町役場農業振興課
☎ ：029-888-1111

	石岡市
	新規就農研修事業「ゆめファームやさと」
	有機野菜に取り組む１家族妻帯者に限る。

（45歳以下の者）

石岡市八郷地区で就農する者
	○　研修手当　月額16万円（2年間）

　ただし、研修終了時に月額8万円を２年分返還

○　研修ほ場、トラクター、農機具を準備

○　研修期間の住居は相談により支援

○　農産物はＪＡを通して販売

　（上記の返還額は販売代金から充当）
	ＪＡやさと営農指導課
☎ ：0299-44-1661



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	宇都宮市
	新規就農定着促進
	・認定就農者

・認定就農者に準ずる者
	○　農機具・施設購入費助成

（平成21年度限りの事業）
	宇都宮市農業振興課担い手支援Ｇ

☎ ：632-2453

	
	河内地域就農支援ネットワーク会議
	新規就農者
	○　新規就農に関する情報提供や相談活動
	宇都宮市農業振興課担い手支援Ｇ

☎ ：632-2453

	鹿沼市
	新規就農支援事業
	新規就農を予定する者
	○　新規就農に対する支援、相談(研修先の紹介等）
	鹿沼市経済部農政課

	足利市
	農業大学講座
	市内に農地を持つか農地を求める18歳以上で、農業に取り組む意欲があり１年を通じて講座に参加可能で実習農地の管理ができる方
	○　土作り・病害虫防除・野菜栽培技術などの講義、野菜の種まきから収穫までの実習、トラクター講習の実施
	足利市農務課　　　　　　　　　　　　　　　　　
☎ ：0284-20-2162

	那珂川町
	定住促進住宅用地貸付事業

「農ある暮らし「高手の里」」
	65歳以下、2人以上

定住用住宅
	○　場所　町東部　大山田下郷地域内

　・用地貸付け無料　期間20年

　・定住促進奨励金　3年間（固定資産税相当額）
	那珂川町農業振興課

農政係

☎ ：0287-92-1113

	那須塩原市
	あぐりらいふ推進事業
	年齢条件：概ね60歳
	○　農地（約50坪）を斡旋します。

○　農業全般の仕組、栽培方法を教えます。

○　農業に必要な機材購入費の一部を助成します。

○　生産された農産物の販売を支援します。

○　就農する際の支援をします。
	産業観光部農務畜産課

農業振興係

☎ ：0287-62-7147
FAX　0287-62-7223

	茂木町
	
	新規就農希望者

（これから農業で生計を立てていこうとする方）
	○　空き屋及び農地のあっせん、集落への紹介等
	茂木町農業委員会事務局

☎ ：0285-63-5636



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	旭市
	新規就農者補助金
	新規就農者
	○　本市の新規就農者に対し年間10万円の補助を行う。
	農水産課農業推進班
☎ ：0479-68-1174

	
	羽ばたくルーキー農業者激励会
	新規就農者
	○　新規就農したものを関係機関が一体となって支援する体制が必要であり、各種研修の場と仲間同士で将来の夢を語り合う場を設け、羽ばたくルーキー農業者激励会として開催。
	

	佐倉市
	新規就農者支援事業補助金
	新規就農者
	○　農地法第3条及び農業経営基盤強化促進法第18条から第22条までの規定により利用集積を設定し、新規就農者として認められた場合に、定額助成する。
	農政課

☎ ：043-484-6141



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	白川町
	新規就農者等支援事業交付金
	町内で農業研修を受けた後、１年間以上就農し、農業を専業として自立した新規就農者
	○　５万円以上の就農奨励金を交付
	白川町役場農林商工課
農務グループ
☎ ：0574-72-1311
(内線272)

	東白川村
	東白川村新規就農者定住促進事業奨励補助金
	年間150日以上農業に従事するとともに、将来にわたって農業を行おうとする意欲のあるもので五年以上の就農期間が見込まれる新規就農者（新規学卒者・ユーターン者・転入者）
	○　1人60万円以内の補助金を交付
	東白川村役場産業建設課農務係
☎ ：0574-78-3111
(内線272)

	中津川市
	新規就農奨励金交付事業
	新規就農後5年以内の市内在住者で、奨励金の交付決定後さらに5年間以上農業経営で生計を立てようとする満50歳以下で、農家の後継者と認められる者以外の者
	○　100万円を交付
	中津川市農業振興課

☎ ：0573-66-1111

（内線242～247）

	
	新規就農者住居助成事業
	専ら農業で生計を維持することを目的に、市外から転入した満50歳以下の者で市内に生活の拠点がない者　等
	○　一世帯当たり月額家賃の2分の1以内。ただし、2万円を上限とする。
	

	恵那市
	新規就農支援事業
	5年以上の新規就農計画を有する者
	○　機械購入費等（補助率1/3　50万円上限）
	農業振興課　農政係
☎ ：0573-26-2111

	飛騨市
	フレッシュファーマーサポート事業
	市に居住しようとする65歳未満者で年間就農日数150日以上
	○　貸付金＝新規　70,000円／月

　　　　　　後継者　50,000円／月

　　貸付期間＝新規　2年以内

　　　　　　　後継者　1年間以内

　　利子＝無利子

　　返還＝5年以内
	農林部農林課

☎ ：0577-73-7466

	
	チャレンジ農業支援事業
	農業経営改善に強い意欲を持っていると認められた農業者、農業団体
	○　新規作物、新品種の試験栽培、加工、販売等に対しての経費の一部支援

　事業費の1/3以内、上限30万円
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	一色町
	農業後継者研修支援事業
	青年農業者であること。
	○　先進地での長期研修に対する助成
助 成 金　120,000円／人
助成期間　１年間
	一色町建築経済部産業振興課
☎ ：0563-72-9606

	刈谷市
	
	農業後継者、新規就農者、認定農業者
	○　国内、海外研修等の参加に要する経費
	刈谷市農政課
☎ ：0566-62-1015

	三好町
	農業近代化資金利子補給事業
	農業制度資金の借入れが可能な者
	○　借入れをする農業制度資金の利子の末端利率の２％以内の相当額を補給する。
	三好町経済建設部農政商工課
☎ ：0561-32-2111

	設楽町
	就農支援資金償還助成金
	認定就農者、就農支援資金の借受者で就農した者
	○　就農支援資金（就農施設等資金を除く）について、約定償還の都度１／３以内を助成
	設楽町産業課
☎ ：0536-62-0511

	豊根村
	産業振興費
農業振興対策事業
	認定就農者、就農支援資金の借受者で就農した者
	○　就農支援資金（就農施設等資金を除く）について、約定償還の都度１／３以内を助成
	豊根村産業課
☎ ：0536-85-1311

	新城市
	就農支援資金償還助成金
	認定就農者、就農支援資金の借受者で就農した者
	○　就農支援資金（就農施設等資金を除く）について、約定償還の都度１／３以内を助成
	新城市農林振興課
☎ ：0536-23-7632

	
	新規就農者支援対策事業
	新規就農者
	○　営農事業の１／２、10万円以内
	

	蒲郡市
	農地保全支援事業
	[対象者]

概ね60歳未満の方で市内在住者
[要件]

１．農地貸し借りについては、ＪＡ蒲郡市の研修を受けた者や、農地において研修を受けた者等とし、借りる農地の面積が10アール以上とする。
２．研修終了後３年以上農業に従事する。また、研修終了して営農開始後２年以内にＪＡ蒲郡市の各部会に加入することとする
	○　新規就農希望者との連絡調整
○　農地保有合理化法人（ＪＡ蒲郡市）が行う研修への参加
○　農機具等の農業資機材購入費や苗・肥料等の一部補助
○　新規就農者への農地情報の提供
○　新規就農奨励金10,000円の支給
	蒲郡市産業環境部
農林水産課
☎ ：0533-66-1126

	
	新規就業者奨励金制度
	年齢50歳未満の方で、新規学卒者が就業する場合や農業又は漁業研修機会で研修を終えて就業する場合
	○　就業区分・年齢に応じて、５～20万円の奨励金
	

	東栄町
	新起就農者受入事業
	新規就農者（新規参入者）受入条件
１．東栄地区でブロイラー飼育及びトマト等を栽培する事。
２．販売する事を目的とする。
３．東栄地区内に住所を有する。
４．労働面から夫婦とも農業に意欲的な家族が望ましい。
５．年齢は概ね60歳以下が望ましい。
６．当面の経営資金を有している。（300万円位）
７．関係する生産組織に加入する。（若鶏生産部会、ミニトマト生産部会など）
	○　トマト・その他新規参入者に対する相談活動
・土地（農用地）貸借・購入相談
・住宅（住居地）の相談・斡旋
・農業各種事業（トマトレンタルハウス等）補助・助成
・栽培・飼育技術指導・支援
・就農準備に関わる生活資金・制度資金
・その他営農・金融指導
	東栄町役場経済課
☎ ：0536-76-1812

	豊田市
	農ライフ創生センター
	[対象者]

市内で就農又は援農を希望する65歳以下の人
[条件]

健康で、２年間の研修をまっとうする意欲があること
	○　２年間の農業研修（基礎教科・専門教科・実践栽培）の実施
↓　修了後
○　希望者に対して、1,000㎡以上の農地のあっ旋や、援農先のあっ旋等
	農ライフ創生センター
☎ ：0565-43-0340

高岡研修所
☎ ：0565-51-3105

下山研修所
☎ ：0565-91-0802



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	四日市市
	新規就農支援事業
	・認定就農者

・農業技能を有し市内で就農するもの
	○　施設・機械等の初期投資経費
	農水振興課

農水政策係

☎ ：059-354-8180

	
	企業等農業参入促進モデル事業
	農業専従者を1名以上配置し市内在住者を雇用
	○　新規参入時の施設・機械等の初期投資経費
	

	
	アグリインターン支援事業
	市内の農地で就農予定者を受け入れる市内の農家
	○　就農を前提とした農業研修生を受け入れる農家への奨励金
	

	
	新規就農技術支援事業
	就農を志す者
	○　就農上必要な栽培技術等取得のための研修
	農業センター

☎ ：059-326-0132

	熊野市
	新規就農自立支援事業
	広域で実施する1年間の先進農家研修を受講する18～45歳のＩＪターン就農研修生
	○　所定の就農研修時に、６か月間（月20日以内）まで一人日額２千円の補助。

○　上記補助終了後、７か月から18か月までは一世帯月額８万円を無利息融資。
	熊野市農業振興課

農業振興第１係

☎ ：0597-89-4111

内線482

	
	新規就農者等施設園芸補助
	18～45歳のＩＪターン新規就農者等
	○　新規に施設園芸を始める場合の整備費の1/2（最低３アール以上で1アールあたり30万円以内、300万円が限度）を補助。
	

	
	農業担い手対策事業
	第一次産業に就く45歳未満のＩＪターン者
	○　民間借家等を賃貸した場合、２年間まで家賃の補助（月額２万円を限度）。
	

	
	ＩＪターン者専用住宅賃貸
	第一次産業に就く45歳未満のＩＪターン者
	○　市の専用住宅を、２年間まで家賃月額２万円で賃貸。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	新発田市
	新規就農者支援事業
	認定就農者
	○　就農支援資金、県内先進地農家研修費の貸付、リース経費を助成、補助事業等の紹介
	新発田市農林水産課

☎ ：0254-33-3108

	
	
	新規就農者

新規就農希望者
	○　左記就農者に対する相談会の開催、アドバイス等
	

	五泉市
	五泉市新規就農者支援事業
	・54歳以下の認定就農者（1戸1法人である自家に、構成員として就農する者を含む）

・規模拡大により経営体を目指す者

・農家子弟については農業所得（1戸1法人の場合は、農業所得に相当する額）が農業従事者1人当たり300万以下であること。ただし、対象となる農業従事者は支援対象者を含み、農業従事日数が年間150日以上の家族の者であること
	○　利用権設定促進

農業経営基盤強化促進法の規定に基づき賃借権を取得する場合において、事業期間を限度として賃借料を支払うのに必要な資金を助成。
	五泉市農林課振興係

☎ ：0250-43-3911

	新潟市
	新規就農者確保・育成促進事業補助金
	新規就農者を雇用した農業者
	○　新規就農者を雇用した農業者に対し、研修費として当該就農者の給料の2分の1相当額を助成する

（上限：80,000円／月、最大12ヶ月）
	新潟市農林水産部

農業政策課

担い手育成係

☎ ：025-226-1768

	三条市
	新規就農者確保総合対策事業
	農家子弟であり、新潟県農林水産業総合振興事業（新規就農者支援）の対象となる者
	○　新規就農者が就農時に機械施設等資本装備を行うのに要する経費に対して10分の1を補助する
	三条市農林課

農業支援センター

☎ ：0256-34-5511

	出雲崎町
	支援あり
	要相談
	○　支援あり
	出雲崎町産業観光課

☎ ：0258-78-2291

	長岡市
	新規就農者技術習得支援事業（県）
	認定就農者
	○　新規就農者等が就農支援資金の融資を受けて先進農家等で研修を行い、その後、５年以上就農した場合に、償還相当額の８／10（県５／10、市３／10）の助成を行うもの。
	長岡市農政課
担い手育成係
☎ ：0258-39-2223

(直通)

	
	新規就農者資本装備支援事業（県）
	認定就農者
	○　農業の若い担い手を確保・育成するため、機会・施設の導入に対して、支援を行う県単補助事業に対して、市町村として上乗せ（事業費の２／10）をして支援を行うもの。
	長岡市農政課
担い手育成係
☎ ：0258-39-2223

(直通)

	魚沼市
	魚沼市新規就農者等支援事業
	次のいずれか

・市内において就農してから３年以内の者

・県の規定に基づく就農計画の認定を受けた者
	○　新潟県農業大学校が行なう新規就農者が受講する研修事業に対し補助金を交付

補助経費：受講料、宿泊費（農業大学校宿泊施設に限る）及び交通費

補助金額：上記総額の２分の１以下
	魚沼市産業課農政室

☎ ：025-799-3485

	小千谷市
	小千谷市定住促進事業補助金
	年齢が４０歳以下であり、住民登録をした日又は就職（就農）した日から６ヶ月以内の方で、U・I・Jターンにより、専ら農業で生計を維持することを目的に就農した方
	○　対象住宅　市内における民間の借家、アパート等　　　　　　　　　　　

○　補助金額　支払った家賃の月額（共益費を除く）と、当該借家等に付属する駐車場の使用料との合計金額の３分の１以内の額（15,000円を上限、千円未満切捨て）を補助

○　交付期間　交付決定の月から３６月を限度とする
	小千谷市建設課
建築住宅係
☎ ：0258-83-3514

	
	都市住民等移住拠点整備事業
	主に都市住民との交流を行っている団体で市長が指定するもの（以下、指定団体とする）
	○　内容　指定団体が、指定団体に加入か加入予定の市外在住の方が、本市に移住するために購入か賃借する住宅について、当該の市外在住の方の依頼に基づいて行う改修などに必要な経費の一部について、補助金を助成する。
○　補助金額　住宅の改修などに必要な経費で、その額が20万円以上のもののうち、２分の１以内の額または50万円のいずれか少ない額
	小千谷市農林課
農村支援係
☎ ：0258-83-3510

	津南町
	就農促進対策事業
	40歳以下、町在住

就農希望、新規参入者
	○　就農を希望する方に研修先をあっせんし、3年以内で月額5万円の研修手当てを貸付
	津南町地域振興課

☎ ：025-765-3115

	上越市
	農業法人新規就業者農業実践研修支援事業費助成金
	全国農業会議所が実施する「農の雇用事業」の採択を受けた農業生産法人等と雇用契約を締結し、就農に必要な技術・経営ノウハウ等を習得するための研修を受ける新規就業者
	○　全国農業会議所が実施する「農の雇用事業」により農業法人等で実践的な研修を行う新規就農者に対して研修参加費の一部を支援する

≪助成額≫

一人当たり月額上限3万円×最長12ヶ月
	上越市農業振興課

☎ ：025-526-5111

	
	農業振興公社農業研修生受入支援事業費助成金
	市内農業振興公社
	○　全国農業会議所が実施する「農の雇用事業」の対象にならない就農希望者を農業研修生として受け入れる市内農業振興公社の研修費の一部を支援
≪助成額≫

一人当たり月額上限12万7千円×最長12ヶ月
	上越市農業振興課

☎ ：025-526-5111

	糸魚川市
	就農支援資金貸付
	研修教育施設の在学者
	○　研修教育施設研修の授業料等の貸付
	糸魚川市農林水産課農業経営支援センター

☎ ：025-552-1511



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	滑川市
	就農研修委託事業

（事業実施主体：市公社）
	・年齢条件：59歳以下
	○　就農希望青年等が就農に必要な知識・技術や農作業を習得するために先進農家で研修する際の研修受け入れ農家へ指導謝金を支給する。

指導員謝金(60,000円/1ｹ所)
	（財）滑川市農業公社
☎ ：076-476-0285

	砺波市
	就農促進モデル市町村設置事業

（事業実施主体：市公社）
	・年齢条件：59歳以下
	○　新規就農希望者等の就農を促進するため、市に於いてもモデルとなる就農支援活動を行うもの。就農希望者の研修先の斡旋や、研修会等の開催により新規就農者の資質向上を支援する。
	（財）砺波市農業公社
☎ ：0763-34-0011

	射水市
	農林漁業新規就業者等支援事業
	１．就業研修者支援事業

・市内に住所を有し、研修終了後市内法人若しくは個人事業者に就職することが見込まれる者。

２．就業者居住支援事業

・認定就農者又は、認定就農者になることが確実と認められる者で、市外から市内へ転入する者。
	１．就業研修者支援事業

　市内農家で県公社の中期研修を実施した場合に日額３千円を限度とし、長期研修にあっては、日額２千円を限度として支給する。

２．就業者居住支援事業

　月当たり１万円を限度とし、最大12月分を支給する。
	射水市農林水産課
☎ ：0766-82-1959

	入善町
	就農促進モデル市町村設置事業

（事業実施主体：町公社）
	年齢条件：５９歳以下
	○　農地・農作業の調整と斡旋

○　体験研修の実施

農業に興味を持つ者に、研修先を紹介し、受入農家に対しては謝金、研修者へは傷害保険を負担する。
	（財）入善町農業公社
☎ ：0765-74-9370

	朝日町
	新規就農者支援事業
	年齢条件：３５歳までの新規就農者
	○　新規就農者に対して奨励金50,000円を支給する。
	産業課
☎ ：0765-83-1100(代)



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	金沢市
	金沢市中山間地域遊休農地活用就農者支援事業
	中山間地域において、遊休農地を利用し、新たに農業参入する者（個人）
	○　就農準備に係る下記項目費用について支援する
・農地借上

　補助期間　10年間

　補助単価　10,000円／10ａ

（農業委員会標準小作料）

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき50,000円

（50aまで）
・土地基盤整備
　補助期間　2年間

　補助単価　1,200円／㎡

　　補助率　　8/10

　　上限　　　2年間で4,800,000円

（50aまで）
・土壌改良
　補助期間　3年間

　補助単価　30,000円／10ａ

（土地改良資材費の標準単価）

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき150,000円

（50aまで）
・生産施設整備費
　補助期間　3年間

　補助単価　施設により異なるので設定なし

　　補助率　　13/30

　　上限　　　3年間で910,000円

（ハウス３棟分＠700,000×3を基準）
	金沢市役所農業総務課
☎ ：076-220-2214

	
	金沢農業大学校修了生等就農支援事業
	金沢農業大学校を修了（予定）した者で、市内で新たに就農する者（個人）
	○　就農準備に係る下記項目費用について支援する
・農地借上

　補助期間　3年間

　補助単価　

平坦地域の田:12,000円/10ａ

　　中山間地域の田:7,000円/10ａ

　　砂丘地の畑:24,000円/10ａ

　　砂丘地以外の地域の畑:8,000円/10ａ

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき120,000円

（50aまで）
・土地基盤整備
　補助期間　2年間

　補助単価　1,200円／㎡

　　補助率　　10/10

　　上限　　　2年間で6,000,000円

（50aまで）
・土壌改良
　補助期間　3年間

　補助単価　30,000円／10ａ

（土地改良資材費の標準単価）

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき150,000円

（50aまで）
・生産施設整備費
　補助期間　3年間

　補助単価　施設により異なるので設定なし

　　補助率　　1/2

　　上限　　　3年間で1,050,000円

　・農業機械設備

　補助期間　3年間

　補助単価　農業機械により異なるので設定なし

　　補助率　　1/2

　　上限　　　3年間で2,880,000円
	金沢市役所農業センター
☎ ：076-249-2744

	金沢市
	
	金沢農業大学校を修了（予定）した者のみで構成され、市内で新たに就農する組織（生産組織）
	○　就農準備に係る下記項目費用について支援する
・農地借上

　補助期間　5年間

　補助単価　

平坦地域の田:12,000円/10ａ

　　中山間地域の田:7,000円/10ａ

　　砂丘地の畑:24,000円/10ａ

　　砂丘地以外の地域の畑:8,000円/10ａ

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき240,000円

（１haまで）
・土地基盤整備
　補助期間　5年間

　補助単価　1,200円／㎡

　　補助率　　10/10

　　上限　　　5年間で12,000,000円

（１haまで）
・土壌改良
　補助期間　5年間

　補助単価　30,000円／10ａ

（土地改良資材費の標準単価）

　　補助率　　10/10

　　上限　　　1年度につき300,000円

（１haまで）
・生産施設整備費
　補助期間　5年間

　補助単価　施設により異なるので設定なし

　　補助率　　1/2

　　上限　　　5年間で2,100,000円

　・農業機械設備

　補助期間　3年間

　補助単価　農業機械により異なるので設定なし

　　補助率　　1/2

　　上限　　　3年間で2,880,000円
	金沢市役所農業センター
☎ ：076-249-2744

	羽咋市
	空き農家・農地バンク制度
	・集落行事への参加

・集落の町会長、役員の入居家族の受入れ了承
	○　助成金等、補助はないが人的支援を行っている。
	農林水産課1.5次産業振興室

☎ ：0767-22-1116

	白山市
	新規就農者育成事業
	新規就農者がJA部会に加入
	○　新規就農者が加入した部会に対し、指導手当及び資材費助成として年100千円／1人を助成。3年間限り。
	市農業振興課

☎ ：274-9540

	輪島市
	新規就農助成事業
	市外から移住した新規就農者
	○　一時金50万円
　　就農支援2万円×12ヶ月
	農林水産課
☎ ：0768-23-1141



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	越前市
	新規就農者住宅支援事業
	・40歳未満

・農業専業経営

・市外から市内へ転入
	○　家賃の1/2以内の額

○　上限2万円／3年以内
	☎ ：0778-22-3000(代)

	若狭町
	若狭町就農研修業務委託
	かみなか農楽舎
	○　就農・定住促進施設であるかみなか農楽舎において研修生受入業務を委託している
	農林水産課　入江
☎ ：0790-45-9102



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	小諸市
	小諸市新規就農者支援施策
	
	○　営農に必要な経費について補助（１００万円以内、１回限り）
○　住宅家賃に対する補助（毎月３万円以内、３年以内）
○　生活費助成（毎月５万円以内、２年間以内）
○　新規就農希望者を育成する農家等への支援（４０万円以内）
○　有機農法支援（５万円以内、３年間以内、生活助成とは重複できない）
	小諸市役所農林課
☎ ：0267-22-1700

	北相木村
	北相木村農林業振興対策事業補助金交付要綱に基づく助成
	
	○　個人で行うほ場整備への助成 （補助率１／３以内）
○　農業近代化資金借入に対する利子補給 （２％以内）
○　パイプハウス、農機具舎の設置に対する助成(補助率１／３以内・事業費上限あり)
	北相木村役場
☎ ：0267-77-2111

	東御市
	
	
	○　制度資金に関する相談窓口
○　新規就農祝い金制度（15年度から）「農業基本条例」の策定に伴い、後継者を含め若年の新規就農者に対して就農祝い金を交付する。
○　新規就農住宅の設置
○　就農トレーニングセンター(就農住宅含む)の設置
○　東御市新規就農等補助金交付要綱に基づく助成
	東御市役所農政課
☎ ：0268-64-5894

	長和町
	長和町地域振興新築住宅助成金交付条例に基づく助成
	
	○　過疎化を防ぎ活性化を図るため、住宅助成措置を講ずる。
○　新築住宅助成金、固定資産税の軽減（１／２相当額×５年間）
	長和町役場産業振興課
☎ ：0268-88-2345

	青木村
	若者定住促進事業
	16歳以上40歳以下
	○　宅地取得後３年以内に住宅建築の着手をした場合は、100万円を限度として宅地取得価格の１割の額を助成
（第３者からの取得で年齢16～40歳までの者に限る）
	青木村役場
☎ ：0268-49-0111

	伊那市
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	伊那市役所農林振興課
☎ ：0265-78-4111

	
	新規就農者等支援資金
	
	○　融資限度額：個人10万円以上300万円以内
：団体30万円以上900万円以内
	

	駒ヶ根市
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
○　研修後の農地の斡旋
	駒ヶ根市役所農林課
☎ ：0265-83-2111

	辰野町
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	辰野町役場産業振興課
☎ ：0266-41-1111

	箕輪町
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	箕輪町役場産業振興課
☎ ：0265-79-3111

	飯島町
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	飯島町役場産業振興課
☎ ：0265-86-3111

	南箕輪村
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	南箕輪村役場産業課
☎ ：0265-72-2104

	中川村
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	中川村役場振興課
☎ ：0265-88-3001

	宮田村
	ＪＡ上伊那農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	伊那市役所農林振興課
☎ ：0265-78-4111

	Ｊ　Ａ
上伊那
	農業インターン制度
	
	○　農業インターン研修中の研修手当の支給
	ＪＡ上伊那営農企画課
☎ ：0265-72-8833

	飯田市
	就農時準備金
	
	○　市が主催する「あぐり実践塾」を修了した者に10万円を支給（夫婦で就農した場合は15万円）
	飯田市役所農業課
☎ ：0265-21-3217

	
	すてっぷ農業資金
	
	○　新規就農者等で市とＪＡの融資審査会を経て融資額300万円以内を農業資金として融資（無利子、融資年度４年を超えない範囲）
	

	南信濃
自治区
	住宅新改築補助金
	本村に永住の意志があり40歳未満の者で、住宅の新築・改築の工事費が１千万円以上あり、他の補助金や補償金の支給を受けない場合
	○　補助金額　150万円
	

	
	結婚祝金補助金
	村内に居住及び住所を有し永住の意思があるカップル。結婚前に３年以上居住及び住所を有し40歳未満であること
	○　補助金　１組10万円
	

	高森町
	就農祝金の交付
	町内に就農して10ヵ月を経過した場合８万円を交付
	○　町内に就農して10ヵ月を経過した場合８万円を交付
	高森町役場産業課
☎ ：0265-35-3111

	阿南町
	営農振興資金
	
	○　町指定の農業振興作物（すもも、柿、りんご、ピーマン、わさび他）の作付けに対し融資（無利子、据置２年含め５年以内、限度額３０万円以内）
	阿南町役場産業振興センター
☎ ：0260-22-4053

	
	住宅新築事業等補助金
	
	①　住宅新増改築補助　工事費が1000万円以上の場合　定額100万円
②　住宅用地取得補助　事業費の１／４以内（限度額100万円）
	

	
	農業用パイプハウス購入補助
	
	○　ＪＡから購入した場合、事業費の40％以内を補助（限度額あり）
	

	阿智村
	
	
	○　新規就農者等が村が指定する振興作物を新たに作付けした場合の苗代及び雨除け資材の補助（１／２以内）
	阿智村役場ふるさと整備課
☎ ：0265-43-2220

	平谷村
	農業用機械貸し出し事業
	
	○　村内の農地を管理する者にトラクター、管理機、マルチャーを有償で貸し出す。
各１日1,000円
	平谷村役場
☎ ：0265-48-2211

	
	住宅新増築補助金
	
	①　住宅新築補助
100㎡以上の新築の場合100万円
②　住宅増築補助
20㎡以上の増築の場合25万円
	

	根羽村
	若者定住祝金
	
	○　夫婦の場合20万円、単身の場合10万円、子供（15歳未満１人につき）５万円を支給
	根羽村役場振興課
☎ ：0265-49-2111

	売木村
	
	
	○　村内の生産者の新規事業・新技術・規模拡大等を支援するための無利子資金融資。個人の場合は100万円以内で２年以内に償還。
	売木村役場産業課
☎ ：0260-28-2311

	天龍村
	若者定住促進事業
	年齢上限40歳・農業分野に限らず
	①　住宅新築補助
1000万円以上の工事費の10％以内を補助(限度額100万円)

②　住宅増改築・空家取得補助
300万円以上の工事費または取得費の10％以内を補助(限度額30万円) 

③　住宅用地取得補助
100万円を限度として、取得額の50％以内を補助
④　Ｕ・Ｉターン助成金
夫婦の場合10万円単身の場合５万円、18歳以下の方　一律２万円を支給
⑤　後継者助成金
新規学卒者で卒業当該年度に村内に就職の場合５万円支給
	天龍村役場振興課
☎ ：0260-32-2001

	泰阜村
	Ｉターン・Ｕターン助成事業
	年齢上限45歳
	①　住宅新増改築補助金
定額80万円、Ｉ・Ｕタ－ンして建設する場合100万円
②　住宅用地取得補助金
取得価額の100分の30以内、限度額100万円
	泰阜村役場振興課
☎ ：0260-26-2111

	豊丘村
	豊丘村新規就農者支援事業
	対象者：就農に対する意志と能力を有し本村に定住しようとする就農認定者
対象者：県の里親農業者の登録を受け、就農認定者の研修受入を行った里親農家
	(1)　就農認定者に対する支援金
①研修支援金　100,000円（研修開始から３ヶ月後）
②就農支援金　200,000円（就農時）
(2)　受入農家への支援金　200,000円（２年間の研修期間終了時）
○　農地及び空家（住居）の斡旋
○　営農（技術・経営）相談
	豊丘村役場産業建設課
☎ ：0265-35-3311

	大鹿村
	Ｉターン・Ｕターン助成事業
	年齢上限40歳・農業分野に限らず
	①　住宅新築補助金
建築費の１／10、限度額100万円
②　住宅用地取得補助金
取得価額の100分の30以内、限度額30万円
	大鹿村役場産業建設課
☎ ：0265-39-2001

	ＪＡみなみ
信 　州
	
	
	○　新規就農支援金
新規就農者がJAから購入した生産購買品に対して、20万円以内の助成金が支払われる。
○　新規就農者支援農家の設置
就農してから１年程度の新規就農者を支援するためのアドバイザー農家を設置
○　施設取得等に関わる資金の金利助成
新規就農に伴う施設取得、土地借用に関わる借入資金の金利助成
	JAみなみ信州生産部
☎ ：0265-52-6644

	木曽町
開田高原
	
	
	○　就農トレーニングハウスの設置による、新規就農希望者の農業研修用住居の確保及び新規就農希望者に対する農業研修の実施
○　基盤整備済み優良農地の新規就農者への貸付斡旋（農業委員会と連携）
○　農業研修コーディネーターの設置
○　研修ほ場の確保
	木曽町役場開田支所
産業振興係
☎ ：0264-42-3331

	松本市
	新規就農者育成対策事業
	
	○ [概要]

市内への新規就農希望者に実践研修を実施し、担い手育成を図る。
○ [事業主体]

ＪＡ松本ハイランド
研修生の営農生活支援資金等、本事業に係る諸経費は、市、ＪＡの拠出により決定する。
	松本市農林課
☎ ：0263-34-3222

	筑北村
	農地流動化奨励金
	
	○　村内に住所を有し耕作を行う主たる農業経営者で、取得後の耕作面積が40ａ以上（野菜・花きの施設栽培は20ａ以上）で農業委員会が認める者が行う村内の農家との農地の貸し借りに対し奨励金を交付
○　交付額
借り手農家　利用権設定期間に応じ10ａ当たり5,000～15,000円
	筑北村役場
☎ ：0263-67-2002

	山形村
	新規就農者支援事業
	対象者：県が実施する里親研修制度に基づき研修を実施後、本村で就農しようとする新規就農者
対象者：県の里親農業者の登録を受け、認定就農者の研修受入を行った農家
	○　就農支援金　10万円（就農時）

○　農家支援金　5万円（研修期間終了後）

	山形村役場農林建設課
農業振興係

☎ ：0263-98-5664

	朝日村
	新規就農者研修受入事業
	45歳まで、最大５名
	○　露地野菜栽培技術の修得のための研修生の受入（45歳まで、最大５名）
研修終了後は農地、資金等の相談に応じる
	朝日村役場産業振興課
☎ ：0263-99-2001

	安雲野市
三郷
	新規就農住宅事業
	
	○　平成12年度に２棟、平成15年度に２棟、平成16年度に１棟設置。
	安曇野市役所農政課
☎ ：0263-77-3111

	生坂村
	(財)生坂村農業公社への支援
	
	○　(財)生坂村農業公社が行う農業後継者育成事業に対する補助金交付
	生坂村農業公社
☎ ：0263-69-3431

	
	ブドウ生産に対する助成
	
	○　ブドウ雨よけ栽培用施設の新設に対し、設置費のおおむね１／４を助成
	

	大町市
	農業研修支援事業
	
	○　就農のために農業研修をする者が、研修期間中の研修に要する経費を補助
補助期間は、最長３年間、月額８万円以内
※おおむね40歳(ただし、園芸作物の就農希望者は60歳)以下で、研修期間終了後、10年以上継続して農業を営むことが見込まれる者
	大町市役所産業建設部
☎ ：0261-22-0420

	
	就農促進支援事業
	
	○　農業研修支援事業を実施した者が、研修期間終了後就農する場合、営農用の資材購入に要する経費。
初年度
営農用資材購入費の１／２　限度額50万円
就農２年目
営農用資材購入費の１／３　限度額30万円
	

	長野市
	就農促進奨励金支給事業
	
	○　専業農業者の就農を支援・激励するため、新規就農後２年を経過し意欲的に農業に取り組んでいる就農者に対し、奨励金を交付する。
・奨励金等
青年（40歳以下）　　　10万円
成年（41歳～55歳まで） 5万円
	長野市役所農政課
☎ ：026-224-5037

	
	長野市芦沼北菜園滞在施設は、新規就農者及び農業体験者に対して入居施設を提供している。
	
	○　建物：木造２階建て105.4㎡、菜園2a含む
○　共同施設等：菜園13a、交流促進施設１棟
○　家賃：20,600円～／月額（菜園使用料を含む）所得に応じて家賃を決定
	

	須坂市
	新規就農者育成支援
	
	○　異業種から参入する新規就農者が先進農家、農業研修機関等で受ける研修に対する支援（研修機関は２年以内とし、月10万円以内の額とする。）
○　新規就農に必要な機械・器具の購入に対する支援（経費の１／２以内　20万円を限度とする。）
	須坂市役所農林課
☎ ：026-245-1400

	高山村
	新規就農者支援事業
	概ね55歳未満で、村が認定する認定就農者
	○　先進的経営体における研修費助成（月額２０千円以内、２年間を限度）
○　農業機械等賃借料の助成（賃借料の２／３但し200千円以内、２年間を限度）
○　就農支援金（５０千円以内、配偶者も就農した場合は１世帯１００千円以内）
○　農地賃借料の助成（１人８５千円以内、２年間を限度）
○　農業共済制度の掛金助成（共済掛金相当額、２年間を限度）
○　住居費の助成（月額10千円以内、２年間を限度）　
	高山村役場
☎ ：026-245-1100(代)

	飯綱町
	新規就農者支援事業
	
	○　家賃補助（新規就農後2年間、月額35,000円を限度とする）
	飯綱町役場

☎ ：026-253-2511(代)

	信州新町
	新規就農者支援事業
	
	①　経営開始から5年間、農地小作料の2分の1以内で50万円を限度として奨励金を支給
②　新規就農後１年間、経営主に１～２万円＋年齢・家族構成に応じた奨励金を交付（40歳未満の場合の最高額６万円）
	信州新町役場経済建設課
☎ ：026-262-2200

	小川村
	新規就農者支援事業
	村内に移住されて生産出荷をする農業経営者で45歳までの方が対象
	○　農地の借料に支援（借料の3分の2、限度額40,000円）
○　生産施設、農業機械のリースや購入に支援
（購入費･借料の10分の3、限度額80,000円）　
	小川村役場

☎ ：026-69-2323

	ＪＡ須高
	新規就農祝い金
	
	○　１人当たり１万円の出資証書を支給する。
	ＪＡ須高営農部
☎ ：026-245-0153

	中野市
	新規後継者研修支援事業
	 
	○　概ね45歳までの市内の農家の子弟で、就農前に先進農家、農業研究機関等での研修（修学中の者及び雇用されている者を除く）を予定している者を対象に、研修期間中１人当たり月額５万円以内を支給する（研修期間中で１年以内を限度とする）
	中野市役所農政課
☎ ：0269-22-2111

	
	先進農業技術支援事業
	
	○　概ね45歳までの市内で専ら農業で生計を維持している者で、一時就農を中断し、先進農家、農業研究機関等での研修（修学中の者及び雇用されている者を除く）を予定している者を対象に、研修期間中１人当たり月額５万円以内を支給する（研修期間中で１年以内を限度とする）
	

	
	新規参入者営農支援事業
	
	○　基本的農業技術を習得済みで専ら農業で生計を維持することを目的に市内にＩターン等をした概ね45歳までの市内で新たに農業を営む予定の者に対して、１人当たり月額５万円以内を支給する。
（営農期間中で２年以内とする）
	

	飯山市
	飯山市農村定住支援住宅事業
	
	○　飯山市内で、主に農業に従事する者の定住を進めているため、その初段階（おおむね2年間）に安価（月2万円諸経費別）な住宅を提供している。
	飯山市役所農林課
☎ ：0269-62-3111

	木島平村
	新規就農者、青年農業者支援事業
	
	○　先進農家・農業研究機関等研修費補助１人１回を限度10万円を上限
	木島平村役場産業振興課
☎ ：0269-82-3111



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	舞鶴市
	農村集落空き家情報バンク　　
	特になし

	○　農村地域の空き家の持ち主から物件の情報を提供してもらい、その情報を新規就農希望者等の利用希望者に紹介して、農村集落に移住してもらおうとするもの
	農林課
☎ ：0773-66-1023

	
	滞在型農林業体験実習施設
	特になし
	○　舞鶴市西方寺地区に設置されている「トレラーハウス」を利用し、新規就農希望者等の受入を行う。
	

	福知山市
	新規就農者育成支援事業
	受入農家
	○　(1)ほ場借り上げ
(2)指導者支援
(3)農機具借り上げ　
	福知山市農業振興課

☎ ：0773-22-6111

（代表）

	
	新規就農者雇用支援事業
	農業法人等
	○　新規就農希望者の雇用費用の一部助成
	

	綾部市
	就農支援奨励金
	１　綾部市に住所を有する方　

２　実践的な研修計画を作成し、市長の認定を受けた方　

３　年齢が認定時において、15歳から39歳までの方　

４　農業に従事してから2年未満の方　

５　研修終了後５年以上継続して農業を営むことを誓約した方　

６　就農研修資金を受けたことがなく、将来に渡り受けない方
	○　支給額　２年以内の研修期間中､月額５万円以内の就農支援奨励金を支給します。
	綾部市産業振興部農林課
☎ ：0773-42-3280
（内線237）

	京丹後市
	新規就農者支援事業　　　
	農家組合等（京都府の担い手養成実践農場整備事業の適用対象であること）　
	○　(1)研修用農地整備事業　実践農場における円滑な研修を可能にするための研修用農地整備に係る作業経費を助成する。　　

(2)研修用機械等整備事業　実践農場における研修条件を整備するための農業機械等の確保に係る賃借料を助成する。　
	農林水産環境部農政課　☎ ：0772-69-0410

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	京丹後市
	新規就農研修資金償還助成事業
	京都府就農研修資金を借り受け、就農研修を行った後、市内に就農する者で、次に掲げるすべてを満たす者　
ア　資金を借り受け、就農研修を行う18歳から39歳までの青年
イ　研修終了後直ちに市内で就農し、かつ、５年間以上継続して農業経営を行う者　
ウ　非農家出身の者又は農家出身で、就農に当たり就農施設等資金を研修資金の概ね倍額以上借り受け、経営基盤の強化を図る者
	○　事業対象者の資金に係る借り入れ総額の３分の２以内　ただし、平成17年３月31日以前の事業適用については、借り入れ資金の全額を助成する。
	農林水産環境部農政課　☎ ：0772-69-0410

	京丹波町
	京丹波町農業後継者育成対策
	新規就農者及び後継者（おおむね40歳まで）
	○　新規就農者及び後継者が施設、機械整備を行う場合、補助対象経費の10分の５以内（300万円上限）を補助する。京丹波町農業後継者育成対策補助金交付要綱による。
	京丹波町産業振興課　　　　☎ ：0771-82-0200


	伊根町
	就農支援資金償還助成事業　　　　　　　
	一定の要件を満たす新規就農者
	○　町内において、就農することが確実な認定就農者が借り受けた資金に対して償還助成を行う。　
	伊根町役場地域整備課☎ ：0772-32-0505

	
	実践農場整備支援事業
	担い手づくり後見人
	○　就農を希望する新規就農希望者に対して、技術習得から就農まで一貫して支援を行う。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	三田市
	農地あっせん事業
	農地の売買、貸借を希望する者
	○　農地の取得、借入を希望する者と農地の売却、貸付を希望するものを登録し、マッチングを行う。
	三田市農業委員会事務局

☎ ：079-559-5178

	猪名川町
	ニューファーマー養成講座
	町内在住　50～60歳台
	○　講義・実習
	総務部コミュニティ課

☎ ：072-766-8784

	加西市
	就農定着対策事業
	１　概ね45歳以下の者であること
２　就農地区の平均以上の農業経営をめざす意欲と能力を有すること

３　農家以外の出身者等農業生産基盤相続等により取得することが見込まれないこと

４　この事業による研修終了後は、速やかに原則として実施市町において就農すること。ただし、雇用就農も可とする。

５　上記１から４の要件を満たし、且つ、地域協議会の推薦による者
	○　研修費並びに農地賃借料の助成

	加西市農政課

☎ ：0790-42-8741

	養父市
	新規就農実践事業補助金
	概ね45歳以下で市内に定住し、就農予定地区の平均以上の農業経営を目指す就農者で、農地を相続等により取得することが見込めないこと
	○　研修費補助金は、月額15万円とし研修開始後2年間を限度とする。

○　研修終了後、利用権設定により農地を1年以上賃貸する場合の賃借料の2分の1以内を農地賃借料補助金として就農後5年を限度に交付する。
	養父市産業経済部
農林振興課農政係
☎ ：079-664-1451

	丹波市
	新規就農促進事業
	・概ね45歳以下の者で市内において研修及び就農できる者
・生業としての農業経営を目指す意欲と能力を有する者

・非農家等農業生産基盤を相続等により取得することが見込めない者

・研修終了後は、速やかに市内において就農できる者（雇用就農可）

上記の要件を満たし、かつ、研修実施計画及び経営計画を市町が認定した者
	○　研修費助成　月額100,000円以内

○　戸建借家助成　賃借料の1/2（月額上限40,000円）

○　特定法人貸付農地リース料助成　初年度分のみの全体額の1/2（上限100,000円）

○　遊休農地復元助成　10a当たり50,000円

　補助金の額は予算の範囲内とする
	丹波市農林振興課
☎ ：0795-74-1465

	洲本市
	新規就農定着促進事業
	H19.4以降に就農し、認定就農者であること。就農時点で39歳以下
	○　農業機械や施設の購入費を最大400万円（補助率1/2以内）を助成する
	農政課

☎ ：0799-33-1924

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	洲本市
	就農支援資金貸付制度
	認定就農者
	○　就農に必要な資金を無利子で貸し付ける
	農政課

☎ ：0799-33-1924

	
	新規就農チャレンジ事業
	兵庫楽農生活センター（就農コース）、農業大学校、農業高校を卒業・終了就農希望者
	○　チャレンジプランが採択された場合、農業用機械、設備のリース料の1/2（上限1,000千円）を補助する
	

	淡路市
	就農希望者研修費助成事業
	１　概ね45歳以下の者あること。

２　就農地区の平均以上の農業経営を目指す意欲と能力を有すること。

３　農家以外の出身者等農業生産基盤を相続等により取得することが見込まれないこと。

４　この事業による研修終了後は、すみやかに原則として研修実施市町において就農すること。ただし、雇用就農も可とする。
上記１から４の要件を満たし、且つ、地域協議会の推薦による者。
	○　就農地等の斡旋を行うとともに研修体制の整備・研修期間中の研修費を助成する。

　・研修期間　原則として研修開始日から3年以内

　・研修費の助成

　　1年目　月額150,000円

　　2年目　月額100,000円

　　3年目　月額50,000円
	農林振興課

☎ ：0799-64-2512

	
	就農地等賃借料助成事業
	就農希望者研修費助成事業の対象者で、自ら農業を営むため原則として農業経営基盤強化促進法により農地を賃借する者及び条件不利地域等においてビニールハウスを賃借する者。
	○　自ら農業を原則として農業経営基盤強化促進法により農地を賃借する場合及び特定農山村地域、振興山村地域、過疎地域、離島地域、中山間地域等条件不利地域においてビニールハウスを賃借する場合に、その賃借料を助成する。
	農林振興課

☎ ：0799-64-2512



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	大和高田市
	担い手確保事業（新規就農支援）
	・３９歳まで

・市特産野菜の生産

・市内在住
	○　研修農家の紹介

○　農地のあっせん

○　就農に必要な技術、知識等の指導
	大和高田市担い手確保協議会（事務局：大和高田市）
☎ ：0745-22-1101(代)

	曽爾村
	定住促進奨励金交付制度
	転入者（新規及びＵターン者）
	○　転入定住者に奨励金を交付。第１次産業就業者最優遇
	曽爾村役場総務課

☎ ：0745-94-2101



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	新宮市
	新宮市熊野川町区空き家・空き農地情報バンク制度
	新宮市熊野川町内への定住等を目的とする者
	○　農地の荒廃防止及び定住促進による地域活性化を図るため、新宮市熊野川町内に存する空き家及び農地の情報収集及び情報提供を行う。
	新宮市役所

熊野川行政局

住民生活課

☎ ：0735-44-0301

	串本町
	串本町遊休農地活用支援事業
	町内在住者

町内農地
	○　農業経営基盤強化促進事業を通じて、賃借権及び使用貸借により権利設定し、1年以上耕作されていない3アール以上の農地で一般作物を耕作する場合、1アール当たり1年目6千円、2年目3千円、3年目千円を交付する
	串本町役場

農林水産課

☎ ：0735-62-0555(代)

	
	串本町農作物鳥獣害防止対策事業
	町内在住者

町内農地
	○　事業費の1/2以内（最高10万円、1メートル当たり900円以内）を補助する。ただし材料費のみ。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	倉吉市
	就農条件整備事業
	認定就農者等
	○　農協が認定就農者等に対し、就農時に必要な機械・施設を貸与するために整備する場合又は認定就農者自ら就農時に必要な機械・施設を整備する場合に助成（就農時から5年以内、補助率1/2、上限2,000万円）
	倉吉市役所農林課

☎ ：0858-22-8157

	
	農地賃借料助成事業
	認定農業者
	○　農地を3年以上賃借権設定し借入れた場合に貸借料を補助する（就農時から5年以内、限度額20万円／年）
	

	米子市
	農地貸借料補助金
	認定就農者等
	○　認定就農者等が農地の賃借権を設定されたときに5年間を限度として20万円以下を補助する
	農林課
☎ ：0859-23-5221

	南部町
	就農条件整備事業
	認定就農者
	○　就農時に必要な機械、施設を整備する際の経費助成
	産業課

☎ ：0859-64-3783

	
	担い手規模拡大促進事業
	認定農業者
	○　3年以上の賃貸借による利用権設定をした場合4000円／10aを交付
	

	
	定住促進奨励金交付事業
	
	○　町内で新たに土地及び住宅取得者に対し、固定資産税相当額を交付（5年間）
	企画政策課

☎ ：0859-66-3113

	日吉津村
	日吉津地域就農チャレンジ塾
	就農希望者
	○　就農希望者に対し、野菜の栽培方法や知識を講義と実際にほ場を使用した実習を通して学んでいただく。
	日吉津村農業委員会事務局
☎ ：0859-27-5953

	大山町
	就農条件整備事業
	
	○　新規就農者が営農を開始する時の機械・施設への助成
	農林水産課

☎ ：0858-58-6116

	
	就農活動支援事業
	
	○　農業に興味を持っている人へ農業講習の機会を提供
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	松江市
	担い手育成支援対策
	対象者：農業の実地研修者を受け入れた農家
	○　助成額：研修者１人当たり月額５万円
○　助成期間：１年間を上限
	くにびき農業協同組合
営農部　農業企画課
☎ ：0852-55-3030

	
	新規就農者支援対策
	対象者：60歳未満の新規就農者
条件：就農計画の認定を受けた者
	○　助成額：月額10万円
○　助成期間：就農後２年間
	

	浜田市
	浜田市ふるさと農業研修生育成事業
	市が定める基準に合致した農業技術研修の研修者の内、ＵＩターン者
	○　市が定める規定に基づいた農業研修制度の支援
	浜田市役所（農林課農政係）
☎ ：0855-22-2612

（内線427）
浜田市農林業支援センター

	
	
	
	○　研修受入農家と市が委託契約し、受入農家から研修生へ賃金支給

○　家賃等の助成
	

	出雲市
	出雲市アグリビジネススクール就農チャレンジ科
	市内で新たに就農を目指す者
就農後３年以内で基礎から勉強したい者
	○　就農支援
・研修から開園まで受講生の就農を関係機関が円滑に支援します。
○　研修期間／１年間（12月～翌年11月）
■ぶどうチャレンジ講座
・受講料／２万円
・定員／10名
・研修内容／【基礎研修（講義）】13回
【実践研修（研修農園での実地栽培）】時期の管理随時
【栽培実習（受け入れ農家での作業実習）】毎週２日以上
■柿チャレンジ講座
・受講料／１万円
・定員／10名
・研修内容／【基礎研修（講義）】13回
【実践研修（研修農園での実地栽培）】時期の管理随時
■いちじくチャレンジ講座
・受講料／１万円
・定員／10名
・研修内容／【基礎研修（講義）】13回
【実践研修（研修農園での実地栽培）】時期の管理随時
■野菜チャレンジ講座
・受講料／１万円
・定員／10名
・研修内容／【基礎研修（講義）】13回
【実践研修（研修農園での実地栽培）】時期の管理随時
	出雲市産業観光部
農林政策課
アグリビジネススクール
☎ ：0853-21-6122

FAX：0853-21-6998

	出雲市
	21世紀出雲農業ﾌﾛﾝﾃｨｱﾌｧｲﾃｨﾝｸﾞﾌｧﾝﾄﾞ事業（多様な農業者等支援事業）
	・自給を目的とする農業を営む多様な農業者

・新規就農者
	○　出荷を目的とする園芸作物生産又は畜産経営に新たに取り組む方に対する施設・機械整備への助成
	出雲市農林政策課

☎ ：0853-21-6557

ＪＡいずも営農企画課

☎ ：0853-21-6041

	益田市
	益田市就農者等育成研修制度
「定年帰農講座」
	定年退職者又は退職予定者であって概ね50歳以上の方（市内在住又は市内居住予定の方）
	○　期間：１年間
○　内容：市内研修施設において野菜・果樹等の基礎的栽培技術についての実習・講義
就農相談
○　経費：保険料・諸材料費について実費
	益田市農林水産課
担当：沖
☎ ：0856-31-0312

FAX：0856-24-0452

	大田市
	
	
	空家情報の提供等
	大田市総務部地域政策課
☎ ：0854-82-1600(代)

	安来市
	安来市新規就農研修制度
	安来市において新規就農が可能な64歳未満の者
	○　研修期間
１年間
○　研修費補助
・安来市　５万円（１ヶ月）
・(財)ふるさと島根定住財団
産業体験事業　３ヶ月以上で５万円（１ヶ月）
○　新規就農研修生滞在施設
ワンルーム（52m2）ロフト付き
使用料２万円（１ヶ月）
無料駐車場完備
水光熱費は実費負担
○　研修先
・指導農業士の農場で実践研修
農業（栽培・飼育）技術の修得
・農業関係団体が主催する農業経営研　　修
簿記研修、パソコン研修、農業機械操作研修
○　その他
傷害保険加入（掛金は安来市が負担）
	安来市産業振興部
農林振興課
担当：森藤
☎ ：0854-23-3330
FAX：0854-23-3382

	江津市
	農山村滞在と定住促進事業
	Ｕ・Ｉターン者
	○　「住居」と「仕事」の紹介
	農林商工課

商工観光係
☎ ：0855-52-2501
（内線1445～6）

	
	定住促進空き家活用事業
	
	○　市が所有者から空き家を借り、修繕後に市営住宅として低家賃で貸し出す
	

	雲南市
	定住対策促進事業
	UIターン者等
	○　雲南市内の空きや調査の実施。

空き家が借りたい人、買いたい人のために情報を提供。

併せて、「雲南市空き屋改修事業補助金」制度を設置。
	雲南市政策企画部地域振興課

☎ ：0854-40-1013

	奥出雲町
	奥出雲町短期農業体験事業
	県内外出身者で、今後奥出雲町に定住し、新たに農業に取り組む見込みのある健康な方
18歳以上（男女は問いません）
体験期間１週間以上～１年以内
	○　体験費助成：３ヶ月以上体験の方に滞在研修費５万円を貸与
○　体験宿泊施設：１ＤＫ、ロフト付き、月額8,400円（ただし、光熱費は実費負担）
○　体験内容：(社)奥出雲町農業公社農場又は先進農家での農業体験
○　体験終了後：奥出雲町の他産業に従事されても助成金の返還は免除されます。
○　厚　 生 　費：就業保険に加入
	奥出雲町　農業振興課
担当：荒川、安部
☎ ：0854-54-2513
FAX：0854-54-1229

	
	奥出雲町農業者インターン制度
	18歳以上の方
	○　研修の内容：奥出雲町実践研修農場等（奥出雲町農業公社農場）において農業に関する知識、基本技術および農業経営に関する研修
○　研　修　費：月額15万円貸付
○　活　動　費：公社負担又は実費
○　住　　　居：町営住宅等を斡旋（費用は実費負担）
○　身元保証人：２名が必要
○　就農支援：営農計画策定支援、就農支援資金の斡旋、経営初期の資金支援
○　農地の斡旋：農業公社から賃貸借又は取得の斡旋
○　支援団体：島根県（農業普及部）、JA雲南、奥出雲町ほか
	奥出雲町　農業振興課
担当：荒川、安部
☎ ：0854-54-2513
FAX：0854-54-1229

	奥出雲町
	奥出雲町若者定住対策事業就職奨励金
	奥出雲町内に転入し町内企業へ就職又は、就業された方
	○　奥出雲町内にI・Uターンし３年以上定住する方に50千円を奨励金交付。

○　奥出雲町内に転入し町内企業へ就職又は、就業された方を対象とする。
	奥出雲町　農業振興課
担当：荒川、安部
☎ ：0854-54-2513
FAX：0854-54-1229

	斐川町
	新規就農者経営安定助成金交付事業
	新規就農者で、就農計画に基づく研修を終了した後、専業的に農業に従事するもの
	○　月額15万円以内を２年間交付する（ただし、就農後引き続いて5年間県内に専業的に農業に従事しなかった場合等には、助成金の全部または一部を返還）
	斐川町役場農林振興課
☎ ：0853-73-9220

	川本町
	川本町新規就農者経営安定資金貸付事業
	川本町内で新たに農業経営を開始する認定就農者で県及び町が認定した就農計画に基づく研修を受け、青年（18～40歳未満）、中高年（40歳以上65歳未満）であること。（財団法人しまね農業振興公社新規就農者経営安定資金貸付業務規程の対象となる認定就農者）
	○　貸与金額　月額　上限15万円以内で貸付利息は、無利子

○　貸付期間は新規経営開始者　２年間以内、経営基盤等継承者１年間以内
	川本町役場産業振興課

☎ ：0855-72-0636

	美郷町
	美郷町Ｕ・Ｉターン就農支援補助事業
	Ｕターン者、Ｉターン者
	○　Ｕ・Ｉターン者で町内農業に従事する　者
１ヶ月あたり３万円（限度額：72万円）
	美郷町　産業振興課
担当：大畠
☎ ：0855-75-1214

FAX：0855-75-1218

	
	美郷町青年農業者初期経営安定資金貸付
	認定就農計画に従って、町内で新たに自ら農業の経営を開始し、専業的に農業に従事する者
	○　１ヶ月あたり10万円（２年以内）
	

	邑南町
	邑南町研修制度

「邑南町ワーク＆スタディプラン」
	香木の森園芸福祉ｺｰｽ

概ね22歳～35歳

独身女性
農業コース
概ね22歳～35歳

男女（既婚等可）
	○　香木の森公園・農家で１年間研修する

月13万円の滞在費支給

傷害保険有り

定住・新規就農相談支援
	邑南町　定住企画課
☎ ：0855-95-1117

FAX：0855-95-0223

	津和野町
	津和野町青年農業者等早期経営安定資金
	・青年農業者(法第4条第1項の認定を前条第1項第1号の期間において受けた者に限る。次号において同じ。)で、認定就農計画に従って県内で新たに自ら農業の経営を開始したもの

・県内農業法人等で、青年農業者が認定就農計画(将来青年農業者がその経営を継承する内容のものに限る。)に従ってその営む農業に就業したもの

・県内農業法人等(法第４条第１項の認定を前条第１項第１号の期間において受けた者に限る。)で、認定就農計画(将来青年農業者にその経営を継承させる内容のものに限る。)に従ってその営む農業に青年農業者を就業させたもの
	○　青年農業者及び青年農業者をその営む農業に就業させた農業法人等(以下「青年農業者等」という。)に初期経営の安定を図るための資金の貸付けを行う。
	津和野町農業担い手　　　　　　支援センター　　　　　　　　　
☎ ：0856-72-0653

	
	津和野町新規就農林業就業者支援資金
	旧日原町に在住する本町の次代を担う新規認定農林業者
	○　農林業経営が安定するまでの期間について、生活に関する不安を軽減するため、認定者に対して新規就業者支援資金(以下「資金」という。)の貸与を行う。
	

	海士町
	青年農業者初期経営安定資金貸付
	島根県が認めた

新規就農者
	○　初期経営安定資金貸付：50千円／月×12月
	地産地商課
☎ ：08514-2-1824

	
	共同利用機械貸付
	農業者
	○　町所有の農業用機械（各種）貸付（使用料有）
	

	西ノ島町
	町有牛貸付事業
	本町に住所を有し、肉用牛の飼育に熱意を持つ者等
	○　町が所有する繁殖牛を希望者に貸し付ける制度。

　貸付後１産目の売上を町に預託し、２産目から５産目までに生まれた雌牛を町へ返納後、預託金返還する。雌牛の返納を受けた時点で貸付中の町有牛は、農家に譲渡され、返納された雌牛は新たな町有牛として貸付を行う。
	西ノ島町役場地域振興課

☎ ：08514-6-0105

	
	町有馬貸付事業
	本町に住所を有し、肉用馬の飼育に熱意を持つ者等
	○　町が所有する繁殖馬を希望者に貸し付ける制度。

　貸し付け後に、生まれた最初の雌馬を町へ返納すると、貸付中の町有馬は農家に譲渡され、返納された雌馬は新たな町有馬として貸付を行う。
	

	隠岐の島町
	青年農業者等早期経営安定資金
	認定就農者
	○　新規就農者の早期の経営安定を図るため、就農後、月額100,000円を上限とし貸付ける。（最長１年刊）
	隠岐の島町農林水産課☎ ：08512-2-8563

	
	農業活性化対策支援事業費補助金
	認定就農者
	○　認定就農者が、就農後３年以内に農業用施設・機械を取得する場合、取得価格の一部を助成する。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	岡山市
	新規就農者総合支援事業
	岡山市内で就農を希望している者
	○　就農サポートセンター配置の総合コーディネーターによる新規就農への相談（研修・農地・住居・資金等）、就農プラン作成等のサポート
	岡山市就農サポートセンター

☎ ：086-803-1347

	
	有機農業体験研修
	有機農業志向就農希望者

（あらかじめ募集を行う）
	○　有機栽培の技術的支援（生産・出荷・販売までを体験する）
	岡山県備前県民局農林水産事業部

農畜産物生産課

☎ ：086-233-9827

	倉敷市
	就農促進トータルサポート事業
	農業実務研修生
	○　研修費の上乗せ
　・５万円
	倉敷市役所
農林水産課

☎ ：086-426-3425

	井原市
	就農奨励金支給事業
	新たに井原市で農林漁業に従事した者。

条件については、岡山県農林漁業担い手育成財団が別途定める。
	○　岡山県農林漁業担い手育成財団の内容に準ずる。
	井原市役所建設経済部

農林課

☎ ：0866-62-952

	高梁市
	就農促進トータルサポート事業
	山光園入植者
	○　研修費の上乗せ

　・５万円

　・補助期間　実務研修２年目
	高梁市備中地域局

地域振興課

☎ ：0866-45-4514

	
	山光園入植者への補助
	山光園入植者
	○　住宅費補助

　・家賃２万５千円の半額補助

　・入植から３年間

　　入植１年目＝実務１年目
	

	
	
	
	○　新規就農住宅の購入助成

　・100万円の助成（購入の場合）

　・入植６年以内
	

	
	
	
	○　農地の貸借助成（補助額・補助期間）

　・入植１年目：２万円（全額）

　・入植から３年間：半額助成

　・入植１年目＝実務１年目
	

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	高梁市
	就農奨励金支給事業
	新規参入者
	○　就農（業）奨励金対象年齢の引き上げ

　・39歳以下→55歳以下

　・就農６ヶ月以降

○　就農（業）奨励金の上乗せ

　・30万円→100万円

　・就農６ヶ月以降
	高梁市役所産業経済部

農林課

☎ ：0866-21-0223

	新見市
	新規就農者確保・育成に関する事業
	条件無し
	○　農業見学・短期農業体験

　・年間を通じ、ピオーネ栽培の見学や体験ができる

　・期間は、日帰り～
	新見市役所

農林課

☎ ：0867-72-6133

	
	
	ピオーネの生産を目指し農業実務研修を終えた人
	○　地域定着手当て（研修３年目）の支給

　※新見市独自

　・３年目の研修費を支給
	

	
	
	39歳以下
	○　住宅新築費の補助
	

	
	
	
	○　借家賃借料の補助

　・農業実務研修開始又は就農開始から２年間について、民間の借家賃借料に対しての補助制度
	

	
	
	
	○　借家リフォーム費の補助

　・民間の借家に入居する際生活するために必要となる修繕費用に対しての補助制度
	

	
	
	39歳以下
	○　就農奨励金の支給

　・就農開始後、将来に渡り農業経営を継続していくと認められた場合、就農奨励金を支給
	

	
	
	
	○　施設・設備の補助

　・農業経営に必要となる果樹棚やビニールハウス等を導入する経費についての補助制度

　　但し、農協の各作目生産部会に属するこ　　　　

　　と
	

	
	
	実務研修生（ピオーネのみ）
	○　就農促進トータルサポート事業

　・研修費の上乗せ

　・実務研修２年目
	

	備前市
	備前市就業奨励補助金
	新たに備前市で農林漁業を経営する者
	
	備前市役所農林水産課

☎ ：0869-64-1831

	瀬戸内市
	TEAM60プロジェクト

実施主体：瀬戸内農業経営者クラブ
	就農希望者
	○　農業体験を通した就農支援

　・月１回の体験
	瀬戸内市役所

産業振興課

☎ ：0869-22-3934

	赤磐市
	赤磐市農林業就業奨励金
	赤磐市在住で、39歳以下の新たに専業として農林業に従事する者

条件については、岡山県農林漁業担い手育成財団が別途定める
	○　岡山県農林漁業担い手育成財団の内容に準ずる。
	赤磐市役所

産業振興課

☎ ：086-955-6174

	真庭市
	新規就農者等サポート事業
	新規就農者又は帰農者
	○　農地の賃借助成

　・農地賃借料の1/2助成

　・就農から３年間

○　農家の賃借助成

　・農地賃借料の1/3助成

　・就農から３年間
	真庭市役所産業観光部

農業振興課

☎ ：0867-42-1031

	新庄村
	中山間地域活性化対策事業
	就農希望者等住民票を移した者
	○　住宅の改修

　・300万円

　・補助期間　１年

　・借受期間　10年
	新庄村役場

産業建設課

☎ ：0867-56-2628

	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	鏡野町
	鏡野町新規就農奨励事業
	・将来にわたり専業（年間従事日数がおおむね200日以上）として、農業経営を続けていく意志と条件を有すること

・年齢が、就農開始年度初めにおいて、15歳以上40歳以下であること

・夫婦で該当する場合は、いずれか一方のみに交付するものとする

・町内に住民票を有するとともに生活の実態があり、今後も居住し続けること
	○　新たに町内で農業に従事する者に対し、定額で奨励金の交付を実施

　・第１年度　40万円

　・第２年度　30万円

　・第３年度　30万円

　（財団が支給する奨励金に対する上乗せ支給を行う）
	鏡野町役場

産業観光課

☎ ：0868-54-2987

	勝央町
	住宅助成
	就農促進トータルサポート事業における農業実務研修生
	○　実務研修期間中に家賃補助を行う
	勝央町役場

産業建設部

☎ ：0868-38-3112

	美咲町
	就農促進トータルサポート事業
	農業実務研修生
	○　研修費の上乗せ　５万円

　・実務研修２年目
	美咲町役場

産業建設課

☎ ：0867-28-4412

	吉備中央町
	ピオーネ就農支援事業
	・満55歳未満の者で、町内住所を有する者もしくは既に居住している者

・栽植予定の土地が確保できていること

既に新植している場合には、２年以内の者

・申請時点で、岡山県が行う農業実務研修を受けていないこと
	○　吉備中央農業公社にて、ピオーネ栽培に関する研修を行う（研修費を月10万円受取）
	吉備中央町役場

農林課

☎ ：0866-254-1318

	
	就農促進トータルサポート事業
	農業実務研修生
	○　研修費の上乗せ　５万円

　・実務研修２年目
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	広島市
	“ひろしま活力農業”経営者育成事業
	(1)18歳から原則40歳

(2)研修終了後，直ちに広島市内に居住し野菜栽培で就農する見込みがあること

(3)就農後，地域の方々と協調して活動できること
	○　基礎研修（１年目）野菜栽培の基礎の実習及び学科，体験実習・視察（市財団法人）

○　実地研修（２年目）農業経営のシミュレーションにもとづく栽培実習（就農予定地）

○　就農支援（終了後） 農地の斡旋　農業施設の確保　経営・技術指導
研修期間　平成21年４月から２年間
募集人数　２名以内
受講料　原則としてセンター負担
	財団法人広島市
農林水産振興センター
園芸課担い手育成係
☎ ：082-845-4347

FAX：082-842-2149

http://www.hiroins-

net.ne.jp/hiroagri/

	
	スローライフで夢づくり
(定年就農者)
	(1)広島市に居住する者，または居住見込みの者

(2)原則50歳以上（早期退職者も募集対象）

(3)研修終了後（平成22年４月以降），斡旋する10ａ以上の農地に就農する見込みがあること

(4)就農後，農地等の適切な管理を行うとともに，地域の方々と協調して活動できること
	○　研修内容

栽培の基礎実習（播種・育苗方法，農機具の使用方法，土壌管理の方法等）及び学科

先進農家で体験実習・視察
○　研修場所

広島市農林水産振興センター，先進農家，市内直売所，研修農場等
○　研修期間

平成21年４月１日から１難関。原則として週３日，午前９時から午後３時まで
○　農地の斡旋

研修終了後に農業振興地域内の農地（安佐南区沼田町・安佐北区白木町・高陽町

安佐町・安芸区阿戸町・佐伯区のうちいずれか）を中心に斡旋します。
	

	
	ふるさと帰農支援事業
	(1)広島市内の農家の出身で年齢は原則50歳以上

(2)就農できる農地がある人で，研修終了後，市内で野菜や花の販売農家として就農できること
	○　対象作物・研修内容

・栽培の基礎実習（は種・育苗方法・農機具の使用方法・土壌管理の方法・出荷方法等）

・講義（農業法令，鳥獣害対策，土壌肥料，病害虫防除，営農等）先進農家で体験実習・視察
○　開講場所

広島市農業振興センター，先進農家，市内直売所等
○　研修期間

平成21年４月から１年間，週１日（64回コース）・月２～３回（33回コース）

１回当り２時間（講義）から半日（基礎実習，体験実習・視察）程度
○　研修費用

　研修にかかる費用は農林水産振興センターが負担（保険料，教科書代など実費）
	

	呉市
	
	呉市在住者

65歳以下

呉市内で農地５ａ以上所有していること。もしくは所得見込みのあること

自立経営のできる農業者を目指すものであること。
	○　年間20回程度，野菜と花きの講習，農業実習を中心とした研修を受けながら，受講者個人の圃場においても，受講した作物を中心に実際に栽培し，就農の第一歩とする。

研修終了後も，個別に技術相談，経営相談に応じ，就農のためのフォローアップを実施する。
○　募集

市政だより５月号（４月配布）に掲載
	呉市産業部農林振興課   　　　 ☎ ：0823-25-3318

	
	
	呉市在住で，呉市内で農業を実施する者
	○　期間　４月～翌年３月
○　営農の効率化や，生産意欲増進等を目的として，効率的かつ効果的な生産施設及び

設備，その他必要な器材等を導入する。
○　農業生産の改善等に必要な施設等の購入費のうち適当とみられる経費に補助する。
	

	
	
	呉市在住で，呉市内で農業を実施する者
	①　農業生産を行う上で必要な施設，資機材等を導入するための購入資金。

②　農地等改資金

③　災害復旧資金
　申込先

ＪＡ呉・ＪＡ広島ゆたか・ＪＡ芸南
　貸付限度額

　①②　400万円または対象事業費の80％いずれか低い額

③　  800万円または対象事業費の80％いずれか低い額
償還期間

①　　 ５年以内

②③ 　８年以内　　　　　　　　　
（いずれも１年以内据置元金均等償還）
金利

①②　貸付日の近代化資金の利率×0.9
③　　貸付日の近代化資金の利率×0.9

×0.5
	

	廿日市市
	廿日市市新規就農者育成事業
	本市で営農を開始する見込みのある、18歳～原則40歳の者

年若干名　　
	○　募集・選考

研修年の前年の11月に募集開始、12月に選考、年末から新年にかけて決定する。

市広報（10月又は11月号）で公募する。
○　研修期間

　原則１年間
○　研修方法

廿日市市新規就農者育成協議会を構成する認定農業者に研修を依頼して営農、経営手法を学ぶ。（就農時：農地あっせんあり）

併せて、公的な指導機関で15日程度の研修を行う。
○　研修費

　研修費のみ無料（生活費、交通費等は研修生負担）
	廿日市市農林水産課　　担当者　上中　一之　　
☎ ：0829-20-9143

	三原市
	三原市新規就農者研修事業
	市内に住所を有する者又は有する見込みのある者

研修終了後直ちに市内で就農する見込みのある者

研修開始時点で18歳から40歳未満の者

研修の全期間について参加可能である者
	○　対象作物　野菜

○　開講場所　大和町野菜振興センター
○　研修期間　４月から３月の平日１日４時間（原則）
○　募集人数　若干名
○　奨励金　時間当たり８７０円
	三原市農林水産課　　☎ ：0848-67-6077

	東広島市
	東広島市新規就農者育成研修事業
	市内に住所を有する者で，次のいずれにも該当するもの。

①18歳以上40歳未満の者

②高等学校を卒業した者又はこれと同等の学力を有し、研修の受講が可能な者

③研修の全期間について研修に参加でき，かつ、通所可能な者

④研修終了後、市内で就農し、生業としようとする意欲のある者

⑤①～④の規定に関わらず、市長が特に意欲があると認めたもの。
	○　対象作物　野菜・花き
○　開講場所　東広島市園芸センター
○　研修期間　４月１日から翌年の３月31日までの１年間
○　募集人数　若干名
○　研修内容

野菜及び花きの栽培における基本的技術を修得するための実践的な内容を主体とし、実習その他講義等をもって構成する。
○　奨励金　研修期間中予算の範囲内において研修奨励金を交付する。
○　募集人数　平成22年度研修生の募集は、第１回（平成21年６月１日～９月30日）。

定員に満たない場合は，追加募集あり。
	東広島市園芸センター
〒739-0267

東広島市志和町別府247

☎ ：082-433-4411

FAX：082-433-6432

	東広島市
	
	
	
	

	
	東広島市野菜・花き・果樹生産講座
	市内に農地があり，在住しており，野菜・花き・果樹のいずれかを出荷し，所得を得ようとする人
	○　研修期間　１年間、約12回（コースにより異なる）
○　研修時間　平日２～３時間程度（各コース１回／１月）
○　コース　園芸作物の生産に関する栽培技術、経営について実習、講義を行う。

野菜・花き・果樹・イチゴの４コース
	東広島市園芸センター
〒739-0267

東広島市志和町別府247

☎ ：082-433-4411

FAX：082-433-6432

	
	東広島市農水産業振興事業
	①新規就農者育成研修を現に受けている者で、当該研修が終了した後直ちに　　 市内で農業に従事しようするもの

②認定就農者
	○　栽培施設（床面積がおおむね360平方メートル以上のもの）に係る次のものの購入に要する経費

①　本体

②　付帯設備
	

	福山市
	農業担い手研修生
	１　年齢は62歳までとする（研修年の４月１日時点）

２　福山市内に居住する者、または居住見込みの者。

３　研修終了後、農産物を販売する計画があること。
	○　対象作物　野菜・花き・果樹
○　開講場所　園芸センター及び市内農家
○　研修期間

　１年（週１回9：00～15：00）
○　募集人数　各課程10名程度
○　募集期間　２月１日～２月28日
○　受講料　

無料　ただし、実習経費は別途徴収
	福山市園芸センター　　　☎ ：084-935-7177

	
	資金貸付
	シニア世代（56歳から64歳）の就農希望者
	○　農用地の取得・改良、農家住宅の改良・造成、技術研修に係る費用、運転資金、育成用施設，農業用各種機械，器具ほか
○　貸付限度額

200万円または対象事業費のいずれか低い額
○　償還期間　５年以内　元金均等償還
○　金利　年利１％
	福山市経済環境局経済部農業振興課　　　　　
☎ ：084-935-7177

	庄原市
	庄原市農業後継者育成事業奨励金
	庄原市内に住所を置き、市内で新たに農業経営を開始しようとする50歳以下の者が、営農研修に取組む場合に対象。

また，次の要件をすべて満たすことが必要。

①　市内の農家等で１年以上の営農研修を終了すること。

②　営農研修終了後，１年以内に市内で農業経営を開始すること。

③　他に同様の助成を受けている場合は，対象となりません。
	○　庄原市で新たに農業経営を始めるために、農家、農業生産法人、広島県立農業技術大学校で営農研修を行う者に研修奨励金を交付することによって、市内の農業後継

者を育成する。
○　研修施設

①　広島県立農業技術大学校

　②　市が指定する市内の農家及び農業生産法人
○　奨励金の額は、研修を受けるために必要な経費として、研修期間中に月額100,000円。

２年間を限度として交付。
	農林振興課農業振興係　　☎ ：0824-73-1132

	
	庄原市農産園芸振興事業費補助
	■　新規就農者、認定農業者、ＪＡ、農業者の組織する団体等

　（個人への補助は移動可能なものを除く）

■　新規就農者が、経営計画に基づきトラクターを導入する場合は、対象とする。

　個人の相対による売買は、対象としない。

■　ＪＡ庄原の事業実施は、農家からの機械施設のリース依頼を受け実施する。
	○　対象経費の１／３以内（新規就農者については就農後３年間は１／２以内）

○　対象経費の上限10,000千円，下限500千円
	

	三次市
	三次市新規就農者受入拡大事業補助金
	新規就農者（市内の農家に研修受入された新規就農者及び新規就農予定者とその扶養家族）
	○　新規就農者及び新規就農予定者　200,000円／月（上限）

扶養家族　　　　　　　　　　　　　　　  　14,000円／月（上限）
	農政課
☎ ：0824-62-6164

	
	
	新規就農者
	○　機械又は農地の購入経費・基幹作業用機械の借上・上記以外の機械借上

○　農地借上代
機械又は農地の購入経費　納入経費の１／２以内（3,000,000円を上限）

基幹作業用機械の借上　　20,000円／回（実費額）

上記以外の機械の借上　　10,000円／回　 （実費額）

農地借上地代　　　　　　10,000円／10ａ（実費額）
	

	
	
	新規就農者受入者
	○　営農指導助成
○　１人当たり　50,000円／月（交付申請から２年以内）
	

	神石高原町
	神石高原町新規就農支援事業
	・農業に対する強い意志と意欲のある新規就農を希望する方で、神石高原町に定住し農業を営もうとする者で、認定された後、引き続き10年以上就農できる方です。

就農５年後の目標農業所得が350万円以上の営農計画書等の提出が必要です。
・18歳以上50歳以下の方
	○　最初の１年間は１人当り月額10万円、２年目の１年間は７万円。

※　ただし、支援金は途中離農の場合、原則として返還することになります。
	産業課
☎ ：0847-89-3337

	安芸太田町
	安芸太田町農林水産業関係補助金
	農林水産団体又は個人が行う農林水産業の振興上必要な事業に対し，補助金を交付
	○　対象事業種目

１　転換水田整備事業

２　営農用施設機械器具整備事業
○　補助対象及び限度額

１　明渠排水施設、暗渠排水施設の整備にようする経費　4/10以内町長の承認した額

　　乾田化施行機械導入に要する経費　8/10以内町長の承認した額

２　ビニールハウス 1/2以内町長の承認した額

　　防鳥網　1/2以内町長の承認した額

　　簡易集荷場　1/2以内町長の承認した額

　　きゅうり栽培支柱　3/10以内町長の承認した額

　　転換作物の生産に必要な機械導入に要する経費 7/10以内町長の承認した額
	産業振興課　　　　　
☎ ：0826-28-2111　
内線445

	
	安芸太田町農業振興資金利子補給規則に関する事業
	融資機関及び農林漁業金融公庫から、農業振興資金を借り受けた農業者
	○　利子補給対象資金

当該計算期間中の毎日の利子の補給対象資金最高残高（延滞金を除く）の総和／365
	

	ＪＡ安芸
	農業講座
	新規就農者
	○　募集期間

平成21年３月23～平成21年４月17日までに申込
○　開講場所　ＪＡ安芸育苗センター
○　研修期間　５月より毎月８回
	営農指導センター　　☎ ：082-822-5913

	ＪＡ福山
	農業塾
	管内在住で、今後農業に取り組む人
	○　期間　平成21年４月～平成22年１月
○　内容　４会場で月１回の講義。
２会場で希望者に実習あり。
	ＪＡ福山　　　　　　
☎ ：0824-924-2214

	
	ぶどう塾
	将来ぶどう農家をめざす意欲のある人
	○　平成21年４月～平成22年３月
○　実習を中心として、栽培の基礎知識･技術習得をめざす。
	

	ＪＡ三次
	研修
	
	○　研修期間：１年間

○　新規就農者宿泊研修施設（独身２名の宿泊可、滞在費は無料）
	ＪＡ三次
☎ ：0824-63-9913

	ＪＡ尾道市
	農業塾
	ＪＡ尾道市管内の人

就農を目指す人

農産加工を目指す人

安全・安心な食糧づくりに関心がある人

環境保全に関心がある人
	○　定員・期間

50名　４月～12月（次年度から１月から
12月）
○　これからの農業経営に必須な基礎知識は、共通コース（８回）で学ぶ。

野菜(9回)、果樹(7回)、農産加工コース（５回）は自由選択とし、複数選択可

・野菜園芸コース：講義の他農業塾園場で実習

・果樹園芸コース：講義の他もも、イチジク部会長の体験談、農業塾園場で実習

・農産加工コース：６次産業の講演、いちじくジャム、米粉料理など加工実習
○　費用　10,000円以内（減免条件あり）
	ＪＡ尾道市
☎ ：0848-23-3322

	ＪＡ広島北部
	広島北部農協野菜等パイプハウス助成
	組合員で農協指導による野菜等の計画生産に取り組む農業者
	○　ハウス面積（新設）0.5ａ以上

○　農協から購入する資材

○　４ａ以上＝資材費の20％以内（税別）

　　２ａ以上＝資材費の10％以内

　  0.5ａ以上＝資材費の５％以内
　　※　予算の範囲内

※　補助事業対象は対象外
	ＪＡ広島北部
☎ ：0826-42-1111(代)

	ＪＡ広島北部
	広島北部農協産地育成事業（アスパラ植栽）助成金
	組合員で農業指導による計画生産に取り組む農業者
	○　概ね５ａ以上

○　補助事業対象は対象外

○　圃場作り作業費・資材費→補助対象

○　標準事業費の50％以内（税別）
	ＪＡ広島北部

☎ ：0826-42-1111(代)

	ＪＡ広島中央
	就農相談会
	①　農地を持っておられる。

②　野菜づくりに関心をもっておられる。

③　①②の方で、定年退職を前にしている方。
	
	ＪＡ東広島　　　　
☎ ：423-5913



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	下関市

	
	国営開発農地の入植条件
①農地取得と事業分の負担
・農地は50ａ以上の取得が必要
・事業分担金は、植栽面積10ａ当たり46万円
②入植後について
・下関農業協同組合の組合員になること
・下関市豊北町農地開発土地改良区の組合員になること
・下関市の住民になること
	○　制度資金の活用が可能
	農林課豊北総合支所
☎ ：083-782-1931

	
	豊北総合支所
	
	
	
	

	阿武町
	阿武町新規就農者等住宅確保事業
	新たに農業、漁業等の第１次産業に就業する者
	○　町内の空き家等を所有者から買上げ又は借入れし、必要に応じ修繕等を施した後貸付け（貸付期間は概ね10年）
	阿武町　経済課
☎ ：08388-2-3114

	
	転入奨励金
	第１次産業就業のために転入し、定住意志のある45歳以下の者
	世帯（２人以上）　30万円
単身者　　　　　　10万円
	阿武町　総務課
☎ ：08388-2-3111

	(社)阿東町ふるさと振興公社
	研修施設貸借事業
	新規就農希望者で、研修後、町内に居住する者であること
	○　ＪＡが所有する研修施設を、研修生の研修期間中等の住居場所として借用
・15,750円／月で、概ね２年居住可
・住宅１棟に２人（２世帯）まで
	(社)阿東町
ふるさと振興公社
阿東町　産業振興課
☎ ：083-956-0982



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	善通寺市
	新規就農者育成事業
（ゆめ楽農支援塾）
	１．原則として市内在住者で、農業に興味がある人。
２．研修会に毎回参加可能な人。
	○　就農者支援制度の紹介
○　善通寺市の農業の現状と農業振興の方向、農業施策についての解説
○　農業の基礎知識（土づくり等）についての講習
○　農産物の流通と販売についての講習
○　主な作目部門の経営指標と経営の特徴
○　農業生産の現場事例研修及び卸売市場視察
	(財)善通寺市
農地管理公社
〒765-8503

善通寺市文京町
二丁目１番１号
☎ ：0877-63-6344



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	松山市
	担い手育成研修（農業基礎研修）
	就農初期又は就農予定者

市内に住民票を有する者
	○　「農業基礎研修」に「基本」「果樹」の2コース設け、初歩的な内容から講義・実習・視察等を行っている。
	農林水産課

担い手・農地担当

☎ ：089-948-6566

	上島町
	上島町農林漁業インターン事業
	○　上島町に転入し10年以上居住する意志のある農林漁業を営もうとする概ね50歳以下の人
	○　経営ノウハウや技術を習得するための研修期間の２年以内について、月額10万円の研修費を支給。
	上島町岩城総合支所
産業振興課
〒794-2492

越智郡上島町岩城1427

☎ ：0897-75-2500

	
	お試し就業研修事業
	○　65歳までの者
	○　研修期間は30日以上90日未満で、農家で農業研修
	

	
	ワーキングホリデー
	○　60歳までの者
	○　期間は1週間で3日間の農業体験と3日間の島体験1日は移動日
	

	久　万
高原町
	久万高原農業公園研修センター研修制度
	・概ね50歳以下の者
・研修終了後に、久万高原町で就農すること
・研修期間は概ね２年
・研修品目については施設園芸による、トマト、イチゴ、花き、ホウレンソウの栽培を志す者
・ある程度の就農準備資金を有する者
	○　農業研修補助金
・町内出身者　12万円
・Ｉターン者　15万円
○　農業機械・施設整備補助金
・就農時の機械購入、施設整備のリースを受ける際、300万円もしくは事業費の60％のいずれか低い額を補助金として交付
○　新規就農初年度の生活費貸与（無利子）
・月額　本　人　15万円 (以内)

配偶者　５万円 ( 〃 )

第１子　３万円 ( 〃 )

第２子　２万円 ( 〃 )

○　住居対策
・Ｉターン者独身者であれば、後継者独身寮を斡旋
※注：ただし、就農開始後５年未満に営農活動を中止した場合は、返還の必要有り
	(社)久万高原農業公社
〒791-1212

上浮穴郡久万高原町下畑野川甲500

☎ ：0892-41-0040

	内子町
	
	内子町外出身者で60歳未満
研修後町内で農業に従事
	○　新規就農研修支援制度
・研修施設所在地
喜多郡内子町大瀬中央5652番地15

・研修施設利用期間
入居日から１年間
・家賃
月額３万円（光熱水費除く）
（但し、研修施設退去後、５年以上内子町で就農された方は、研修施設入居期間中の家賃相当額を奨励金として交付する。）
	内子町
内子町農村支援センター
喜多郡内子町内子1515

☎ ：0893-44-2199

	鬼北町
	農業研修補助金

農業機械・施設整備費補助金
	鬼北町で新規就農する55歳未満の者

鬼北町の農業研修を終了した者
	○　研修期間
2年（40歳未満）、1年（55歳未満）

· 研修場所

鬼北町農業公社及び農家

○　研修内容

　　水稲、施設園芸作物（イチゴ、トマト、スイカ等）、その他営農計画の農作物

○　研修補助金

町内出身者：月額12万円（50歳未満）、月額5万円(50～55歳未満)

町内転入者：月額15万円（50歳未満）、月額5万円(50～55歳未満)

○　農業機械・施設の整備及びリース事業に対する補助
40歳未満：事業費の60％以内又は300万円のいずれか低い額

40歳～50歳未満：事業費の50％以内又は100万円のいずれか低い額

50歳～55歳未満：事業費の50％以内又は50万円のいずれか低い額
	鬼北農業支援センター
〒798-1333

北宇和郡鬼北町大字永野市１番地
☎ ：0895-45-2911

FAX：0895-45-2163
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

kihokusien@lagoon.ocn.ne.jp
担当者：都　浩明

	松野町
	松野町新規就農促進条例
	(株)松野町農林公社研修生
○研修後、松野町内に定住し認定農業者をめざす者
・概ね18歳以上～45歳未満
○研修内容
・水耕栽培研修
・花苗生産研修
	○　研修期間２年
・研修補助金月額12万円 

・農地等の斡旋
	松野町産業振興課
〒798-2192

北宇和郡松野町松丸343
☎ ：0895-42-1111



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	高知市
	新規就農者研修派遣事業
	①本市での就農を希望し、農業を生業にしようと強い意欲があること
②原則として年齢18歳から64歳まで
③現に本市に住所を有するか、又は研修後において本市に居住する意思があること
	○　本市で就農を希望する者を、高知県立農業大学校等が実施する就農研修への派遣。
○　派遣対象者が研修先に支払った受講料等、研修費用の一部を助成（予算の範囲内）
	農業水産課
☎ ：088-823-9458

	高知市
	新規就農研修支援事業
	①高知市の中山間地域における新規就農者の意欲のある者
②年齢15歳から65歳まで
③現に本市に住所を有する者
	○　募集人員　２名
○　研修期間　２年間
○　給与　　　116,000円（月額）
○　研修内容
・農業経営及び農産物の栽培に関すること
・農産物の出荷に関すること
	(財)夢産地とさやま開発公社
☎ ：088-895-2301

	土佐市
	農業体験事業
	県内在住で土佐市での就農を検討しており、農業に対して意欲のある方
	○　内容

　　農産物（ピーマン、青ネギ、文旦とショウガ）を栽培する受入農家の指導の元、農業経営や栽培等の基礎を学ぶ。

○　募集人数　４～６名

○　期間　６ヶ月程度（作物によって変動あり）
	産業経済課

商工労働班

☎ ：088-852-7679

農政班

☎ ：088-852-7656

	土佐清水市
	清水でがんばる新規就農・後継者支援事業
	①市内に住所を有し、就農開始３カ年までの者
②研修受講開始時の年齢が50歳未満の者
③研修終了後は市内に居住し、かつ６ヶ月以内に概ね30ａの農地を保有もしくは借り受けて就農開始、その後引き続き５年以上就農しようとする者
高知県立農業大学校研修課(窪川アグリ体験塾)の研修を義務づけ
	○　研修期間(６or12月コース)＋１カ年支援金を交付する
・本　人：70,000円／月
（研修終了後は50,000円）
配偶者：30,000円／月
　子　：10,000円／月（１人につき)
	土佐清水市農林業振興課
☎ ：0880-82-1111

FAX：0880-82-1131

	四万十市
	新規就農者研修制度
	概ね18歳から40歳までの四万十市在住の者で、研修終了後市内で就農する意志のある者
	○　募集人員　若干名
○　研修期間　原則３年以内
○　研修内容　高知方式養液栽培の研修ハウスを経営し、ナス等の栽培技術と経営感覚を身につける。
○　研修費用　ハウス使用料として年間30万円(１ハウス15ａ)、他に光熱費、肥料等が自己負担となる。
	農林課農業振興係
☎ ：0880-34-1117
FAX：0880-34-0478

四万十農園あぐりっこ

☎ ：0880-33-1477

	
	四万十市新規就農研修支援事業
	・市内に住所を有する15歳以上65歳未満の者

・就農意思のある研修希望者で、農業経営を行っていないこと

・研修修了後は市内において新たに農業を行うこと
	○　研修受入農家等が実施する新規就農研修への支援に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

　募集人数：若干名

　研修期間：６ヶ月以上１年以内

　研修手当：12万円以内／月
	農林課農業振興係

☎ ：0880-34-1117
FAX：0880-34-0478

	四万十市西土佐
	四万十市西土佐農業公社の研修事業
	・18歳以上35歳以下で心身共に健康な者
・市内に住所を有するか、住所を市内に移し将来とも市内に在住する者
・農業公社の目的に添い農業振興に積極的に取り組む意欲のある者
・研修終了後市内で就農する意欲のある者
	○　研修期間　２年間
研修終了後は、農業後継者、新規就農者として自立できるよう、農地の斡旋、施設設備等への補助申請、制度資金の活用等の助言、農業経営の指導を行う。
○　研修内容　研修１年目は農業公社実験農場を主に幅広い農業研修を　　　　　　し、２年目は研修終了後に取り組む栽培品目に向けての市内外での集中研修を行う。
○　手 当 等・手当は月額12万円
・休日は土・日曜、祝祭日(交代で日直当番有り)
・冠婚葬祭等には特別休暇有り
	(財)四万十市
西土佐農業公社
☎ ：0880-52-2666

FAX：0880-52-2667

	
	新規就農研修事業
	・市内で就農することが確実な、概ね40歳までの者
	○　研修生の募集　西土佐地区新規就農者受入組合(西土佐地区認定農業者連絡協議会で組織)で受け入れる。募集期間は通年。
○　研修期間　１か月～１年間
○　研修手当　月額10万円を限度とする。
○　宿泊施設　市でできるだけの紹介はするが、原則として本人の責任において用意する。
○　研修後の就農　受入組合の推薦書を添えて市長に申請する。これにより就農に対する支援を行う。
	四万十市
西土佐総合支所
産業建設課
☎ ：0880-52-1111

FAX：0880-52-2124

e-mail：n-sangyo@

city.shimanto.lg.jp



	香美市
	香美市新規就農研修支援事業
	香美市における新規就農希望者で、研修終了後、市内において就農することが見込まれる者（20歳以上61歳未満）
	○　研修受入農家等のもとで研修を行う研修生に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。
・募集人員：１名
・研修期間：６ヶ月以上２年以内
・補助額：研修生＝月額15万円以内
　　　　　　受入農家等＝月額５万円以内
	農政課
☎ ：0887-53-1062
FAX：0887-53-5877 

	田野町
	就農者研修事業
	農業に積極的に取り組む意欲のある18歳から55歳までの男女で、研修終了後町内で就農すること。
	○　募集人員　４名
・研修期間　２年間
・研修期間中の手当　月額13万５千円
（家族がいる場合、妻３万円、子ども１人につき１万円）
・研修内容　１ハウス２人、または２世帯による共同研修
実習　高知方式養液栽培によるナスの実証栽培
講義　農業の技術、経営等に関する事項
・募集方法　町内を優先し、町内に希望者のない場合町外から募集する
・預託金　入所時に預託金として徴収し、研修終了時に返却する。
（町内研修生20万円、町外研修生30万円）
	まちづくり推進課
☎ ：0887-38-2811
FAX：0887-38-2044

	本山町
	本山町新規就農者育成事業

本山町新規就農研修支援事業
	・新規就農希望者６ヶ月以上～最長２年間

・新規就農者（条件：本山町に就農して３年以内の方で、本山町新規就農者育成事業未実施者であり、経営の安定を図るための新たな技術等の習得に限る）６ヶ月以上～１年以内

(1)農業技術の習得を目的として、本山町認定農業者のもとで、６ヶ月以上継続して研修を受ける意志のある者
(2)研修終了後に本山町内に引き続いて就農する者

(3)研修開始年度の４月１日現在、15歳以上概ね40歳までの者
	○　研修助成金　月額上限10万円～15万円
　（条件によって異なるので、詳細はまちづくり推進課産業振興班まで）
○　住宅、農地情報の提供、就農後巡回等による営農相談等
	まちづくり推進課
産業振興班
☎ ：0887-76-3916
FAX：0887-76-2943


	いの町
	いの町農業公社の農業実習研修生受け入れ
	研修終了後において、町内で農業に従事する意志のあるおおむね45歳以下の者及び理事長が特別に認めた者
・セカンドライフ農業希望者募集中
都市部で定年間近の方、又は定年退職等をされた方で、これからゆっくり直販農業を楽しみたい方（年齢要件相談可）
	○　募集人員　１～２名
○　研修期間　原則２年
○　研修助成　研修助成金
（１年目月額130,000円、２年目150,000円）
○　研修内容　各種野菜のハウス及び露地栽培、養液栽培、各種育苗、パソコン簿記
○　受付期間　定員に達するまでの期間
○　面 接 日　申請があり次第随時実施
○　研修場所　いの町農業公社吾北育苗研修センター
	(財)いの町農業公社
☎ ：088-867-2313
e-mail:
k-wada@town.ino.lg.jp
いの町吾北総合支所
産業課
☎ ：088-867-2313
FAX：088-867-2777

	佐川町
	新規就農研修支援事業
	就農意思のある就農希望者で、農業経営を行っていない者。（研修開始年度の４月１日において、15歳以上65歳以下までの者。）
	○　募集人員　予算の範囲内

○　研修期間　原則６ヶ月以上２年以内

○　研修生の支援　月額15万円以内

○　宿泊施設　研修生の責任において用意

○　研修後の就農　支援体制確立中
	産業建設課

☎ ：0889-22-7708
FAX：0889-22-4950

	梼原町
	梼原町新規就農研修サポート事業
	・18歳以上40歳(おおむね)以下で心身共に健康な者
・津野山農協管内(梼原町、津野町の｢旧東津野村｣)に住所を有するか、住所を管内に移し将来とも在住する者
・研修終了後管内で就農する意欲のある者　

　等
	○　県補助金、町負担額の2/3補助＋受入農家1/3
	環境推進課
☎ ：0889-65-1250

	三原村
	三原村農業公社の新規就農者育成確保のための研修事業
	概ね20歳から40歳までの農業に関心を持つ心身健全な男子で、真剣に学び、修了後は村内に自立農家として定住することを約束できること。
	○　第９期研修生　採用予定人数　１～２名
○　受付期間　平成22年３月31日まで

○　研修期間　２年以内(繰り上げ就農も可)

○　研修場所　研修用ハウス（その他必要に応じて村内外での実習や派遣研修）
○　研修時間　週44時間程度を基本（生産の都合により流動的）

○　研修内容　農作物の栽培や加工販売、受託農作業を通じた実習を主体。

○　給与　月額15万円（その他研修に必要な経費を支給）

○　福利厚生　健康、労災、雇用、厚生年金等の社会保険
	(財)三原村農業公社
☎ ：0880-46-2130
FAX：0880-46-2114



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	みやこ町
	みやこ町新規就農者研修施設
	みやこ町在住又は在住予定者で、研修終了後、みやこ町に就農する者（18歳以下55歳未満）
	○　募集人員：２名（随時受付）
○　研修期間：２年（４月～）
○　研修内容：施設における軟弱野菜、イチゴ、花を中心に、基本的な知識・技術の座学や実習
	みやこ町農政課
☎ ：0930-42-0151

	北九州市
	農業経営実線研修
	市内在住者又は市内に職場がある65歳未満の方。
	○　募集人員：４名程度
○　研修内容：プロの農家の下で、実地にて、栽培経営技術を学ぶ
○　研修期間：個別に説明を設定
	北九州市地産地消推進課
☎ ：093-582-2080

	
	新農業者育成研修
	北九州市在住、65歳以下、農業生産に従事してみたい方
	○　期間　４月～９月、９月～翌年３月（ほぼ毎週土曜日に実施）

　　定数　５名程度

　　内容　野菜の基本的な栽培・経営についての講義、実習
	

	ＪＡ粕屋
	帰農塾
	農業研修や就農を希望する人（ＪＡ粕屋管内在住者に限る）
	○　期間　５月～12月

　　曜日　第1・3水曜日全16回

　　定数　15名

　　内容　野菜、花きの基本的栽培について　　の講習、実習
	ＪＡ粕屋農業振興課

☎ ：092-938-2544

	黒木町
	山村塾
	環境保全型農業に関心のある人
	○　期間　４月～７月（土・日1泊2日）

　　定数　10名

　　内容　農業機械の使い方、無農薬での野菜づくりの講習、実習
	山村塾（黒木町）

☎ ：0943-42-2722

	ＪＡ福岡豊築
	いまから農業塾
	原則ＪＡ福岡豊築管内在住又は同管内で農業研修や就農を希望する人、概ね65歳
	○　期間　８月～12月（土曜全10回）

　　定数　20名

　　内容　野菜、花き、果樹の基本的な栽培についての講義実習
	ＪＡ福岡豊築

☎ ：0979-82-5559

	福岡市
	ふくおか農業塾
	市内に居住する20歳以上の人、その他条件あり
	○　期間　７月～翌々年３月（2年間）

　　曜日　平日／月３～４回程度

　　定数　20名

　　内容　耕作放棄地を活用し、小規模の新規就農者の育成を目指す。路地野菜を中心とした農業講習
	ふくおか農業塾運営協議会

☎ ：092-711-4852

	ＪＡ福岡みやこ
	ＪＡ福岡みやこ農業塾
	農業に興味があり将来就農に意欲のある人
	○　期間　７月～12月

　　定数　15名

　　内容　果樹野菜等の基礎的な栽培技術等の講義、実習
	ＪＡ福岡みやこ営農企画課
☎ ：0930-24-2961

	久留米市
	農業サポーター養成講座
	農業に関心を持つ市内に居住するシニア世代を中心とした市民
	○　期間　10月～３月（予定）

　　定数　20名

　　内容　路地野菜（ホウレンソウ、ハウサイ、レタス、ダイコン等）についての講義、実習
	久留米市農政課
☎ ：0942-30-9163



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	鹿島市
	鹿島市農林漁業研修資金
	農林漁業の研修機関において研修する者で研修後３年間農林漁業者として生産に従事する者
	○　研修資金の給付（年額30,000円）
	産業部農林水産課農政係
☎ ：0954-63-3413

	嬉野市
	農林業後継者研修事業
	高等学校を卒業後、農林業の研修機関（佐賀県農業大学校、独立行政法人農業技術研究機構野菜研究所、佐賀県茶業試験場）において研修を受ける者に対して研修資金を給付する。ただし、研修期間は１年以上とする。
	○　給付額　年額70,000円
	嬉野総合支所農林課
☎ ：0954-42-3307



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	長崎市
	農業ヘルパー研修会
	新規就農希望者
	○　農業技術習得のための研修会
	長崎市農業センター

☎ ：095-830-1124

	
	現地実践研修
	新規就農希望者
	○　農業技術習得のための研修会
	(財)長崎市地産地消振興公社
☎ ：095-892-2824

	長崎市
	新規就農者等支援事業
	新規就農者等
	○　施設等に要する経費の助成
	長崎市農業振興課
☎ ：095-820-6564

	
	農業新規参入等促進事業
	農業新規参入等の企業・個人
	○　施設等に要する経費の助成
	

	島原市
	農業後継者就農奨励金支給制度
	・市内在住、年250日以上従事、40歳未満
	○　農業後継者（専業）として就農し、１年経過後５万円、３年後10万円を補助
	五島市農林課農務班
担当：清川
☎ ：0957-68-1111

（内線　543、544）

	佐世保市
	新規就農育成確保事業
	・研修終了後、佐世保市に就農する者。

・概ね、18歳以上35歳以下の者。

・就農意欲が高い者。

・インストラクターの圃場に通い、又は住み込みが可能な者。
	○　１年目：インストラクターが運営する実践農場においてマンツーマンによる農業実践研修を行う。

　助成金として１０万円／月

○　２年目：本市内に農業経営開始に要する施設等を本市、農業委員会及び地域就農支援センターの支援を受けながら整備し、引き続きインストラクターの助言を受けながら就農実習を行う。

　助成金として５万円／月
	佐世保市農水商工部

農業畜産課

☎ ：0956-24-1111(代)

	平戸市
	担い手対策支援事業
	新規に就労した青年農業者及びＵターン等による農林業への新規就労者
	○　事業に要する経費で市長が認めるもの１人当たり50万円を限度とする。ただし、３年以上の就農が見込まれる者に限る。
	平戸市農林課
☎ ：0950-22-4111(代)

	松浦市
	新規就農者実践農場推進事業
	県北で就農を希望する者。
	○　インストラクターの指導のもと農業経営に必要な知識・技術を習得するため、研修を実施する。
	松浦市農林課

☎ ：0956-72-1111

	小値賀町
	担い手公社の農業研修制度
	・年齢は18歳から概ね45歳未満　　　　　
・研修終了後、小値賀町において農業経　　営を行う方　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・普通自動車免許取得者
	○　将来の農業経営に必要な栽培技術や農業簿記等の実践的な研修を実施。　　　　　　　　　　　　　　　　

○　栽培実習品目：トマト、カボチャ、ブロッコリー、露地野菜
○　各種品目の育苗実習・農業の基礎学科研修
○　賃金の支給、住宅の斡旋、社会保険加入、資格取得の支援
	(財)小値賀町担い手公社　　　　　　　　　　　　☎ ：0959-56-3121

	五島市
	担い手育成確保

特別対策事業
	年齢16歳～概ね45歳までの者で研修終了後、本市内で農業経営を行う。
	○　月額10万円の支援

・就農準備経費助成20万円

（就農計画認定時）

・営農開始祝い金80万

（農業経営開始時）
	五島市農林課

農務班

☎ ：0959-72-7826

	壱岐市
	研修受入対策支援事業
	就農を目的とする就農予定者が研修を行う際に受入を行った農家。
	○　研修資金援助
	壱岐市農林課

☎ ：0920-44-6111

	
	新規就農者独立支援事業
	農業の研修を終え、新規に農業を始める45歳未満の農業者。
	○　営農資金援助
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	県内
	熊本県ＪＡ農業インターン事業
	他産業に従事していたＵターン就農希望者や就農して間もない者及び新規参入就農希望者等で、かつ、県内において就農・経営開始を目指す者で下記の条件を満たす者。
・年齢　18才～55才
・就農希望地の住民登録を行うこと
・就農希望地のＪＡの組合員になること
	○　募集人員　50名程度
○　研修期間　12ヶ月間（４月～３月）
○　研修内容　
・農業実習…農家等での栽培技術や農業経営等についての研修
・集合研修…県・ＪＡ中央会等が実施する農業の基礎的知識等についての研修
・ＪＡ実習…営農・生活指導、販売事業など
・研修に係る手当…研修生1人あたり月額３万５千円（住宅手当等全て含む。別途厚生年金・雇用保険・労災加入あり）
	ＪＡ熊本中央会・連合会営農生活センター
☎ ：096-328-1023

FAX：096-328-1031

	産山村
	産山村新規就農支援事業
	・原則夫婦で概ね男性が50歳以下
・本村への住民登録
・ＪＡの組合員になること
・地域活動への参加

・ある程度の資金の用意

・ホウレン草の栽培
	○　ハウス15a、機械、住宅の無償貸与（独立採算方式）
　研修期間　1年間

　募集世帯　2世帯

　JA等による営農指導
	産山村役場
経済建設課

☎ ：0967-25-2213
FAX：0967-25-2864



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	大分市
	「農」のある暮らし支援事業
	・空き農家に定住し、又は定期的に滞在して営農活動、教育文化芸術活動等を行うことにより、農村地域の活性化に寄与しようとする者
・遊休農地等を利用し、農業生産活動を営み、地域の農業者と協調して、農村環境の維持・保全に寄与する者
〔条件〕
・バンク利用者のうち空き農家情報利用者以外は市内在住者又は市内に在住を希望する者
	○　情報提供
空き農家、遊休農地（農業委員会と共同で情報提供）、遊休農業施設、農業機械、アグリパートナー（援農）に関する情報提供
○　奨励金の交付
バンクを通して成約にいたった者（空き農家、農業機械及びアグリパートナーを除く）に対し奨励金を交付
奨励金交付金額
○　利用者
遊休農地(市街化区域外の区域)　　　　　　10aあたり　 1万円
遊休農業施設(市街化区域外の地域)　　10aあたり　 2万円
畜産施設(市街化区域外の地域)　　　　　　　10万円
○　提供者
遊休農地(市街化区域外の区域)　　　　　　10aあたり　 1万円
遊休農業施設(市街化区域外の地域)　　10aあたり　 2万円
畜産施設(市街化区域外の地域)　　　　　　　10万円
	大分市商工農政部

産業振興課
地域産業育成係
☎ ：097-537-7025

	
	まるごと田舎暮らし協働体験事業
	・野津原地区の認定農業者９戸で構成する受入農家団体「野津原のびるの会」にて、農繁期に農業者のもとで家族と同様に農業をお手伝い（加勢）いただける農業ボランティアの方

・交通費は自己負担になります

・農業ボランティアですので、食事は提供しますが農作業の報酬はありません
	○　受入農家で援農体験を通じた就農前の心構え・準備を学べます
	

	
	農地流動化銀行
	新規就農希望者
10ａ以上40ａ未満の規模での就農者
	○　農地情報の提供、利用権設定等の指導
○　農業委員による営農指導、世話役活動
	大分市農業委員会
☎ ：097-537-5654

	豊後大野市
	豊後大野市農業後継者育成補助金
	①市内に居住する青年で、将来農業経営を希望し、大分県立農業大学校に在学する者
②大分県立農業大学校卒業後、農業後継者として永く市内に居住し農業を経営しようとする者

※「居住」とは豊後大野市に住民登録し、市内で生活することをいう
	○　補助金月額　10,000円
○　補助期間　　２年間を限度とする
	豊後大野市農業振興課
担い手支援班
☎ ：0974-24-0100

FAX：0974-24-0330

	豊後大野市
	担い手育成総合支援対策事業
	新規就農希望者及び新規就農者

※行政機関による面接等を受けた者

※市内で農業経営を目指す者
	○　農地の斡旋、家屋の情報提供

○　その他相談
	豊後大野市農業振興課
担い手支援班
☎ ：0974-24-0100

FAX：0974-24-0330

	
	豊後大野市新規就農者等育成対策事業（「明日を拓く脳業塾」）
	①豊後大野市在住の農業者（就農予定者）

②35才以下の青年農業者

③新規就農して10年以内で認定農業者、農業企業者を志向する者

④女性認定農業者、女性農業経営士

⑤開塾期間中（1年間）は概ね出席できる者。但し女性経営者は必要な科目だけでも可とする。
	○　農業技術の基礎から最新の知識や情報の修得、農業経営や地域の課題等の研究討議を実施する

○　研修科目

　　ア、農業経営

　　イ、土壌肥料

　　ウ、病害虫防除

　　エ、流通販売

　　オ、その他現地研修、農地情報等

○　研修期間

　　3年間。但し、1年間だけでも可とする。
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	綾町
	農地保有合理化事業
	45歳以下の新規就農者
	○　綾町農協農地保有合理化法人が行う研修事業に対して、研修生に支払う人件費の一部補助
○　綾町農協農地保有合理化法人が事業主体となり、農業基盤の強化を図るため新規就農者実務研修を受け入れる
	綾町農林振興課
有機農業開発センター
☎ ：0985-77-0100

	
	新規就農者受入支援交流施設の運営
	就農希望者等
１年以内
	○　町内での就農希望者（新規参入者）を対象に、短期間の住宅の確保を支援し、併せて地元生産者との交流を行いながら早期の定着を図る。
　　家族棟　２戸
　　単身棟　３戸
	

	西米良村
	西米良村農林業後継者就農定着促進振興奨励金
	本村に住民票を有し、かつ、本村に生活の根拠を有する満45歳以下の農林業後継者又は、新たに農林業に就業し、主として農林業で生計を営む者
	○　農林業後継者、新規就農者に対し後継者就農定着奨励交付金を支給。
（奨励金は、就労に必要な技術取得の研修費用等、村長が必要と認めるその他就労に必要な資金とし、額は100万円とする｡）
	西米良村
産業建設課
☎ ：0983-36-1111



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	鹿児島市
	新規就農者支援対策事業
	就農を希望する１８歳以上６０歳未満の方
	○　就農準備講座：

仕事をしながら，新規に農業に従事しようとする者に対して，農業についての知識や技術について都市農業センターにおいて，３日間の講座を開催
	鹿児島市農政総務課
☎ ：099-216-1334
FAX：099-216-1336

	
	
	(1)市内に在住し，18歳から55歳未満の者

(2)研修終了後，本市内で野菜，花きの栽培に従事し，これを生業とする意欲のある者

(3)鹿児島県が定めた「青年等の就農促進に関する方針」に基づく認定就農者となる見込みの者

(4)研修の全課程に参加可能である者
	○　基礎研修

新規に農業に従事しようとする者に対し，就農に必要な基本的技術及び知識を習得させるための研修を，都市農業研究センターにおいて，３ヶ月間，栽培に必要な基礎及び実践的な体験実習を実施
	

	
	
	新規就農者

＊要件等については，問い合わせください。
	○　新規就農者の経営開始初期の経営安定を図るため，生産施設（補強型ハウス及びビニールハウス）の設置及び農業機械等の購入補助を行う。

　　（補助率）４分の３以内
	

	
	園芸振興事業
	農業者団体（３戸以上）
	○　園芸作物の生産安定と品質向上を図るためビニールハウス等の施設設置経費に対して助成

　（補助率）３分の１以内
	生産流通課

☎ ：099-216-1340

	鹿児島市
	鹿児島市農林漁業振興資金
	市内在住の農業者
	○　家畜購入・ハウスなどの農業用施設など営農に必要な資金融資（融資:，農協，利子補給：市）

貸付限度額　750万円
償還期間　７年以内（うち据置，２年以内）

（＊要件により，国・県の制度資もあります。）
	農政総務課

☎ ：099-216-1334

	
	
	新規就農者
	○　新規就農者が，営農を開始するにあたり必要な資金融資（融資：農協，利子補給：市）

貸付限度額　1,500万円

償還期間　15年以内（うち据置,３年以内）
	

	三島村
	定住促進対策事業
	・年齢55歳以下の者で、平成２年４月１日以降に帰郷又は移住し、10年以上定住して農林水産業に従事し、その振興に寄与すると認められる者

・45歳までの単身者で、婚姻により新たに世帯を構成し、引き続き10年以上村内に居住する者
	○　研修・就農時の生活資金等
・二人以上の世帯
子牛１頭又は現金50万円及び支度金20万円支給
・上記以外の世帯
現金20万円及び支度金10万円
○　助成金の交付
・一人世帯　　月額　24,000円
・二人世帯　　月額　39,000円
・三人世帯　　月額　43,000円
・四人世帯　　月額　47,000円
・以下世帯員が増すごとに5,000円／人を加算
	三島村総務課

担当：佐藤
☎ ：099-222-3141

	日置市
	新規就農支援事業
	・市内に住所を有すること

・年齢が50歳以下の者

・指定する就農計画の認定を受けた者
・日置市内で継続して就農すること
	○　研修期間（２年を限度）、次の支援金を交付する。
・単身者（月額）　12万円
・夫　婦（月額）　18万円
研修期間中、家賃を払っている場合月額15,000円を限度として支給する。
	日置市農林水産課

☎ ：099-273-2111

日置市農業公社
☎ ：099-245-1700

	
	新規就農者住宅改装費支援事業
	・新規就農者が居住を希望する借家及び取得した家屋
・借家の場合、所有者の承諾と５年以上の賃貸契約
	○　改装経費の内150万円を限度として助成する。
	

	
	農業後継者支援金
	・市内に住所を有すること
・年齢が50歳以下の者
・指定する就農計画の認定を受けた者
・日置市内で継続して就農すること
	○　就農祝金50万円を交付する
○　１年間を限度に支援金を交付する（市内に経営基盤のある者）
・新規学卒者：月額10万円
・Ｕターン者
単身：月額10万円
夫婦：月額15万円
	

	枕崎市
	農業人材育成事業
	枕崎市に住所を有し（又は有することが見込まれ）、市内で就農を希望するもので農業従事日数が年間150日以上見込まれ、申請時点で18歳以上50歳以下であること。
	○　ファームサラリーの支援
・研修：新規参入者：月額15万円
(12ヶ月を基本とし24ヶ月を限度とする)

・就農：後継者：単身：月額７万円
夫婦：月額12万円
・新規参入者：単身：月額 15万円
夫婦：月額20万円
(12ヶ月を限度とする)

支援終了後、５年間就農の場合、返還免除
	枕崎市農政課

（特産振興係）

☎ ：0993-72-1111

（内線　333）

	指宿市
	農業後継者支援事業
	・40歳以下で、就農して１年が経過した者
	○　１人当たり、5万円の奨励金を支給する
	指宿市農政課営農振興係

担当：西村
☎ ：0993-22-2111

	南さつま市
(加世田・笠沙・大浦・坊津・金　峰）
	地域拠点農場人材養成サポート事業
	<条件>

・申請時50歳以下であること
・市内に居住すること
・年間農業従事日数150日以上
	○　＜研修者＞
・研修期間中 月額10万円を最高24月支給
	南さつま市産業振興部

農林水産課　農政係

担当：朝隈

☎ ：0993-53-2111

（内線2254）

	南さつま市
(加世田・笠沙・大浦・坊津・金　峰）
	農村農業人材育成確保事業
	
	○　＜就農（自立）後＞(１年間)

新規就農者
・単身者：月額15万円
・夫　婦：月額20万円
後継者
・単身者：月額７万円
・夫　婦：月額12万円
	南さつま市産業振興部

農林水産課　農政係

担当：朝隈

☎ ：0993-53-2111

（内線2254）

	
	農業担い手育成研修事業
	<条件>

・50歳未満（独身者は35歳未満）
	○　＜研修者＞
・単身者：月額10万円
・夫　婦：月額15万円
・土地、住居に対する支援
・技術取得に対する支援
	(社)南さつま市金峰町農業公社

☎ ：0993-77-3811
担当：下堂薗

南さつま市産業振興部
農林水産課農政係

担当：志風
☎ ：0993-53-2111

(内2254)

	南九州市
	新規参入者就農支援事業
	・南九州市頴娃農業開発研修センターの１年及び２年課程を修了し、かつ市内先進農家等で研修する者
・義務教育を終了したもので、農業で自立しようとする意欲がある原則として45歳未満の健康な男女。但し、市長が認める場合はその限りではない。また、新規就農研修生は500万円以上の自己資金を保有すること。
	○　南九州市頴娃農業開発研修センターの研修期間、日額3,000円を支給
○　２年研修中に農家研修も実施農家が研修生に支払った労働対価の１／２を農家に助成（日額2,500円を上限）
	南九州市頴娃農業開発研修センター
☎ ：0993-38-2881

	
	新規就農者育成確保対策事業
	・市内に居住し、住所を有する者
・年間農業従事日数が200日以上
・申請時点で50歳以下
	○　新規就農者（１年間）
後継者：単身 月額35,000円
夫婦で従事： 月額60,000円
新規参入：単身 月額85,000円
夫婦で従事： 月額140,000円
	南九州市農林水産課

農政係
☎ ：0993-36-1111

（内線223）

	
	
	
	○　新規研修者：月額150,000円の新規就農助成金を交付する。
（２年を限度）
	

	出水市
	新規就農者支援対策事業
	・50歳未満で出水市内に住所を有する者
・研修終了後５年間は就農する者
	○　研修生の受け入れ

研修期間：２年間

研修作物：施設野菜等（ミニトマト）

募集人員：３人

○　研修手当

研修期間２年間の支援措置

研修生１人当たり月額15万円
	出水市産業振興部

農林水産課 農業振興係

☎：0996-63-2111

（内線 303）

鹿児島いずみ農業協同組合

園芸農産指導部

☎：0996-64-2630

（内線 242）

	薩摩川内市
	新規就農者奨励補助金及び新規就農支援金補助金
	・本市に住所を有すること。

　（支援金については、市外の者でも本市に住所を有することで可）
・年齢は55歳以下であること。
（但し、市長が特に必要があると認める者については、この限りではない。)
・本市の農地において農業を営むこと。
・年間250日を超える就農日数が見込まれること。
・就農意欲があり、経営感覚が優れていると認められる者であること。
・農業研修を行い、農業研修終了後、５年以上就農すること。

・本市農業施策全般に関して協力的な者であること。
	○　新規就農者に奨励補助金40万円交付
○　支援金補助金として15万円
○　夫婦月額25万円
○　最長18ヶ月支給（農業公社での研修に対して）
	薩摩川内市農業公社

☎ ：0996-44-3140

薩摩川内市農政課
農業振興グループ
☎ ：0996-23-5111

(内線 4212)

	いちき
串木野市
	新規就農者支援金
	・市内に住所を有し、かつ，生活の根拠を有するものであって、概ね55歳以下である者。
・実践的な農業経営を１年以上経験し、今後も継続的に就農する意思があると認められる者
	○　支援資金50万円
	いちき串木野市

(串木野庁舎)農政課
☎ ：0996-33-5635

(市来庁舎)産業経済課
☎ ：0996-21-5122

	さつま町
	フレッシュファーマー育成事業
	本町に定住し、新規に農業経営を行い、将来農業経営基盤強化促進法の規定による農業経営改善計画の認定を受ける意志がある者。年齢は55歳未満。
	○　町の支援
①新規就農者補助金
本町において農業を主な職業とし、且つ、生計の中心として位置づけ、自己努力と自立経営の意欲をもって年間200日以上農業に専従する者で次の要件に該当する者
・新規参入者
18～55歳未満の町内非農家又は町外出身者等で本町に定住し、就農する者
・後継者
親から独立して新たな作物の経営を開始する者。
※補助金の額
毎月５万円を１年間（12ヶ月）支給する。
②後継者祝い金
本町に居住し、毎年５月１日から前１年の間に親兄弟が営む経営を引き継いで従事する者（後継者）として新規に就農した55歳未満の者。
※祝い金の額　10万円
③就農支援資金償還助成補助金
国等の研修資金の償還金に対して、償還時（就農５年経過後から）に２／３以内を助成。
	さつま町役場
農政課
農産園芸係
☎ ：0996-53-1111

(内線 2424)

FAX：0996-52-3514

	霧島市
	霧島市農業後継者等育成就農支援事業
	・新規参入者
非農家出身で、農業外の他産業から農地等の取得により、新たに農業経営を開始した者。
・新規学卒就農者
就学していた者で、卒業後直ちに就農した者、又は農業大学校の研修修了後、直ちに就農しようとする者。
・Ｕターン者
農家出身者で、市外に居住し他産業に従事していた者で、市内に帰郷のうえ、就農しようとする者。
・農業後継者
次代の農業経営を担う就農候補者で、農業大学校等での研修期間も含め、経営権を移譲される前の段階にある農家の後継者。
※就農時の年齢が55歳未満の者
	○　市の指定する農家等で半年以上１年未満の研修（新規就農者については半年以上、２年未満の研修）を実施し、研修期間において助成金を受け入れ先農家と市で半分づつ負担する。
新規学卒者及び単身者　
　　　　　受け入れ先農家　45,000

　　　　　　　　市　　　　45,000

　　　　　　　　計　　　　90,000

　　　　　　　　　　　　　を助成する
新規学卒者以外の者で扶養家族がある場合
　　受け入れ先農家　67,500

　　　　　　　　市　　　　67,500

　　　　　　　　計　　　 135,000

　　　　　　　　　　　　　を助成する
・また、研修期間は１ヶ月20日以上とする。
	霧島市農政畜産課
☎ ：0995-45-5111

(内線 2311)

	伊佐市
	新規就業就農支援システム推進事業
	大口市・菱刈町の出身者で農地，住宅を所有する後継者
	○　作目により農業公社、先進農家での研修を実施（１年間）
研修受入農家には助成あり
	伊佐農業公社
☎ ：0995-22-5581

	曽於市
	新規就農者支援対策事業
	○　農林業就農者育成と積極的な農林業担い手の確保及び推進のため、新規就農した者に対し補助金を交付する。

　・市内に居住し、市内に施設を有する者。

　・年齢18歳以上概ね40歳以下の者。

　・支援終了後５年以上就農できる者
	○　親等の経営基盤を全く引き継がず、単身で就農し新規経営する者　月額10万円
○　親等の経営基盤を全く引き継がず、夫婦で就農し新規経営する者　月額15万円
○　親等の経営基盤を引き継ぎながら、単身で就農し規模拡大及び経営改善を行う者
月額５万円
○　親等の経営基盤を引き継ぎながら夫婦で就農し規模拡大及び経営改善を行う者
月額７万円
交付期間は２年間とする。
	曽於市末吉支所経済課
☎ ：0986-76-1111

大隅支所産業振興課
☎ ：0994-82-5950

財部支所産業振興課
☎ ：0986-72-0940

	大崎町
	大崎町新規就農者支援事業
	・就農年齢概ね45歳以下
・大崎町に居住し、就農計画に基づき一定規模の農地又は、施設等の保有者で中核的農業経営専従者となりうる者
・５年間は離農出来ない
	○　就農奨励金補助金
・新規参入者には就農時に100万円支給
・新規学卒者、Ｕターン者には就農一時金として20万円支給
○　就農研修資金補助金
町外出身者：研修資金月額10万円
町内出身者：　　 〃 　　 ５万円
先進農家での研修（最高２年間）
	大崎町農林振興課
営農推進係
☎ ：099-476-1111

(内線　168)

	鹿屋市
	鹿屋市新規就農者就農支援事業
【事業項目】
①農業研修資金助成事業
②就農開始資金助成事業
	・鹿屋市内に居住、または今後、鹿屋市内に居住し、中核的農業者となり得る者
・18歳以上概ね50歳までの者
・研修修了後直ちに就農する者

①農業研修資金
新規就農者が市長が適当と認めた生産組織等で行う就農のための農業研修に必要な生活資金を助成する。
②就農開始資金
上記の農業研修を修了後、直ちに就農するために必要な経費を助成する。
	○　農業研修資金助成事業(原則１年)

生産組織等で農業研修を行う研修生に対し、下記の金額を助成する。
・月額15万円
○　就農開始資金助成事業
就農開始時に100万円
	鹿屋市農政部

農林水産課経営支援班
☎ ：0994-43-2111

（内線　3218）
直通:0994-31-1117

FAX：0994-43-2140

	
	(財)輝北町農業公社研修事業

（輝北地区）
	農業で自立しようとする意欲があり、研修中並びに研修後も輝北地区に居住し、引き続き農業に従事できる概ね50歳未満の者


	○　研修生の受入れ
農業公社が研修生を受け入れる
研修期間：２年間
研修作物：施設菊
栽培面積：１人当たり10a

募集人員：毎年３人程度
○　生活保障
研修期間２年間の支援措置
研修生１人当たり月額15万円
(扶養家族がある場合、20万円)
	(財)輝北町農業公社
☎ ：099-485-1703

鹿屋市輝北総合支所
産業振興課
☎ ：099-486-1111

（内線　2603）

	垂水市
	就農支援資金償還助成事業
	垂水市に居住し、農業を本業とし、将来、中核的な担い手になりえる55歳未満の者。
	○　県農業・農村振興協会の就農支援資金の償還助成
（元金の１／３を市単独で助成）
	垂水市農林課農政係
☎ ：0994-32-1111

(内線 240)

	東串良町
	新規就農者支援事業
	新規就農者を対象に４Ｈクラブへ加入した者
	○　４Hクラブへ加入して１年経過後，報奨金として５万円支給
	東串良町役場経済課

☎ ：0994-63-3131

	南大隅町
	南大隅町若い農業者入植促進事業
	・本町に居住。
・農地、施設を保有し農業経営専従者又は、農業継承者で、農業経営専従者となり得る者。新規学卒から概ね45歳以下
	○　就農奨励金（１年間）
最高額　　120万円（単身）
　〃　　　180万円（夫婦）
就農時における施設導入等に必要な資金の利息は認定日から５ヶ月間全額補助
	南大隅町役場
経済課
☎ ：0994-24-3111

FAX：0994-24-3119

	奄美市
	農業後継者育成奨学金
	農業を専修する学校及び研修施設に修学し、卒業後奄美市において農業に従事する者
	○　農業専修学校、公立の研究施設等に修学：月額２万円支給
	奄美市名瀬総合支所
農林振興課
☎ ：0997-52-1111

奄美市住用総合支所
産業振興課
☎ ：0997-69-2111

奄美市笠利総合支所
産業振興課
☎ ：0997-63-1111

(内線41)

	
	(財)奄美市農業研究センター
	本市において農業に従事できる概ね18歳～55歳以下の健康な者

	· 　サポート事業（笠利営農支援センター研修終了後2年間）

　人員：2名

　期間：８月１日から２年間
支援内容

・KPハウス４棟（約２０a）露地２筆（１６a）の無償貸付（その他資材は研修生負担）

・堆肥の無償提供

・耕耘手数料の免除

・小農具の無償貸付

なお，生産物販売収入は，研修生の収入（助成金はなし）
	(財)奄美市
農業研究センター
奄美市総合支所
農林振興課研修係
☎ ：0997-54-9001

FAX：0997-54-9618

	
	
	就農や就職等を希望する求職者
	· 亜熱帯農作物等栽培者人材育成事業

　人員：園芸部門１５名　果樹部門１５名

　期間：９月から翌年の３月

　研修内容：

　園芸部門：野菜を中心とした作物の栽培
（講義・実習）　

　果樹部門：パッションフルーツ等の栽培（講義・実習）
	

	奄美市
	奄美市笠利営農支援センター研修助成事業
	市内に住所を有し、研修後も本市において農業に従事できる者

概ね18歳から55歳以下の健康な者
施設園芸新規参入者または新規就農希望者
自己資金等の条件が整っており、農地の確保ができる者
	○　研修期間：約１年間
○　研修作物：パッションフルーツ等の栽培実践研修
○　募集人員：４名以内
○　研修助成金：日額4,500円支給
	奄美市笠利総合支所
産業振興課
奄美市笠利営農支援センター
☎ ：0997-56-1085

	瀬戸内町
	瀬戸内町営農支援センター研修事業
	・本町に住所を有し，研修後も本町において農業に従事できる者
・概ね18歳から55歳までの健康な者
・地域社会と融和し，中核的な担い手として地域の発展に寄与できる者
・自己資金等の条件が整っており，農地の確保が見込まれる者
	○研修期間：１年間（６月～翌年６月）
○募集人員：若干名
○研修品目：施設パッションフルーツ、小ギク，その他品目
○町研修ハウスを活用した栽培実践研修のほか農業基礎講座による栽培理論，農業経営及び流通研修等の各種研修会の開催

○研修終了後のハウスの貸し出し（２年間）
○小農機具の無償貸し出し
	瀬戸内町役場農林課
農政係
☎：0997-72-1120

（内線 140）
☎：0997-72-1174(直)

瀬戸内町営農支援センター
☎：0997-72-0665

	天城町
	農業研修助成制度
	本町在住者で、本町内において農業に専念し、地域農業の中核的担い手となり得る者
	○　天城町農業センターにおいて、園芸（野菜・果樹・花き）の研修生を受け入れ、技術取得を行っている。
・研修期間：１年間
（８月１日～翌年７月31日）
・日当支給：日額4,500円支給
	天城町農業センター
☎ ：0997-85-2214

	和泊町
	和泊町農業後継者育成確保対策事業
	・本町に定住し農業を専業とし、中核的な担い手となり得る者。
・将来は、地域のリーダーとして地域農業の振興に尽くす者。
	○　和泊町実験農場での研修期間は研修手当（日額）として、町内の人には4,500円、町外の人には3,500円を支給する。
	和泊町実験農場
☎ ：0997-92-3360

	知名町
	知名町農業青年

ファームサラリー事業
	・Ｕターン及び新規学卒者で就農した者

で、概ね１年以上農業に従事し、就農から３年未満のもの。
・年齢が概ね35歳未満の者

・町内に在住し、今後とも農業に従事することが見込まれる者。

・年間農業従事日数が150日以上で町内に居住する者

〈条件〉４ＨＣへの入会
	○　支給額は８万円
　（うち５万円は経営主が負担）
○　支給期間は４月～３月までの12ヵ月とする。
	知名町農政課
☎ ：0997-93-3111

	
	就農サポート事業
	新規就農者で意欲的な者
	○　各種研修会の実施
○　実践的農場の設置
	



	市町村
	事業名
	対象者・条件
	支援の内容
	窓口・問い合わせ先

	宜野座村
	農業後継者育成事業
	村内に住所を有する40歳以下の若者
年４人
	○　農業実践研修（２ヵ年制）
村から日額6,500円支給
沖縄県農業後継者育成基金協会から
月額60,000円支給
	宜野座村農業委員会
☎ ：098-968-5102

	読谷村
	後継者育成資金貸付制度
	・村内で継続して農業を行う青年
・営農資金に限る
・一括または分割償還可能
	○　営農のために人夫を雇用するための賃金。最高50万円。
○　施設の設置経費等は該当しない。
	読谷村農業推進課
☎ ：098-982-9215

	南城市
	農業後継者等育成事業
	年齢：18～40歳
資格
・高等学校卒業または同等以上
・普通免許所持者
・自立経営農家として担い手になることが見込めること
・南部地区の市町村に住所を有する農業に意欲のある者
	○　農業後継育成センターでの農業実践研修
・期間：２年
・定員：５～６名
・研修手当：日当５千円
	南部地区営農センター
☎ ：098-840-7474

	渡名喜村
	産業育成資金貸付基金
	本村の住民基本台帳に登録された住民
	○　農林水産業貸付
農林水産業の改良資金、設備資金
・１件につき最高貸付額　５百万円
・据置期間：１年
・償還期間：５年
	渡名喜村経済課
☎ ：098-989-2002

	渡嘉敷村
	滞在型体験農園
	・本村での就農希望者
・本村に移住（要住民登録）可能者
・利用期間１年間（３年まで延長可能）
・農園を積極的に管理できる者
	○　長期滞在可能（１年以上）な農園住宅と体験農園を運営し、Ｉターン、Ｕターン就農者を支援する。
・農園住宅（５棟）１LDK（44㎡）、
200㎡農園付き
・利用料
家賃：年間48万円（200㎡農園含む）
賃貸農園：１㎡当たり275円（年間）
（家賃の200㎡に含まれない農園）
	渡嘉敷村経済建設課
☎ ：098-987-2323

	粟国村
	若者定住促進事業
	・義務教育課程を修了した満40歳未満の勤労者
・本村の住民基本台帳に登録され、その住所地に居住する者
・本村に５年以上居住する意思のある者
・50アール以上の農地（小作地を含む）を有し、農業者年金に加入する者で、年間200日以上耕作に従事する意志のある者
	○　結婚祝い金３万円の交付
○　出産祝い金の交付
第２子まで３万円、第３子以降は５万円
○　若者定住住宅建築奨励金　10万円
○　農漁業畜産専業者奨励金
１人につき年額100万円、専業者として村長が認める者については１人につき年額25万円を３年以内の期間交付する。
	粟国村経済課
☎ ：098-988-2258


(注１)支援措置の詳しい内容を紹介するパンフレット等が作成されている市町村もありますので、各窓口へお問い合わせ下さい。



市町村段階の新規就農者受け入れ支援措置
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